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Ⅰ　緒　　　言

近年のカンキツ生産においては，光センサー選果

機の導入によって高品質果実の差別が図られ，有利

に販売される一方，毎年のように干ばつ・長雨等の

異常気象が起こっており，このような条件下でも安

定した品質の果実を生産可能とする技術の開発が求

められてきた．このような状況の中，近畿中国四国

農業研究センター四国研究センターでは，ウンシュ

ウミカンにおける高品質果実生産技術である周年マ

ルチ点滴かん水同時施肥法（マルドリ方式）を開発

した１）．マルドリ方式においては，透湿性マルチシ

ートを基本的に周年被覆し，マルチシート下に敷設

した点滴かん水チューブによってかん水と液肥施用

を行う．また，電磁弁等を用いてかん水施肥を自動

化することで，省力的なかん水施肥を行うものであ

る．マルチシートと点滴かん水を組み合わせること

で，干ばつ・長雨の双方の気象変動に対応し，安定

的な高品質果実生産が可能となった．また，施肥およ

び除草作業等における省力効果も認められている２）．

しかし，マルドリ方式は，その技術の有効性の反面，

導入コスト，水源の確保，新しい栽培法に対する技

術的不安等の課題も有している．従って利用の拡大

に当たっては，各カンキツ産地における高品質果実

生産のための方針やマルドリ方式導入に際しての問

題点等を把握するとともに，各産地におけるマルド

リ方式施設の導入状況を調査する必要がある．これ

らの調査から，技術開発の方向性，普及施策等を明

らかにし，マルドリ方式の更なる普及を促し，カン

キツ等の品質ならびに生産性の向上に資するもので

カンキツ等におけるマルチおよび点滴かん水施肥法の導入の現状と課題

～カンキツ生産地における高品質果実生産に関する調査報告～

草塲新之助・森永邦久＊・星　典宏・島崎昌彦
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ある．

Ⅱ　調査方法

2006年１月から３月にかけて，全国の主要なカン

キツ産地である22府県を対象に，アンケート調査を

行った．対象とした府県は，千葉県，神奈川県，静

岡県，愛知県，三重県，大阪府，兵庫県，和歌山県，

広島県，山口県，徳島県，香川県，愛媛県，高知県，

福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，

鹿児島県，沖縄県である．アンケート調査は，各府

県庁の農政担当部署に配布し，担当部署で把握出来

ない場合は，適宜主産地域のＪＡ，普及センター等

へ配布して頂き，基本的には各地域の調査結果をそ

のまま回収した．地域ごとに回収したアンケート調

査の答えが複数に分かれた場合は，同じ回答を得た

地域のカンキツ栽培面積が最大となる回答をその県

の代表値とした．例えば，ある設問に対し香川県東

讃地区および小豆島が「はい」，中讃地区および西

讃地区が「いいえ」と回答した場合，東讃地区と小

豆島の総カンキツ栽培面積より中讃地区と西讃地区

の総カンキツ栽培面積が多いため，この設問に対す

る香川県の回答は「いいえ」とした．末尾に依頼し

た調査票を添付した．

Ⅲ　調査結果および考察

１　カンキツの高品質果実生産のための管理技術に

関する方針，技術開発への要望

１）今後の高品質果実の安定生産のための方針，考

えについて

（１）各府県における高品質果実の安定生産に関す

る方針，考え

この項では，産地が生き残っていくためには高品

質果実生産が不可欠である現状において，各府県が

カンキツの高品質生産に対してどのような考え方，

方向性を持ち，施策を行っているかを調査した結果

を示す．

「高品質果実生産のためには，品種による対応で

可能であり，マルチや点滴かん水等の資材導入は必

要でないと考えるか」と質問した回答結果を第１図

に示した．品種のみの対応で可能とした県は無く，

ほぼ全ての県で何らかの技術導入の必要性を認めて

いる．その理由をみると，品種のみの対応では近年

の異常気象に対応出来ないため，水分制御をするた

めの資材投入が必要であるとの意見が大勢である．

次に，「今後の高品質果実生産のためには，品種

とマルチの対応で可能であり，透湿性マルチの優先

的導入を促進」するかについての回答結果を第２図

に示した．半数以上の県がマルチ導入を優先的に促

進するとの回答である．また，「はい」以外の理由

としては，マルチ導入と同時にかん水施設設置の必

要性を認めているものである．

さらに，「高品質化のためには，地域で品種を選

定し，加えて透湿性マルチと点滴かん水（施肥）施

設の併用を促進するか」との質問に対する回答結果

を第３図に示した．検討中，未定を除く半数以上の

県がマルチと点滴かん水施設の併用を促進すると答

えている．マルチシートの促進と同時に点滴かん水

施設の導入を必要としている県が多いことを示して

いるが，「はい」以外の理由を選択式（複数回答）

で回答を求めることによって，点滴かん水施設導入

に対する課題を抽出することが出来た．

（２）点滴かん水施肥施設導入に関連した課題

第４図で示しているように，最も多い理由が「点

滴かん水とマルチの両方の導入では費用がかかる」

である．マルドリ方式は，水源部分を除き全ての装

置をフルセットで導入した場合，35～40万円／10ａ

の費用がかかる．近年のウンシュウミカン価格の低

迷を考慮すると想定される回答である．このため，

近畿中国四国農業研究センターでは，マルドリ方式

施設の低コスト化に関する試験を行っているところ

である．

次の理由として，「点滴かん水のための水源がな

い」があげられている．カンキツ産地の多くは傾斜

地に立地しており，農業用水の整備が遅れている地

域が多いためであると考えられる．点滴かん水は非

常に効率の良いかん水方法であるため，スプリンク

ラかん水の10～20％の水量で同等なかん水効果が得

られると推定されており，傾斜地における小規模な
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3草塲ら：カンキツ等における点滴かん水施肥施設の導入調査

第１図　品種による対応での高品質果実安定生産を考えている府県

1)

1)

1)

第２図　品種とマルチの対応による高品質果実安定生産を考えている府県



水源確保法も今後の課題である．

次に多いのは「透湿性マルチや点滴かん水施設の

費用対効果が期待できない」である．この回答も，

最も多い理由である「導入コストがかかる」と類似

しているものである．費用対効果を得るには，施設

を有効に利用した高品質果実生産と高品質果実を有

利に販売するためのマーケティング戦略の両立が不

可欠であろう．これまでマルドリ方式を導入例し高

い効果を上げている事例もあり，こうした先進例も

参考となる３）．このためにも，技術面に関しては，

技術内容の周知と高品質化のための水分管理技術等

の開発を行う必要がある．

その他の理由として挙げられている「点滴かん水

での水管理には不安がある」「点滴かん水での水管

理基準が難しい」「これまでと栽培方法が異なるた

め農家の理解が得られない」は，新しい技術に対す

る不安の現れであろう．各産地の技術者への技術移

転を図り，これとあわせてこれまでいくつかの産地

で当センターが進めてきた見本園の設置等を通じて

生産者や技術者に技術内容の理解を得ながら，水管

理基準の作成等の技術開発を進める必要がある．ま

た，「施設の設置労力がない」「施設の設計が難しく，

設置法もよく分からない」とする回答に関しては，

近畿中国四国農業研究センターにおいて「マルドリ

方式施設設置マニュアル４）」「マルドリ方式施設設

計支援システム５）」を作成した．「マルドリ方式施

設設置マニュアル」には施設の概要，使用器材の解

説，設置法，栽培管理法等がわかりやすく図解され

ており，基本的に生産者個人での施設設置を可能と

している．「マルドリ方式施設設計支援システム」

は，施設を設置する際に必要となる水理設計を簡単

な測量をすることで可能とするソフトウェアであ

り，複雑な水理設計を専門業者に依頼する必要がな

い．これらをあわせて利用することで，産地自らが

費用を抑えて施設を導入することが可能となる．こ

れらは，近畿中国四国農業研究センターホームペー

ジ等を通じて基本的に無料で配布している．さらに，

これまでも行ってきた講習会等を通じて技術移転を

図ることが重要である．

各府県での高品質連年生産のための具体的技術方

針を聞いた項目では（第１表），水分管理技術とし

てはマルチ栽培の拡大が最も多く，結実管理として
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(

第３図　地域で品種を選定し，加えて透湿性マルチと点滴かん水（施肥）施設の併用による

高品質果実安定生産を考えている府県



5草塲ら：カンキツ等における点滴かん水施肥施設の導入調査

第４図　マルチと点滴かん水（施肥）の併用を促進しない理由

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　 　

　　

　 　

　　

　 　

　　

第１表　高品質・連年安定生産のための具体的な技術方針（自由回答）



後期重点摘果，樹冠上部摘果，隔年交互結実があげ

られている．

（３）マルチシートおよび点滴かん水（施肥）施設

の導入に対する自治体などによる助成事業の調査

助成事業によるマルチシートおよび点滴かん水チ

ューブの普及に関して各府県に回答を求めた．マル

チシート設置に対する助成は，７割近くの府県で行

われている（第５図）．また，点滴かん水チューブ

の設置に対する助成事業も半数以上の府県で実施さ

れている（第６図）．マルチシートと点滴かん水チ

ューブの同時的導入促進に対する助成も半数近くの

府県で行われており（第７図），助成事業が技術の

普及に大きな成果を上げていることが伺える．助成

実施年度は多くが平成15年度以降となっているが

（第８図），これらのことは，点滴かん水施設が有効

な新しいかん水技術として認められつつあることの

裏付けであり，施設の低コスト化，水源確保法等の

個別問題点を早急に解決する必要があろう．

２）カンキツ栽培での水分・施肥制御法などの技術

開発への要望

この項では，カンキツの高品質安定生産において，

今後ますますその重要性が高まるであろうかん水・

施肥の技術開発に関する調査を行った結果について

記す．

果実品質や樹勢の制御において重要な役割を果た

すかん水施肥に関して，現在求められている有効な

かん水（施肥）技術に関する調査結果を第９図に示

した．複数回答可としたが，点滴かん水（施肥）に

最も多くの要望が集まっている．大産地においては，

既に設置されているスプリンクラ等の有効利用も考

慮する必要があるが，今後の有望なかん水（施肥）

である点滴かん水に対してもほとんどのカンキツ大

産地が期待を寄せている．

点滴かん水（施肥）法を用いたかん水施肥管理に

おいて，生産現場で最も求められている技術に関す

る調査結果を第10図に示した．複数回答可としたた

め，多くの県が複数項目について要望している．ほ

とんどの県から要望がある項目は，マルドリ方式施

設の低コスト化である．第４図に示した調査結果に

おいてもマルドリ方式施設導入に必要な費用が課題

としてあげられているが，この項目においても低コ

スト化が最も多い回答である．次に多い回答が品

種・土壌ごとのかん水管理法，および点滴かん水
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第５図　助成事業による産地へのマルチ導入促進を行っている府県



（施肥）時期の判断基準と適正かん水量であり，こ

れまで無かったかん水（施肥）法を生産現場で実際

に使用していく際の基準等の提示を求めるものであ

る．水管理法についても，当センターではこれまで

極早生・早生，中生，晩生ウンシュウミカンにおけ

る施肥かん水基準６）や樹体の水分状態の簡易把握

法の開発７）を進めてきている．これらの情報を有

効に活用してほしいものである．同様に多かった回

答が水源確保法であり，多くが傾斜地に立地するカ

ンキツ園の水事情の悪さを表している．その他，点

7草塲ら：カンキツ等における点滴かん水施肥施設の導入調査

第６図　助成事業による産地への点滴かん水（施肥）施設の導入促進を行っている府県

(

第７図　助成事業による産地へのマルチと点滴かん水（施肥）施設の同時的導入促進を行っている府県



8 近畿中国四国農業研究センター研究資料　第４号（2007）

•

•

•

•

•

•

•

•

第８図　第７図の設問において「はい」の場合の年度
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第９図　現在求められている有効なかん水（施肥）技術



滴かん水（施肥）に用いる水の水質保持法，施設の

設計法等があげられている．

２　果樹におけるマルチや点滴かん水（施肥）施設

導入の概況調査

１）露地ウンシュウミカンにおけるマルチや点滴か

ん水（施肥）施設導入の概況

（１）露地ウンシュウミカンにおけるマルチシート

の導入状況

第２表に全国主産22府県における露地ウンシュウ

ミカンの栽培面積，マルチ面積，点滴かん水（施肥）

施設導入状況，点滴かん水（施肥）以外のかん水施

設の利用状況を示した．調査した22府県の平成17年

度末における露地ウンシュウミカンの栽培面積は

50,000ha強である．このうち高品質化のために透湿

性マルチシートを利用している面積は5,880ha程度

で，栽培面積の約12％である．周年マルチに関して

は，点滴かん水施肥施設の導入が必須であることか

ら3.9haに止まっている．地域別では，極早生の主

要産地である佐賀県，長崎県，熊本県におけるマル

チ敷設面積が大きく，ウンシュウミカンの主産県で

ある愛媛県，和歌山県，静岡県においてもマルチ敷

設面積が大きい．被覆率は九州北部において高く，

極早生の品質向上対策を中心に使用されている．

（２）マルチシートと点滴かん水（施肥）施設の併

用に関する調査

マルチシートと点滴かん水（施肥）施設の同時併

用に関して，マルチの有無，点滴かん水（施肥）の

自動化の有無，点滴かん水チューブによる液肥施用

の有無に分類して調査した．露地ウンシュウミカン

における点滴かん水チューブとマルチの併用面積は

全国で約260haである．このうち，点滴かん水を電

磁弁等で自動化せず施肥も行わない（かん水のみに

使用）面積は200ha強である．また，自動化はして

いないが点滴かん水施肥を行っている面積が約

25ha，施肥はしていないが自動化している面積が約

20ha，施肥とかん水を自動化している面積が6.5ha

である．このように，多くが自動化していない点滴
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かん水（液肥施用なし）とマルチの組み合わせであ

る．この理由としては，第４図で示したように，自

動化装置と液肥施用装置を含むフルセットでの導入

には費用がかかる点が大きく影響していると考えら

れ，その他，点滴かん水施肥による樹体管理への不

安もあげられよう．

マルチシートを利用せずに点滴かん水チューブの

みを導入している面積は160ha以上あるが，この場

合もマルチシートと併用している場合と同様，多く

が自動化していない点滴かん水のみの利用である．

基本的には，点滴チューブを設置したのであれば，

マルチシートも合わせて導入するのが得策であると

考えられるが，樹が幼木であること，マルチ敷設が

重労働であるため新規敷設や更新が行われていな

い，立地条件からマルチ敷設より点滴かん水チュー

ブ導入を優先した等の理由から点滴チューブのみの

利用となっていると考えられるが，将来的には透湿

性マルチとの併用が進められると期待される．

（３）地域別のウンシュウミカンへの点滴チューブ

の利用

地域別にみると，熊本県，三重県における導入が

進んでいる．九州北部では全国でもマルチの敷設率

が高く，マルチを敷設した際の減酸対策や樹勢衰弱

回避のための省力的かん水（施肥）技術として点滴

チューブの有効性を評価しているためであると考え

られる．熊本県では，マルチ敷設面積の約14％に点

滴チューブが併用されている．これに対して佐賀県，

長崎県ではマルチの敷設率が高いにもかかわらず点

滴チューブの利用が低い．この理由の一つとして，

第10図に示した水源の不足が指摘されるが，点滴チ

ューブの導入には事業等による小規模水源設置と一

体的に進めることが必要であろう．実際，点滴チュ

ーブの設置が進んでいる熊本県では，水源の設置と

点滴チューブ導入が一体的な事業により行われてい

る場合が多い．

また，三重県においても点滴チューブの導入率が

高い．三重県は全国有数の多雨地帯であるが，山と

海が近接しているため貯水能力に乏しい上，降雨に

よる土壌のれき質化による保水性の低下も問題とな

っている．このため，事業等により水源と点滴チュ

ーブの導入が行われた経緯がある．その他の地域に

おいても，徐々にではあるが点滴チューブの導入が

進んでいることが伺われ，その大部分が第６図，第

７図に示したように点滴チューブ導入に対する補助

事業を実施した府県である．点滴チューブの導入に

対して，その導入コストに対する課題が大きい中，

各府県が実施する補助事業はその普及に対する貢献

が大きいと考えられ，今後とも着実な実施が望まれ

る．

（４）点滴かん水施設以外のかん水施設の利用（主

にスプリンクラ）

点滴かん水施設以外のかん水施設は，全国的には

13％ほどの園地に導入されており，中でも愛媛県，

和歌山県等大産地での導入面積が大きい．これらの

約６割はかん水と同時に液肥の葉面散布や防除にも

多目的に使用されており，４割以上が自動化されて

いる．昭和30年代半ばから40年代にかけて多く導入

されたスプリンクラ施設は，配管等の老朽化の問題

が表面化している地域もみられる．また，これらは

多くの園地が単一品種であった時代に導入されたも

のであり，ウンシュウミカンと有望な中晩生カンキ

ツ等異なる品種が近隣圃場に植栽されている現在の

カンキツ産地における一斉かん水や防除における不

都合も指摘されている．しかしながら，多くが水源

の得にくい傾斜地に立地する我が国のカンキツ園に

おいて，スプリンクラ用の貯水・配水施設は貴重な

施設であり，園地単位での設置が可能な点滴かん水

チューブ導入の際の水源としての利用拡大も今後議

論していく必要があろう．

２）露地中晩生カンキツにおけるマルチや点滴かん

水（施肥）施設導入の概況

第３表に全国主産22府県における露地中晩生カン

キツの栽培面積，マルチ面積，点滴かん水（施肥）

施設導入状況，点滴かん水（施肥）以外のかん水施

設の利用状況を示した．調査した22府県の平成17年

度末における露地中晩生カンキツの栽培面積は約

26,000haである．中晩生カンキツでは，イヨカン，

‘はれひめ’等透湿性マルチシートによる高品質化

が一部で行われている以外は，基本的にマルチ栽培
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は行われていない．中晩生カンキツは，ウンシュウ

ミカンほど乾燥による増糖効果が顕著でないこと，

乾燥による増糖効果よりも夏秋季のかん水による果

実肥大促進の方が商品価値の高い果実が生産される

こと等の理由からである．

このため，点滴チューブの導入に関しても，その

ほとんどがマルチを併用せず点滴チューブのみの導

入であり，全国では約100haに点滴チューブが導入

されている．液肥施用を行っている例は見あたらず，

施設の自動化もごく一部に限られている．理由とし

ては第４図，第10図で示したように，液肥混入装置

を含んだ場合のコストの問題，および実証例の少な

い中晩生カンキツでの液肥による栽培管理に対する

不安等があげられる．

地域別ではウンシュウミカンと同様，熊本県，三

重県での導入が進んでいる．今後，生産過剰気味で

あるウンシュウミカンから有望中晩生カンキツへの

転換が進むと予想され，中晩生カンキツへの点滴か

ん水チューブ導入も拡大すると考えられる．

３）露地落葉果樹，施設栽培果樹での点滴かん水

（施肥）施設導入の例

第４表にカンキツ主産22府県における露地落葉果

樹，施設栽培果樹における点滴チューブの利用状況

を示した．落葉果樹はカンキツ主産22府県以外にお

いても相当な生産量があるため，第４表の調査結果

は全国規模の数字を表してはいない．露地落葉果樹

においては，調査した府県で約30haの導入面積があ

り，大きな部分を占めるものが和歌山県におけるウ

メ園地への導入である．その他は，多くの樹種にお

いて小規模に導入されている．施設栽培常緑果樹で

点滴チューブの導入は，主産22府県で40ha近く見ら

れた．施設栽培においては，スプリンクラとは異な

る何らかのかん水施設が必要となるため，施設栽培

面積に対する点滴チューブの導入割合は２％と，露

地栽培の場合よりは大きい．地域別では，佐賀県で

の施設栽培への導入が顕著である．露地ウンシュウ

ミカンでの点滴チューブ導入がほとんどない佐賀県

において施設栽培における導入が進んでいること

は，施設栽培カンキツでの投下コストの回収が比較

的容易なこと，平坦地での水源確保が容易なこと等

の理由であろう．また，施設栽培落葉果樹への点滴

チューブ導入は，常緑果樹と比較すると非常に少な

いことも明らかとなった．

Ⅳ　摘　　　要

マルドリ方式の普及による高品質果実の安定生産

に資するため，ウンシュウミカンを中心とした全国

主産地における高品質果実生産に対する意識調査，

水分・施肥管理等に関する技術開発への要望，点滴

かん水（施肥）施設導入状況調査を行った．高品質

果実生産に対しては，ほとんどの府県がマルチや点

滴かん水による水分管理の必要性を認識しているも

のの，新しい技術である点滴かん水に対しては，費

用対効果，新たな栽培技術への不安，水源の確保等

に関する問題が大きいことが明らかになった．ウン

シュウミカンへの点滴かん水チューブの導入は全国

で430haほどであり，そのうちマルチシートとの併

用は約260haである．カンキツ園全体への点滴かん

水チューブの導入は全国で500haを超えているが，

多くがかん水のみの利用であり，施設の効果を最大

限発揮出来る自動化と液肥施用に関しては費用対効

果，新たな栽培技術への不慣れ等の理由によって，

利用が進んでいないものと考えられる．今後，マル

ドリ方式の普及に対しては，施設の低コスト化，点

滴かん水（施肥）における品種・土壌ごとのかん水

（施肥）管理法の確立や点滴かん水に用いる水源確

保法の開発等の技術開発が重要であることが明らか

となった．
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Ⅰ　調査の目的と方法

１　背景と目的

隔年結果は，多くの果樹において果実が多く成る

年と少ない年とが交互に現れる生理現象（習性）で

ある．多く成る年は「オモテ年」あるいは「成り年」

と呼ばれ，少ない年は「ウラ年」あるいは「不成り

年」と呼ばれる．果樹の中でもカンキツ類などに強

く現れるといわれ，特に温州ミカンの場合，気象災

害が発生した場合に，しばしば隔年結果する傾向が

助長され，収量の変動が顕著となる．収量の隔年変

動が顕著となると，出荷量が多くなるオモテ年には

市場価格が暴落し，採算水準を大幅に割り込むこと

がある．このような収量の著しい変動は，気象災害

が発生した年だけにとどまらず，その後数年にわた

って続く．このため，隔年結果という生理現象は，

農業経営や経営目的の実現を不安定化する要因とな

るため，温州ミカンの生産調整には，１）長期的な

消費需要の減退にともなう過剰生産への対応ととも

に，２）隔年結果による年ごとの収量格差の縮小・

連年安定生産技術を適用する経営条件および経営目標の解明

－温州ミカンの隔年結果の是正に向けた農家意識調査結果－

室岡順一・辻　和良＊・島　義史＊＊・熊本昌平＊

Key words:温州ミカン，隔年結果，アンケート調査，農業経営，経営目標
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是正への対応という２重の対応が必要となる．

一般的に，オモテ年は収量が多い，果実が小さい，

品質が低い，単価が低いという特徴が，一方，ウラ

年は収量が少ない，果実が大きい，品質がよい，単

価が高いという特徴が指摘されている註１）．本報告

では「隔年結果の是正」を収量，果実の品質，単価

の安定を図ろうとする，広義の取り組み全般を含む

ものとして用いる．

隔年結果が顕著な時期を「顕在期」註２）と呼ぶと，

近年の顕在期は1995年から2001年までの６年間が当

たる．第１図で反収の変動を面グラフで示した．６

年間にわたる顕在期を引き起こした要因，実態およ

び改善対策を取り上げたものに，農林水産省果樹試

験場（1999），木原武士・小中原実（2000）などの

調査結果や研究会報告がある註３）．これらは，顕在

期における生産県ごとの隔年結果の実態と対策を農

業試験場の栽培技術の専門家・研究者を対象にした

アンケート調査から検討したものである．

隔年結果の問題を統計に表れた量的傾向，反収の

変動面から評価すると，2002年以降は隔年結果が収

束しつつあると考えることもできる．実際，そのよ

うな現状認識もある．たとえば2004年８月に公表さ

れた食料・農業・農村政策審議会生産分科会果樹部

会の「果樹農業振興基本方針の策定に当たっての中

間論点整理」註４）では，温州ミカンの需給調整の現

状について触れた箇所で「隔年結果の是正が進展し

ている」と述べている．

しかし，栽培農家の意識は統計数値の傾向とは異

なり，過去から現在，将来に移るにつれて是正が必

要であると考える農家の割合が高まってきているこ

とが今回の調査結果から判明している註５）．さらに

温州ミカンの隔年結果に関する日本農業新聞の記事

件数をみると，2001年に急激なピークを示すが，近

年でも依然として多いのである．第１図では折れ線

グラフでそのことを示している．このこともまた反

収の変動幅の大きさとは異なっている傾向である．

このように，「隔年結果」問題とは収量，品質，

単価，経営への影響など多岐にわたる諸問題の複合

である．栽培農家の意識からこれら諸問題に多面的

にアプローチすることが必要である．本報告の目的

は，先の農林水産省果樹試験場（1999），木原武

士・小中原実（2000），農林水産省果樹試験場

（2001）を受け，栽培農家を対象としたアンケート

調査をおこない，隔年結果に対する農家の意識や対

応行動，農業経営との関わりの観点から「隔年結果」

を広く経営問題として解明することにある．
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第１図　反収，新聞記事の推移（各年別）

注：１）反収は農林水産省「果樹生産出荷統計」各年版より算出．2004年は速報値．

２）「顕在期」とは反収の上下が４年以上継続し，変動幅が前年比10％以上の期間．



なお，本アンケート調査は，2003年から2007年ま

での５年間の地域農業確立総合研究「カンキツ経営

安定のための連年果実生産システムの確立」（略称

「カンキツ連年生産」）の中の研究課題として実施し

た．本研究プロジェクトでは，温州ミカンの隔年結

果を是正し，連年安定生産を図る栽培技術，診断技

術の開発をめざしているため註６），連年安定生産を

望む農家の特徴，連年安定生産の実現によって目標

とする水準をも明らかにしようとするものでもあ

る．

２　調査の概要

１）調査対象

第１表に調査対象地の一覧を示した．調査対象地

の選定基準は以下のとおりである．まず，研究プロ

ジェクト「カンキツ連年生産」に関連した産地，和

歌山県金屋町，香川県坂出市，愛媛県砥部町の３市

町をあらかじめ対象地とした．この３地域は，「カ

ンキツ連年生産」の中でそれぞれ「中規模急峻傾斜

地型経営モデル」，「小規模複合経営モデル」，「大規

模専業経営モデル」と位置づけられ，それぞれ営農

試験地を設けている註７）．研究プロジェクトの営農

試験地をあらかじめ調査対象地に含めているため，

温州ミカンの産地全体を母集団として無作為抽出を

する選定方法は採っていない．

上の調査対象地との比較対象地として，隔年結果

是正の観点から注目すべき事例として静岡県三ヶ日

町，愛媛県中島町，山口県橘町の３町を選定した．

静岡県三ヶ日町は，隔年結果しやすい高糖系品種

「青島」を中心に栽培しているにもかかわらず，統

計では隔年結果が抑制されていたことが理由であ

る．愛媛県中島町は，砥部町と同じＪＡえひめ中央

の管内にある産地であるが，砥部町よりも大規模専

業経営モデルに適合する農家が多い．山口県橘町は，

隔年結果対策技術として各地で導入されている隔年

交互結実法註８）を提唱した山口県大島柑きつ試験場

の地元の導入地域である．

以上，合計６地域をアンケート調査の対象地とし，

本報告での分析対象地域とした．これらの地域は，

2004年産の温州ミカンの収穫量が和歌山県が全国１

位，愛媛県が２位，静岡県が３位，香川県が14位，

山口県が17位に位置し，各県内の主要産地である．

第２図に各調査対象地の農産物販売金額上位１位の

作目を示した．三ヶ日の上位１位の作目は温州ミカ

ンで94.0％を占めている．金屋は温州ミカンが

77.5％，それに次いでハッサク，坂出は温州ミカン

が52.7％，次いでニンジンやカンショなどの野菜，

それと米である．砥部は温州ミカンが40.3％で，次

いでイヨカン・デコポンなどの中晩柑類，それとキ

ウイ，中島はイヨカン・ネーブルなどの中晩柑類が
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対　象 所在地（調査当時）�略称 範囲　配布数　回収数　回収率　配布年月日

第１表　調査対象地一覧



84％であり，温州ミカンは15.9％，橘は三ヶ日と同

じく温州ミカンが97.8％である．これら６地域の産

地の概況，沿革，今後の課題については，「Ⅱ－２

調査対象地の概況」で整理している．

なお，坂出市を除く５つの調査対象地は，調査実

施後に町村合併を経て，自治体名が同じであっても

調査当時の行政域と現在の行政域が異なっている．

本報告では，調査実施当時の自治体名および行政域

を指していることをことわっておく．また，「三ヶ

日町」という時は行政域を指すが，単に「三ヶ日」

といった場合は，調査対象の「ＪＡ三ヶ日」管内の

栽培農家全体，あるいは調査対象を含む当該産地を

指して呼んでいることをことわっておく．ＪＡの名

称についても同様である．

２）実施経過

前項の調査目的に沿って仮説を立て，調査票の原

案を作成した（以下，第１表とともに第２表を参照）．

原案を作成した後，研究プロジェクト「カンキツ連

年生産」の協力農家にプリテストを実施した．協力

農家から質問内容や選択肢についての意見や感想を

求め，適宜修正した．次に候補地の役員会で調査の

趣旨を説明し，同時に原案が候補地の実情と遊離し

ていないかどうかについての意見や感想を求め，適

宜修正した．なお，調査対象地を選定する作業は，

調査票作成の作業と並行しておこなった．
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第２図　農産物販売金額上位１位の作目割合（産地別）

資料：アンケート調査結果より作成
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開始　　　　　終了

第２表　調査の経過



調査票の最終案は，本報告の「資料１」に掲載し

たとおりである．質問数は全24問で，副質問を多数

含む．配布時，調査農家の元に届けられたものは調

査票そのもの，回収時に調査票を入れてもらう封筒，

謝礼のボールペン２本組である．

調査票は大きく以下の５つの構成に分かれる．す

なわち，

Ⅰ　隔年結果の原因と是正対策

Ⅱ　経営全体の改善対策・対応

Ⅲ　隔年結果を是正する品質・生産要素

Ⅳ　オモテ年とウラ年の出荷量と販売金額の目標

Ⅴ　経営の概況

この構成は，そのまま研究の枠組みに対応してい

る．つまり，第１に隔年結果があるかどうかの実態

や是正の必要性，農家が考える発生原因，これまで

おこなった対策や今後実施を予定している対策を明

らかにする（調査票のⅠとⅡ）．第２に果実の品質

や生産の構成要素のうち，隔年結果が経営に影響を

与えている要素，経営改善に向けた目標設定や目標

金額など，是正を前提としたさまざまな目標の解明

をおこなう（調査票のⅢとⅣ）．なお，調査票の

「Ⅴ　経営の概況」はフェイス・シートに相当する

部分で，農家属性・個人属性に関する質問群を集め

ている．

調査票は，2004年産の栽培年度当初から収穫前ま

での期間，すなわち６月から９月までに一斉に配布

し回収した．ここでいう「配布」とは，対象地の共

同選果場やＪＡの窓口担当者に調査票一式を一括し

て渡し，窓口担当者を経由して農家に配布する方式

である．農家に渡るまでの配布時期や具体的な配布

方法は，窓口担当者に一任した．回収も窓口担当者

が回収したものを一括して受け取った．この意味で

は，今回の調査方法は，ＪＡや共同選果場という既

存組織を利用し，「郵送」以外の手段で配布してい

る点で「託送調査法」に相当する．

なお配布数，配布範囲は対象地によって異なって

いる．坂出，砥部および橘の３地域は，それぞれ坂

出みかん共同選果場，ＪＡえひめ中央の旧・砥部支

部およびＪＡ山口大島の橘町在住の全栽培農家に配

布した．この３地域の調査は，母集団（温州ミカン

の栽培農家）のすべてに対しおこなった悉皆調査に

相当する．ただし，前年度に出荷の実績がなく，ア

ンケート調査の実施年度も出荷が見込めない農家

は，窓口担当者の判断で配布を見合わせている．次

に，中島町は2000年世界農林業センサスによれば栽

培農家数が1,081戸と多く，坂出や砥部，橘の２倍

に相当するので，ＪＡ中島中央（調査当時）管内の

中から約半数の栽培農家500程度に配布した．最後

に，三ヶ日と金屋の場合であるが，調査を実施する

時期の関係で，三ヶ日はＪＡ三ヶ日の役員，金屋は

ＪＡありだＡＱ総合選果場の班長・支部長・副支部

長が対象となった．したがって，この２つの産地に

ついては，上の４地域が悉皆，半数であるのとは異

なることに留意する必要がある．特に三ヶ日の集計

結果は参考値として扱う註９）．

以上の結果，総配布数は2,392人，回収数は1,480

人で回収率は61.9％となった．回収した地域から順

次データを入力し，単純集計を終えた順から窓口担

当者に結果を報告し，意見を求めた．また，集計結

果の報告と並行して，取りまとめの成果も随時公表

し，このたび最終の取りまとめとして本報告に至っ

ている註10）．

３）本報告の構成

本報告の構成は次の５つの章に分かれる．すなわ

ち，

Ⅰ　調査の目的と方法

Ⅱ　調査対象地の概況

Ⅲ　結果（１）連年安定生産技術を適用する園

地・経営条件

Ⅳ　結果（２）連年安定生産技術における生産・

経営目標

Ⅴ　結果のまとめ

「Ⅱ　調査対象地の概況」は，２つの節に分かれ

る．「１　隔年結果の実態」では，全国，調査対象

の県および市町村における隔年結果の実態を果樹生

産出荷統計を用いて明らかにする．「２　調査対象

地の概況」では，集計結果の理解を深めるため調査

対象地の立地条件，産地の沿革と現状について紹介

する．
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「Ⅲ　結果（１）連年安定生産技術を適用する園

地・経営条件」と「Ⅳ　結果（２）連年安定生産技

術における生産・経営目標」が集計結果の分析部分

に相当する．Ⅲは「１．隔年結果の原因と是正対策」

と「２．経営全体の改善対策・対応」の２つの節か

らなる．ここでは，隔年結果の実態，是正の必要性

や対応策についての現状を把握し，連年安定生産技

術を適用する園地・経営条件を明らかにする．Ⅳは，

「１．隔年結果の是正で農家が期待する生産方向」

と「２．オモテ年とウラ年の出荷量と販売金額の目

標」の２つの節からなる．ここでは，隔年結果是正

技術を開発するに当たり，是正技術が農業経営の安

定に寄与するために達成すべき生産量，品質の水準，

さらに新技術に期待する農家の経営目標を明らかに

する．

「Ⅴ　結果のまとめ」では，これまでの分析結果

から今後の隔年結果対策の方向を示し，本調査で明

らかにできなかった課題も含めて総合的に考察す

る．

最後に，本調査研究は，室岡順一，島　義史（以

上，近畿中国四国農業研究センター），辻　和良，

熊本昌平（以上，和歌山県農林水産総合技術センタ

ー農業試験場）の４名で調査の設計・実施から本報

告の分担執筆に至るまでのすべての活動を共同でお

こなった．この４名は，「カンキツ連年生産」の中

で2003年～2005年度の研究課題を担当した者であ

る．なお，直接の課題担当者ではないが，迫田登稔

（現・東北農業研究センター）は，調査の設計時か

ら関わり有益な助言を与えてくれた．５人目の課題

担当者に値する．

謝　辞

調査の実施にあたり，ＪＡ三ヶ日の大野隆久氏，

ＪＡありだＡＱ総合選果場の南秀和氏および吉川敏

之氏，ＪＡ香川県坂出中央支部の三宅司記氏および

大和静雄氏，ＪＡえひめ中央の山中千之氏，同砥部

支所の阿部弘司氏，同麻生支所の清家伯弘氏，ＪＡ

中島中央支所の入舩修港氏，ＪＡ山口大島の大原明

正氏および矢原弘行氏ら，他多数の方々から多大な

ご協力を得た．ここに厚くお礼申し上げたい．また，

データの入力にあたり，近畿中国四国農業研究セン

ターの渡部美智子氏および四方由紀氏，和歌山県農

林水産総合技術センター農業試験場の中村加代子氏

の労を多としたい．

なお，ＪＡ山口大島にあっては，2004年９月上旬

に周防大島一帯が台風18号の被害にあい，同ＪＡ事

務所も浸水を被った．浸水の被害にあったものの中

に，回収済みの本アンケート調査票も含まれていた．

そのような事態にもかかわらず被害を受け調査に支

障の出た農家について再調査を実施してくださった

ＪＡ山口大島および栽培農家の方々に対し，改めて

お礼を申し上げておきたい．

（室岡順一）
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92通である．必要な配布数は金屋が177通，

三ヶ日町が478通である．したがって，実際

の配布数が必要な配布数を下回る三ヶ日町の

場合，集計値は母集団である三ヶ日町栽培農

家全体の傾向を誤差の範囲内で反映している

とはいえず，参考値にとどまる．ただし，窓

口担当者によれば，両産地とも持ち回りで務

める役員であるので「特別な意識」の対象で

はないと言う．なお「必要な配布数」は，母

集団が2000年世界農林業センサスにおける金

屋町の栽培農家数1,106戸，三ヶ日町の栽培

農家数1,311戸，信頼度が95％，標本比率に

つけるプラスマイナスの幅が３％，母分散を

実際の回収率から算出して計算した．

註10）これまでに公表してきた文献を発表順に示す．

①島　義史・室岡順一・迫田登稔「ウンシュ

ウミカン隔年結果の実態と栽培・園地要因－

ウンシュウミカン生産主要３県における分析

から－」「平成15年度日本農業経営学会研究

大会報告要旨Ⅱ」，2003年10月．PP.163－166．

②室岡順一・島　義史・迫田登稔「温州ミカ

ンにおける隔年結果問題への社会的関心・ニ

ーズ－新聞記事データによる『内容分析』－」

「近畿中国四国農研農業経営研究」第８号，

2004年９月．PP.74－78．③室岡順一・島

義史・迫田登稔「温州ミカンにおける隔年結

果問題への社会的関心・ニーズ－新聞記事デ

ータによる『内容分析』－」「農業経営通信」

第222号，2004年12月．PP.２－５．④室岡順

一「農家意識からみた隔年結果軽減の経営

的・技術的要件」「傾斜地農村研究資料」第

10号，2005年６月．PP.１－９．⑤熊本昌

平・辻　和良・室岡順一・島　義史・迫田登

稔「カンキツ農家の隔年結果に対する意識と

対応－ＪＡありだ総合選果場を事例に－」

「平成17年度日本農業経営学会研究大会報告

要旨Ⅱ」，2005年９月．PP.75－78．⑥熊本昌

平・辻　和良・室岡順一・島　義史・迫田登

稔「カンキツ生産農家の隔年結果に対する意

識，対応と課題－ＪＡありだ総合選果場を事

例に－」「近畿中国四国農研農業経営研究」

第11号，2005年10月．PP.55－64．⑦島　義

史・室岡順一・迫田登稔・辻　和良・熊本昌

平「最近10年間における温州ミカン作農家の

経営対応－静岡県三ヶ日町を対象として－」

「農業経営研究」第44巻第１号，2006年６月，

PP.59－62．

Ⅱ　調査対象地の概況

１　隔年結果の実態－果樹生産出荷統計からみた隔

年結果の実態－

１）はじめに

近年，温州ミカン生産は，1993年の冷夏，その後

の２年連続の干ばつという異常気象を経験し，それ

以降，全国的にみて隔年結果の傾向を強めたとされ

ている．隔年結果傾向の強まりに合わせ，オモテ年

の価格安，ウラ年の価格高という温州ミカンの市場

価格の上下動が生じたことによって，収穫量の隔年

変動が温州ミカン作農家の経営問題として大きく取

り上げられるようになった．

本節では，アンケート調査の分析に先立ち，隔年

結果の実態を整理する．アンケート調査の対象とし

た静岡，和歌山，香川，愛媛，山口の５県において，

県別の10ａ当たり収穫量（以下，反収）を集計し，

反収の推移を時系列的に比較検討する．そのうち，

温州ミカンの主産県である静岡，和歌山，愛媛につ

いては市町別での検討もおこなう．これによって，

反収の変動からみた1975年以降の約30年間における

隔年結果の発生状況とともに，1993年以降の隔年結
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果の特徴を明らかにする．

２）各県における隔年結果状況

（１）結果樹面積・収穫量の推移

第３図に５県の結果樹面積の推移を示した．過去

約30年間において５県ともに結果樹面積は大きく減

少した．1975年と2003年の面積を比較すると，減少

率は，静岡63.8％，愛媛62.6％，和歌山39.4％であっ

た．

第４図に収穫量の推移を示した．面積の減少にと

もない，収穫量も30年間で大きく低下した．主産県

の３県は，収穫量が多いこともあり収穫量の年ごと

の変化が明確に読み取れる．３県内での相違をみる

と，結果樹面積の推移と同様に，比較的収穫量の減

少が少なかった和歌山，大幅に収穫量を減少させた

静岡，愛媛に分けることができる．

（２）反収の推移

結果樹面積，収穫量のデータを用いて算出した反

収の推移を第５図に示した．香川は，他と比較して

低い反収で推移してきた．また，山口も1990年以降

反収の落ち込みが大きい．静岡の反収は90年代半ば
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第４図　収穫量の推移

資料：第３図に同じ

資料：農林水産省統計情報部『果樹生産出荷統計』各年版

第３図　結果樹面積の推移



まで和歌山，愛媛より若干低かった．

過去30年間の反収変動の推移から，隔年結果は周

期的に高まったあと収まる傾向を示した．全国的に

隔年結果が著しい時期（以下，「顕在期」という．

顕在期は全国値をもとに，反収の上下が４年以上継

続し，反収変動幅が前年比10％以下になるまでの期

間とした．）と比較的隔年結果傾向が少ない期間が

３回発生し，第１期（1975～1980年），第２期

（1985～1990年），第３期（1995～2001年）の３度の

顕在期があった．

また，隔年結果の顕在期における変動幅は，県に

よって異なっている．第１期と第２期は，３県とも

ほぼ同じような反収の変動を繰り返していた．これ

に対し，第３期の静岡の反収は，他の２県とは異な

り，年ごとに反収が上下する隔年結果性を示さず，

1995年に２ｔ／10ａを切るところまで落ち込んだあ

と，1999年まで上昇傾向を維持した．この間，静岡

の反収は，1996，1998年がウラ年，1999，2001年が

オモテ年で推移した全国的な動きとは外れていた．

一方，1995年からも隔年結果を繰り返した愛媛で

は，1996年から2001年にかけて，反収の上下動が著

しく，1997年には対前年比で0.97ｔ／10ａ増，1998

年は同0.76ｔ／10ａ減，1999年は同0.79ｔ／10ａ増，

2000年は同0.80ｔ／10ａ減を記録している．また，

ウラ年の反収に着目すると，和歌山や愛媛では，

1994年以降，約２ｔ程度まで反収が落ち込んでいる．

1995年以前は顕在期でも1984年を除いて反収が２

ｔ／10ａ近くまで低下したことはなく，ウラ年に反

収が大きく低下するようになったことが和歌山，愛

媛の特徴だといえる．

また，香川は，反収が低位で推移しているにもか

かわらず隔年結果の傾向がみられる．山口では，近

年，反収の低下が顕著であり，オモテ年でも反収が

２ｔ／10ａに達しない．これらの県でも第３期にお

いては，オモテ年，ウラ年で大きく反収は上下し，

2000年には山口で１ｔ／10ａ近くにまで落ち込ん

だ．

それぞれの顕在期における各県の変動係数と反収

を第６図に整理した．各顕在期の反収変動の大きさ

を比較すると，和歌山，愛媛では，第３期の変動係

数が第１，２期に比べ大幅に上昇している．これは，

隔年結果を示さない1990年代はじめの時期のみなら

ず，1970年代後半，80年代後半の顕在期と比較して

みても，最近の反収変動の振幅が著しいことを示し

ている．また，反収の低下をともなっていることが

わかる．同様の結果は，香川，山口でも現れている．
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これに対し，静岡では反収はわずかに落ちているも

のの，変動係数はほとんど変わっていない．

３）各市町における隔年結果の実態

各県の2001年産の収穫量上位５市町を取り上げ，

1975年からの反収変化を整理し，各地の隔年結果の

実態をみる．

先に示した1975～1980年，1985～1990年，1995～

2001年に分割し，各市町の変動係数を第３表に示し

た．

静岡では，変動係数の値が小さい市町が多く，特

に1995年以降，清水，沼津，静岡の３市は早生，普

通ともに10％を大きく下回っている．浜松市でも早

生では9.0％となっている．一方，収穫量１位の三

ヶ日町では，17.0％と大きい．しかし，これは1996

年からの著しい反収増加を反映した結果であり，隔
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資料：第３図に同じ

注：ゴシック体数字は第１，２，３期の顕在期を指す．

第６図　顕在期における反収と変動係数

三ヶ日町

第３表　各市町の反収の変動係数

資料：第３図に同じ



年結果による年ごとの反収増減のために変動係数が

大きくなっているのではない．

和歌山では，1995～2001年の反収変動が特に普通

において前の期に比べて大きくなっている．和歌山

では，有田市の早生の変動係数にそれほどの変化は

ないが，早生がほとんどを占める田辺市（2001年で

は早生が総収穫量の99.4％）は，早生の収穫量自体

は有田市を上回っているものの，変動係数は近年大

きくなっている．

愛媛では，1985～1990年は中島町の早生を除き上

位５市町で早生，普通ともに変動係数が10％を下回

り，比較的安定していた．しかし，1995年以降，変

動係数が大幅に上昇し，吉田町や宇和島市の普通，

中島町や伊方町の早生，普通が20％を超え，強い隔

年結果傾向を示している．

４）まとめ

1975年以降の果樹生産出荷統計のデータをもとに

県別ならびに市町村別集計をおこない，それぞれ隔

年結果の実態を明らかにした結果をまとめると，以

下のように整理することができる．

県単位の集計では，以下３点が指摘できる．

①３つの反収変動の時期区分を見いだすことができ

る．

②各時期は，強い隔年結果傾向がみられる隔年結果

顕在期と，収穫量が比較的安定する期間からなる．

③３つの時期区分のうち，1995年以降は，和歌山，

愛媛，香川，山口では反収でみて過去最も強い隔

年結果を示したが，静岡はほとんど隔年結果性を

示さなかった．

市町村単位の集計から，以下３点が指摘できる．

①静岡の収穫量上位４市町では，収穫量の変動は小

さい．１位の三ヶ日は，1995～2001年の変動係数

が大きく，収穫量の変化が認められるが，これは

隔年結果による収穫量の変動ではない．

②和歌山では，３つの時期区分でほぼ同程度の反収

変動を繰り返してきた．ただし，品種別にみると，

1995～2001年の普通において前の期に比べて反収

変動が大きくなっている．

③愛媛では，1985～1990年の上位３市町で早生，普

通ともに収穫量は比較的安定していた．しかし，

普通で近年，変動係数が大きくなり，吉田町や宇

和島市では，20％を超える強い隔年結果性を示し

ている．

以上から，1995年以降の隔年結果の特徴は次のよ

うに整理できる．第一に，従来のミカン産地一律で

の隔年結果とは異なり，比較的反収の安定した静岡

と隔年結果を引き起こした和歌山，愛媛に二分され

る隔年結果状況の相違を内包したものである．第二

に，従来に比べて，和歌山，愛媛，香川，山口では

反収の変動幅が大きくなった．第三に，従来は早生

と普通の間で違いはほとんどなかったが，特に普通

種において隔年結果の傾向が強まった．

本アンケート調査においては，隔年結果に対する

技術対策や経営対策，また，温州ミカンの販売金額

について過去10年間の実態を問うている．さらに，

隔年結果の抑制方法や経営改善の方向などについて

温州ミカン作農家がどのように考えているのかにつ

いても質問している．以後の各章でそれらの実態や

意向について分析していくが，これらは，上記に示

したように過去30年間で最も隔年結果の著しい期間

における温州ミカン作農家の経営実態，経営改善に

対する意識と取り組みであることを，はじめに確認

しておきたい．

（島　義史）

２　調査対象地の概況

１）静岡県三ヶ日町

（１）立地条件

三ヶ日町は，浜名湖の北岸，愛知県と接する静岡

県の最西端に位置し，町域を管内とする三ヶ日町農

協を中心として年明け出荷主体の温州ミカン産地が

形成されている．

地形は，北東から南アルプスの支脈，弓張山系が

町を囲むようにして連なり，南東には猪鼻湖が浜名

湖より続いている．園地は，山の傾斜面に町を取り

囲むように広がっている．気候は，年平均気温

17.8℃，年間降水量2,000mm前後である．冬季およ

び夏季の季節風が強く，風害がでやすい．土壌は，

秩父古生層がほとんどで，排水は良好であるためミ

31室岡ら：ミカン農家の意識調査



カンの着色がよく，糖度も高く，貯蔵性もよいが，

強酸性土壌で腐植が極めて少ないため，微量要素欠

乏症や過剰症がでやすい．

町のほぼ中央部を東名高速道路が横断し，町内に

は三ヶ日インターもあり，交通・市場立地条件は良

好である．

町の人口は１万6,000人で，若干減少しているが

ほぼ横ばいである．産業別就業者数をみると，第一

次産業が30％を占めている．旧浜松市を中心とした

工業地帯に車で30～60分と近いため，安定的な通勤

兼業が可能である．

（２）産地の沿革註１）

小ミカンは，江戸時代の享保年間に紀州より，温

州ミカンは，天保年間に導入したといわれている．

明治以降に温州ミカンが増植されたが，本格的に栽

培を展開したのは大正半ば以降である．戦後には自

由経済の発展にともない，農家は養蚕，畳表生産，

カンキツ作など換金作物に力を入れるようになっ

た．1950年頃に畳表の価格が暴落したこともあり，

1955年頃には温州ミカン栽培面積が約700haに増加

した．そして，1957年からの国有林払い下げや第一

次・第二次みかん園造成事業などにより，1962年に

は栽培面積が1,001haとなり，ミカン産地としての

土台を築きあげた．さらには1965年からの国営・県

営のパイロット事業による生産基盤整備により，温

州ミカン栽培面積は飛躍的に拡大し，1970年頃に栽

培面積は約1,600haに達した．その後，他産地が温

州ミカンの生産過剰により規模を縮小していくな

か，三ヶ日町は温州ミカン栽培面積を維持し，2004

年時点の栽培面積は1,726haである．なお，温州ミ

カンの結果樹面積，収穫量，出荷量の推移について

は第４表に示した．

このように，三ヶ日町が温州ミカン産地として維

持・発展してきた背景には，三ヶ日町柑橘出荷組合

（通称　出荷組合）の存在がある．三ヶ日町柑橘出

荷組合は，1960年にミカン農家154人により結成さ

れた．結成当初こそ販売がうまくいかなかったが，

ミカンを思い切って東京市場に出荷したところ，最

高の市場価格で取引され，市場での地位を確立でき

た．1961年には農協が合併し，組合員は665人に増

加した．1968年と1972年に全国的な生産過剰により

価格が暴落したが，1963年から導入した青島温州が

市場で高い評価を受け，三ヶ日ミカンの救世主的存

在となった．1978年に「特選青島」，1984年に完熟

早生ミカンの「ミカエース」という個性化商品を生

み出し，三ヶ日ミカンの地位を高めていった．その

後，1984年の寒害などにより一時的な減収があった

ものの，出荷組合は順調に売上げを伸ばし，1989年

には70億円を売り上げた．1989年の出荷組合の総会

で1995年をもって青島温州以外の普通温州の取り扱

いを中止することを決定した．これにより1996年以

降，露地温州ミカンは早生温州と青島温州の取り扱

いのみとなった．有利な品種に特化したこともあり，

1998年に100億円を超える売上を記録した．

現在，三ヶ日町の主力品種である青島温州は，
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1963年に苗木585本が導入されたことが始まりであ

る．1972年に青島温州の栽培面積が100haに達した

ことから，青島温州の量産体制が確立されることを

予測し系統販売が始められた．ちょうどこの年，全

国的に温州ミカン価格の暴落があったが，青島温州

は平均糖度12度と優れた性質が認められ，他の品種

に比べて市場で高い評価を受けたため，組合員に明

るい見通しを感じさせた．1976年には，ウラ年の不

作で全体的に価格が高騰した．このとき，青島温州

は，早生温州との価格差が，1kg当たりこれまでの

20円前後から50円前後となり，以後もこの有利性が

維持された．1978年には，青島温州の量・質ともに

自信を持って供給できる体制が整った．そこで，青

島温州の宣伝活動として糖度12度以上の３Ｌ，２Ｌ

中心の秀品を「特選青島」として出荷したところ，

１kg当たり285円という高価格（1978年産青島温州

平均単価174円）をつけ，青島温州への期待をさら

に高めることとなった．その後，青島温州は順調に

面積を拡大し続け，1995年をもって青島温州以外の

普通温州の取り扱いを中止したことや，改植の補助

事業の普及により，青島温州への転換が急速に進ん

だ．その結果，青島温州は，1989年当時すでに温州

ミカン面積の31.4％（530ha）を占めていたが，

2003年には温州ミカン面積の67.8％（1,030ha）へと

大きく拡大した．

（３）産地の現状

ａ　農家と農業生産の現状

農林業センサス（2000年）によると，三ヶ日町の

総農家数は1,568戸で減少傾向にあり，そのうち専

業農家が19％，第１種兼業農家が27％，第２種兼業

農家が55％をそれぞれ占めている．浜松市などの都

市に近く通勤兼業が可能なため，果樹産地のなかで

は兼業農家の割合が高い．第７図に，販売農家を経

営耕地面積別に示した．販売農家数1,334戸のうち，

経営耕地面積１ha未満の農家が51.7％を占めてい

る．また，他の果樹産地と比べて大規模農家が多く

存在しているが，これは樹園地の傾斜が緩やかなと

ころが多く，スピードスプレイヤー（以下ＳＳと略）

などの機械の導入による栽培管理の省力化が可能な

ためである．

経営耕地面積は1,927haで，田164ha（8.5％），畑

29ha（1.5％），樹園地1,734ha（90.0％）である．第８

図に三ヶ日町の農業産出額を示した．2002年の農業

産出額は109億円であり，そのうち果樹の産出額は

85億円で77.3％を占めている．主な農産物として，

温州ミカン80.4億円（73.6％），肉用牛5.3億円

（4.8％），豚4.0億円（3.7％），ブロイラー（公表せず，

参考：2001年産出額3.0億円），ネーブルオレンジ2.2

億円（2.0％）などがある．このように，三ヶ日町の

農業は果樹生産（特に温州ミカン）に特化している．
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第７図　経営耕地面積別販売農家数の割合

資料：「農林業センサス」（2000年）より作成

注：販売農家数は1,334戸

第８図　三ヶ日町の部門別農業産出額

資料：「生産農業所得統計」（2002年）より作成

注：単位は千万円
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ｂ　カンキツ類生産の現状

2003年の温州ミカン栽培面積は1,750haで，早生

温州535ha（30.9％），普通温州1,210ha（69.1％）で

ある．青島温州は普通温州の大半を占め，温州ミカ

ン全体でみても約60％を占めている．農協は生産に

関してこれまでに間伐の推進，摘果の徹底，穂木供

給基地の設置，在来系の青島温州への更新，改植な

どに取り組んできた．また，主力品種の青島温州の

特性に適したせん定や摘果などの技術を開発し，組

合員への技術の普及を徹底しておこなってきた．現

在，在来系の青島温州への更新は終了しているが，

その他の取組みは引き続きおこなわれている．また，

これらに加えて，品質向上のためにフィガロンの散

布やマルチの被覆などを進めている．高価格を維持

できていたこともあり，マルチの被覆率は10％前後

と低かったが，今後は，生産不適地を中心に普及さ

せ，被覆率15～20％を目指している．また，このよ

うな生産面の強化に加え，作業性を向上させるため

に園地の土地改良（作業道の設置，傾斜の改良）や

省力化のためのＳＳ導入を進めてきた．ＳＳの導入

は，1980年代初頭から始まり，現在280台が導入さ

れている．その稼動面積は，町内園地全体の３分の

１強にあたる約550haをカバーしている．

第９図に三ヶ日町における温州ミカンの10ａ当た

り収量の推移を示した．10ａ当たりの収量は，早生，

普通ともに2.5～3.0ｔを中心にだいたい2.0～3.5ｔで

推移している．1984年と1995年から収量変動が激し

くなっているが，他の年は比較的堅調に推移してい

る．1984年に早生温州の収量が落ち込んだのは寒害

によるものである．また，1995年に大幅に収量が落

ち込んだのは，1994年の干害の影響によることもあ

るが，1995年の普通温州の取り扱い中止，生理落下

が激しかったことや改植事業の展開により改植が進

みすぎたことの影響が大きい．収量変動が落ち着い

た2000年以降，早生より普通の10ａ当たり収量が低

いのは改植により幼木が多くなったことが原因であ

る．今後は，幼木が成長するにつれて収量も増加し

ていくものと考えられる．

ｃ　販売組織の現状

三ヶ日町農協は1960年に設立され，2004年の組合

員数は2,820人である．三ヶ日町柑橘出荷組合への

加入戸数は917戸で，2003年の柑橘出荷組合の総販

売額は73億円，荷受・販売数量は３万5,750ｔであ

る．品種別の販売数量は，青島２万1,583ｔ（60.4％），

早生（ハウスミカンを含む）１万863ｔ（30.4％），

中晩柑338ｔ（0.9％）である．温州ミカンの集荷販

売は，早生が10月末から始まり12月中旬で終了する．

そのすぐ後から青島の集荷販売が始まる．年内に約

5,000ｔが集荷・販売され，年明けは１月中旬から

２月上旬をピークに３月下旬まで販売されている．

主な販売先は静岡県内，中京，京浜，東北などであ
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第９図　温州ミカンの10ａ当たり収量の推移

資料：「果樹生産出荷統計」各年版より作成



るが，早生と青島で販売額の内訳が異なる．2003年

における早生の販売額の構成比をみると，静岡県内

48％，中京37％，京浜５％，東北４％，その他６％

で，静岡県内と中京が中心であるのに対して，青島

は静岡県内12％，中京21％，京浜59％，東北４％，

その他５％で，京浜が中心である註２）．

現在の柑橘選果施設は2001年に完成した．選別に

はカラーグレーダー，光センサー選果機を導入して

おり，１日の処理量は約450ｔで全国最大級である．

また，光センサー選果機と連動させて得られる園地

別・生産者別の品質評価などのデータを地図上に表

現するマッピングシステムも導入している．農協で

はマッピングシステムにより園地ごとの細かいデー

タを把握し，以前より農家にきめ細かい指導が可能

となった．また，このシステムを利用して園地の流

動化や作業受委託を推進している．

（熊本昌平）

註および引用文献

註１）「マルエム40年のあゆみ」．三ヶ日柑橘出荷組

合．1999年　P.３．

註２）「平成16年度第45回総会」資料．三ヶ日町柑

橘出荷組合．2004年．

２）和歌山県金屋町

（１）立地条件

金屋町は，和歌山県の北部，有田郡のほぼ中央部

に位置した中山間地である．金屋町の総面積は

119km２で，有田川をはさんで北に長峰山系，生石

高原（870ｍ），南の白馬山系（958ｍ）を最高に300

～600ｍの山々に囲まれている．金屋町の中心を除

く大部分は山地で，有田川流域には河岸段丘が発達

し，傾斜地に階段式の耕地が開かれている．地質は

秩父古生層，中生代自亜紀の地層および洪積層，沖

積層から成り立っている．気象条件は，平均気温

15.8℃，年平均降水量は1,478mmで夏期の雨量は比

較的多く，カンキツ類や野菜の栽培に適した温暖で

恵まれた気候である．

大阪から伸びる阪和自動車道を利用すると，和歌

山市まで約30分，大阪市まで１時間半以内で到着で

きる．

金屋町の人口は，2004年に9,291人，3,056世帯で

減少傾向にある．また，産業別15歳以上就業者数の

割合をみると，第一次産業45％，第二次産業17％，

第三次産業38％であり，第一次産業就業者数の割合

は和歌山県全体（11％）と比較して非常に高い．

（２）産地の沿革

金屋町が属する有田地域にミカンが導入された時

期は三説あるといわれている．一つは，1429年に糸

我荘中番村（現有田市）に自生していたものを繁殖

させたという説，二つには，天正２（1574）年に宮

原組糸我（現有田市糸我町）の伊藤孫右衛門が，肥

後の国八ツ代（現熊本県八代市）より持ち込んだと

いう説，三つには，元和５（1619）年に藩租南龍公

が入国した際に九州から取り寄せ郡民に配布したと

いう説である．江戸時代にはいると，ミカンは換金

作物としての価値がみいだされ，江戸をはじめとし

た遠隔地へ出荷された．その後，有田地域ではミカ

ンを商業的農業に発展させ，明治，大正，そして昭

和初頭まで比較的順調に温州ミカンの規模を拡大し

てきた．温州ミカン栽培面積は，第二次世界大戦時

に一時大きく減少したものの，戦後は果樹振興計画

により荒廃果樹園の復旧が進み，1960年ごろから飛

躍的に拡大した．栽培面積は1960年に450haであっ

たが，ピークとなった1976年には1,020haに増加し

た．しかし，1968年と1972年の全国的な温州ミカン

の価格暴落を発端に価格が低迷し，金屋町の温州ミ

カン栽培面積は1976年をピークに減少している．た

だ，金屋町の温州ミカンは「有田ミカン」としての

ブランドを有していたため，多くの農家は園地の一

部を他の品目に転換するにとどめ，ミカン中心の農

業を営んでいる．このため，金屋町の温州ミカン栽

培面積は，2003年に813haとなりピーク時より20％

減少したものの，全国的にみると減少率は低い．

第５表に温州ミカンの結果樹面積，収穫量，出荷

量の推移を示した．1975年は早生21.9％，普通

78.1％で，普通が多かったが，その後早生へのシフ

トが進んだ．1990年代後半には早生のほうが多くな

り，2004年には早生56.6％，普通43.4％となった．
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1978年に旧有田中央農協が金屋町内における２つ

の集落共販組織の選果施設を借りて，ネーブルオレ

ンジと極早生温州ミカン（宮本早生）の共同販売を

開始した．1980年に総合選果場柑橘部会を発足させ，

1981年に部会員150人でスタートした．選果場は，

農業構造改善事業を活用して総合第一選果場（1980

年設立）と総合第二選果場（1984年設立）の２カ所

が設立された．２つの選果場が完成した1984年には，

部会員が302人と２倍に増加した．選果場には，

1992年にカラーグレーダー，1998年に光センサーを

導入するなど早くから新選果施設導入を実現してい

る．また，1981年から導入した園地台帳を光センサ

ーと連動させ，園地ごとの生産管理が可能となった．

なお，金屋町を管轄していた有田中央農協は，1999

年に有田地域の農協が合併して，ありだ農協となっ

ている．

（３）産地の現状

ａ　農家と農業生産の現状

農林業センサス（2000年）から金屋町の農業構造

をみると，総農家数は1,386戸で，うち販売農家は

1,146戸である．販売農家のうち専業農家は39.2％

（和歌山県30.2％）である．また，第１種兼業農家

は29.0％で，専業農家と農業からの収入を中心とし

た農家が販売農家の68.2％（和歌山県51.4％）を占

めている．第10図に販売農家の経営耕地面積別の割

合を示した．経営耕地面積0.5～1.0haの農家が

40.4％で最も多く，2.0ha以上の農家は全体の10％程

度である．販売農家のうち果樹単一経営の占める割

合は82.1％であり，温州ミカンを基幹品目とした果

樹作農家が大半を占めている．

農業就業人口は2,518人で，そのうち65歳以上が

41.3％を占めている．また，アンケートの結果から，

後継者が，「今いる」もしくは「今はいないが，将

来は見込みがある」と回答した農家の比率は25.6％

であり，「今もいないし，将来も見込みがない」農

家は39.8％であった．共選場によると，温州ミカン

の単価が安いため農家の所得が減少し後継者の確保

が困難であることや，傾斜地農業であるため高齢者

にとって労働負担が大きいことなどが問題となって

おり，担い手の確保が今後の課題になっている．

第11図に金屋町の部門別農業産出額を示した．金

屋町の農業産出額は42.4億円であり，そのうち果実

が33億円（77.8％）を占めている．また，金屋町の

主な農産物は温州ミカン25.2億円（59.4％），ハッサ

ク2.8億円（6.6％），キク1.3億円（3.0％），ブドウ1.1

億円（2.7％），シシトウガラシ1.0億円（2.4％）であ

る．このように金屋町では果樹生産に特化しており，

なかでもカンキツ類の占める割合が高い．

ｂ　カンキツ類生産の現状

金屋町における2003年の温州ミカン栽培面積は

813ha，収穫量は２万2,600tである．温州ミカンの

品種別結果樹面積の割合は極早生19％，早生35％，
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第５表　温州ミカンの結果樹面積と収穫量・出荷量

資料：「果樹生産出荷統計」各年版より作成



普通45％である．有田地域の他の市町と比較すると，

極早生の比率が高いのが特徴である．

第12図に1975年以降における温州ミカンの10ａ当

たり収量の推移を示した．金屋町では，1984年以降

の６年間と1994年以降の７年間に隔年結果が激しく

なっている．これは，1984年に寒害，1994年に干ば

つを受けたためであり，気象要因により隔年結果が

激しくなっている．2001年以降は果樹需給調整対策

および経営安定対策による特別摘果がおこなわれた

こともあり，変動幅が小さくなっている．

金屋町では，隔年結果を助長する要因の１つとし

て，密植園が多いことが問題となっていた．このこ

とから，柑橘部会では密植園をなくすために間伐を

推進した．1997年から密植園を放置した農家につい

てミカンの評価点数を減点するなど，きびしく対処

することで密植園を一掃していった．

農家の機械・施設類の資本装備については，傾斜

地が多く，水はけがよいことから，かん水施設とし

てスプリンクラーの設置がおこなわれている．また，

傾斜地での作業を補助するためにモノレールの設置

も進んでいる．一方，スピードスプレイヤーは，地

形条件から設置が困難であり，ほとんど普及してい

ない．
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第10図　経営耕地面積別販売農家数の割合

資料：「農林業センサス」（2000年）より作成

注：販売農家数は1,146戸

第11図　金屋町の部門別農業産出額

資料：「生産農業所得統計」（2003年）より作成

注：単位は千万円

第12図　温州ミカンの10ａ当たり収量の推移

資料：「果樹生産出荷統計」各年版より作成



ｃ　販売組織の現状

ＪＡありだ総合選果場の柑橘部会員は，2003年時

点で849名である．2002年の総販売額は29.8億円，

露地温州ミカン販売数量は１万5,995t，中晩柑は

2,872ｔである．品種別の露地温州ミカン出荷数量

は，極早生30％，早生40％，普通28％である．有田

地域の他の共販組織と比較して極早生の販売比率が

高いのが特徴である．販売先については京浜26％，

関東甲信21％，京阪神20％，京浜衛星18％，北海道

３％であり，設立当初から関東地方への出荷が多い．

柑橘選果施設は，総合第一選果場（1980年から稼

動），総合第二選果場（1984年から稼動）の２ヵ所

である．選別についてはカラーグレーダー，光セン

サーが３台導入されており，１日の処理量は300～

350ｔである．集荷は設立当時の1981年から作成し

ていた園地台帳にもとづいて個別園地ごとに出荷日

と出荷数量を指定し，計画出荷をおこなうように指

導している．

差別化商品は，有田地域で導入されている「味一

みかん」，「味一αみかん」と当部会独自ブランドの

「特選みかん」がある．「味一みかん」は1983年に和

歌山県農業協同組合連合会が中心となり，糖度12.0

度以上の農協ブランド商品として開発された．「味

一αみかん」は1991年にマルチ栽培の園地による商

品に限って糖度13.0度以上の商品とした．「特選み

かん」は1988年に糖度13.0度以上のミカンを商品化

したものである．

2003年以降の取り組みとしては，大きく３つの方

針がある．一つはマルチ栽培，高畦栽培，改植，適

地・品種選定，時期別生産計画などに取り組み，高

品質安定生産をおこなうことである．マルチ栽培に

ついては他県と比較してマルチによる被覆率が低い

ことが問題となっている．二つには，温州ミカンの

品質について，外観評価（等級評価）から味評価に

切り替えることである．三つには，光センサーの中

晩柑類への使用拡大による中晩柑類の商品力向上で

ある．

（熊本昌平）

３）香川県坂出市

（１）立地条件

坂出市は，瀬戸内海を望む讃岐平野の一角，香川

県の中部に位置する．東に県庁所在地の高松市，西

に丸亀市，また瀬戸大橋を通じて北に岡山県の倉敷

市と隣接する．

東西14.65km，南北18.20kmの長さで総面積が

92.45平方kmである．東部の高松市との間の五色台

（標高479ｍ），西の聖通寺山（同116ｍ），南の城山

（同462ｍ）といった溶岩台地に囲まれ，瀬戸内海へ

注ぐ主要河川の綾川，青海川流域の平坦地には肥沃

な沖積平野が発達している．気象は，瀬戸内海性気

候に当たり，年平均気温註１）が15.8℃，年間降水量

は1,123.6mmで降雨が少ない．積雪もなく比較的温

暖であり，ミカン栽培の適地である．

17世紀前半以来，播州赤穂から移った者によって

この地に塩田が開かれ，長く塩業の中心地として繁

栄した．しかし1964年から塩田の埋め立てが始まり，

1971年には全国的に製塩業が廃止された．塩田跡地

には造船，石油，コークス，アルミニウム精錬の大

企業が進出し，コンビナートが形成され，香川県最

大の工業地区に変わった．

坂出市の人口は，2000年時点で59,228人で減少傾

向にあり，県内で最も減少数が多い．ただし，世帯

数は20,792戸で増加傾向にある．産業別15歳以上就

業者数の割合をみると，第一次産業6.3％，第二次

産業32.0％，第三次産業61.7％であり，第二次産業

就業者数の割合が香川県の割合（30.9％）を上回り，

第一次と第三次産業が下回る．高齢化率は23.5％で

ある．

1988年に瀬戸大橋が完成し，本州四国連絡橋の児

島－坂出ルートの四国側の起点にあたり，瀬戸大橋

を介して岡山県側の起点の倉敷市とつながってい

る．さらに，市を東西にわたって高松自動車が走る．

四国の幹線道路である国道11号線とのジャンクショ

ンやインターチェンジもあり，交通の利便性に恵ま

れている．隣接する高松市（人口約34万人）や丸亀

市（約11万人）への通勤圏にあるため，市内外，農

外の雇用機会が多く，兼業化が進んでいるとともに

農村部でも混住化が進展している．ただし，平坦地
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は稲作や野菜栽培によく利用され，溶岩台地の山腹

も樹園地として利用されており農業も盛んである．

（２）産地の沿革

坂出市におけるミカン導入の発端註２）は，明治20

（1887）年頃の旧・青海町での初植であるといわれ

ている．香川県下では仁尾町と共に古い．ただし，

初植されたのは温州ミカンではなく夏ミカンではな

いかとも推測されている．温州ミカンが導入された

のは，明治28（1895）年といわれている．しかし大

正時代に入って排水良好な傾斜地に広く栽培されて

いったのは温州ミカンではなく除虫菊であった．大

正12（1923）年の香川県果樹振興計画，昭和８

（1933）年の第二次果樹振興計画の策定を受け，除

虫菊の間作として温州ミカンが栽培され，果樹園経

営計画団地・パイロット事業の導入による傾斜地の

開墾で面積を広げていった．なお昭和10（1935）年

時点の温州ミカンの栽培面積は73haで県下１位であ

った．

第二次大戦後は，大戦中にピレトリンが開発され

除虫菊の需要が急速になくなったため，温州ミカン

が除虫菊に取って代わることになった．しかし，

1968年と1972年の全国的な温州ミカンの価格暴落

後，価格が低迷したため，坂出市における温州ミカ

ンの栽培面積もピークは第６表に示した1975年頃で

あると思われる．第６表で明らかなように，品種別

の結果樹面積は，1975年は早生39.0％，普通61.0％

で普通温州の方が多かった．以降普通種の面積減少

が著しく，1990～1995年の間に品種の割合が逆転し，

2004年には早生60.8％，普通39.8％となった（後掲

の第７表も参照）．

（３）産地の現状

ａ　農業の現状

世界農林業センサス（2000年）によると，坂出市

の総農家数は2,635戸，販売農家数1,721戸，販売農

家率65.3％である．販売農家の専兼業別割合は専業

農家が16.1％，第１種兼業農家が7.7％，第２種兼業

農家が76.2％である．高松市などの都市に近く通勤

兼業が可能なため，果樹産地のなかでは第２種兼業

農家の割合が高い．

坂出市の経営耕地面積は1,393haで，その内訳は

田が879ha（63.1％），畑が141ha（10.1％），樹園地

が373ha（26.8％）である．坂出市の樹園地面積割

合のみ，果樹が中心である他の産地よりもかなり小

さい（三ヶ日町は90.0％，金屋町は88.8％，砥部町

は86.2％，中島町は98.9％，橘は97.9％）．第13図は

坂出市の農業粗生産額を示している．同市の2000年

の農業産出額は32億円であり，最も大きいのは野菜

で9.9億円（30.9％），次に米が7.6億円（23.8％）で

あり，果実類は4.8億円（15.0％）で３番目である．

このように坂出市の農業は野菜，米，果実が展開し，
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資料：農林水産省統計情報部「果樹生産出荷統計」各年版より作成

注：香川県坂出市は，1980，1985，2000，2001年の統計対象には選定されていない．

第６表　温州ミカンの結果樹面積と収穫量・出荷量



近郊野菜産地として知られている．

1955年代は坂出市においてもミカン園の開墾が盛

んであったが，同じ時期にカンショ（金時イモ）と

ニンジン（金時ニンジン）を組み合わせた作付体系

が確立し，野菜の作付面積も増加している．1962年

には松山農協蔬菜部（当時）が設立され，個人出荷

から共同出荷に切り替わっている．カンショとニン

ジンなど野菜専作農家も多いが，野菜に加えて米や

温州ミカンなどを組み合わせた複合経営も多く存在

する．研究プロジェクト「カンキツ連年生産」に協

力している農家の場合，まず７月末までカンショの

収穫があり，その後ニンジンの準備と播種を経て，

10月初めから11月末まで温州ミカンの極早生・早生

を収穫し，12月初めから普通種，次いでイヨカンを

収穫，12月下旬から２月末頃までニンジンを収穫し，

３月にカンショ苗の準備に入る．

野菜については1981年からダイコン，1997年から

レタスの本格作付が始まっている．これらの野菜は，

親の世代がニンジンとカンショを栽培する農家の，

ちょうど後継者にあたる世代が栽培を始めたもので

ある．後継者世代は20～30歳代の頃にダイコン栽培

を始め，その10数年後，40歳代になった頃にレタス

栽培も始めている．したがってダイコンとレタスの

場合は，ニンジンやカンショと違い温州ミカンとの

複合はない．

ｂ　カンキツ類生産と隔年結果の現状

第７表に示したように，坂出みかん共同選果場に

おける2004年の温州ミカンの栽培面積は238haであ

る．温州ミカンの品種別結果樹面積の割合は極早生
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第13図　坂出市の主要作目（農業産出額：2003年）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」より作成

第７表　カンキツ類の栽培面積（品種別・年次別）

資料：坂出みかん共同選果場「坂出みかん生産方針」各年版より作成



18.5％，早生48.3％，普通32.7％と早生の比率が高い．

中晩柑類は面積も少なく，しかも減少傾向にある．

共同選果場の担当者によれば，海岸沿いの傾斜地園

地が多いため乾燥しやすく，香川県内でも隔年結果

が大きい地域であり，特に主力の早生，普通温州は

園地の半分が隔年結果しているという．

第14図に1975年以降における温州ミカンの出荷量

の推移を示した．坂出市（第14図の場合は共同選果

場）では1975年以降の８年間と1997年以降隔年結果

が激しくなっている．共同選果場が毎年度作成する

生産方針の中に「隔年結果防止」が盛り込まれたの

は1997年度産の方針からである註３）．この年の方針

には，防止策としてきめ細かいせん定の実施，肥料

の適期適正施用，枝別部分摘果，液肥散布がいわれ

ている．その後，毎年の基本方針に「隔年結果防止」

が掲げられ，中耕・ピートモスの施用による土作り

の励行，2002年産からは樹別隔年交互結実法の導入

促進が新たに明記されている．ただし第14図の出荷

量の推移をみてもわかるように，必ずしも効果が現

れているとはいえない．担当者によれば，対策を講

じているにもかかわらず効果が現れていないのでは

なく，施肥の時期や量などが指導どおりに実行され

ていない面もあるという．

ｃ　販売組織の現状

共同販売組織は，昭和10（1935）年，旧・松山村

大屋冨（現・坂出市松山地区）での大屋冨共選場の

設立が始まりである．次いで1946年に青海出荷場，

1962年に高屋共選場が設立され，1968年にこれら３

つの地区共選場が合併し，坂出みかん共同選果場が

建設された．折しもミカンの販売価格が大暴落した

年であるが，このころが生産者数のピークで坂出市

全体で約1,000戸が栽培していた．そのうち約800戸

が松山地区の農家であった．その後，1973年に坂出

市府中町，同国分寺町を受け持つ坂出南部みかん共

同選果場が設立され，坂出みかん共同選果場から分

離している．したがって，今日の坂出みかん共同選

果場とは，坂出市全域ではなく，坂出南部みかん共

同選果場の区域を除く松山，王越および林田の３Ｊ

Ａ支部の共同選果場である．主な出荷先は高松，東

京，大阪，長野，鳥取各市場である．

選別施設は1997年にカラーグレーダー方式，光セ

ンサーおよび糖酸度計の選果機を導入している．１

日で扱うことができる最大処理量は50ｔである．選

果経費は１kgにつき50円である．最新の選果機の

導入は，品質を数値化することで品質を高いレベル

で平準化し，「農産物を品質によって流通段階で区

別化する手段」註４）であり，他の主要産地と同様の
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第14図　温州ミカンの出荷量の推移

資料：坂出みかん共同選果場資料より作成



取り組みといえる．共同選果場に加入している約

600戸の農家のうち，実際に出荷しているのは約350

戸である．ただし，産地規模が小さいため，他の産

地と同様の取り組みだけではきびしいものがある．

坂出市の温州ミカン収穫量は県下１位（18.3％）で，

仁尾町（17.2％），高松市（13.8％）が続く（2004年

産）．しかし，香川県の温州ミカン収穫量は全国14

位にとどまる（2004年産）．全国１～３位の和歌山，

愛媛，静岡各県の約１／５から１／４の規模である．

そこでＪＡ香川県，共同選果場が力を入れているの

が，香川県独自の早生品種「小原紅早生」の振興で

ある．

「小原紅早生」は，1993年に種苗登録された香川

県産初のカンキツ品種である註５）．坂出市の栽培農

家である小原氏の園で宮川早生の枝変わりで発見さ

れた．果皮が濃い紅色で，その特徴から坂出市の他

の特産物，金時ニンジン，金時イモとともに「３金

時」と呼ばれる．出荷先は主に京阪神市場で，一部

は東京と地元にも出している．契約栽培もおこなっ

ており，県内も県外も主な取引相手は大手百貨店で

ある．

小原紅早生と他の早生品種との単価差は大きい．

2001年度産の小原紅早生の単価は早生特選の1.2倍，

早生小玉の2.7倍であった．2002年度産の場合は早

生特選の2.2倍，早生小玉の5.1倍，2003年度産の場

合は早生特選の3.6倍，早生小玉の6.2倍となってい

る．このような価格差があるので，小原紅早生の生

産拡大，規格統一，品質向上を図り，市場出荷とと

もに贈答品としても力を入れ既存の大産地との差別

化をめざしている．

これまでは「小原紅早生」として小売り販売でき

たのは，坂出の共同選果場で荷受けしたもので，し

かも糖度12度以上のものに限られていた．糖度11度

以下は共同選果場管内であっても「金時ミカン」と

して販売した．また高松西部で栽培されたものは糖

度にかかわらず全て「金時ミカン」として扱われた．

2005年３月の小原紅早生の推進大会で，香川県全体

の統一基準を設け，糖度11度以上を「小原紅早生」

とし，Ａランクのものは糖度を12度以上として販売

することを決定した．現在，坂出が期待する隔年結

果の是正とは，１）隔年結果が強く出る地域におけ

る露地温州ミカン全般の是正とともに，２）今後の

産地発展の決め手と位置づけている品種「小原紅早

生」を高品質かつ連年で安定して生産することの２

つの意味がある．

（室岡順一）
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４）愛媛県砥部町

（１）立地条件

愛媛県砥部町は，県都松山市から南に約30kmに

位置する．町北・東部は松山市に接し，南・西部を

久万町・広田村・伊予市・松前町と接している（な

お，2005年１月に砥部町は広田村と合併した．以下

はアンケート調査の対象となった旧砥部町を中心に

記述し，統計データも旧砥部町分を使用する）．北

部は，一級河川重信川を中心に開けた松山平野に含

まれ，南部は四国山脈の裾野に当たり，盆地的な地

形となっている．気候は瀬戸内海気候で，温暖であ

るが，冬季には一部で積雪もみられる．総面積は

5,720haであり，うち耕地面積は903ha（15.8％），林
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野面積は3,351ha（58.6％）となっている．

町の中央を松山市と高知市を結ぶ国道33号線が縦

貫している．松山市までは自動車で約30分であり，

また高速道（松山道）の松山ＩＣに近い．交通の便が

よいこともあり，松山市のベッドタウンとなっている．

2000年時点での砥部町の総人口は20,961人であ

る．人口の推移をみると，80年16,457人，90年

19,561人と増加してきている．65歳以上人口は3,649

人（17.4％）となっている．

産業別の就業人口は，第一次産業1,142人（10.7％），

第二次産業3,095人（29.0％）第三次産業6,448人

（60.3％）である．第二次産業では，200年以上の歴

史を持つ磁器「砥部焼」が伝統工芸産業としてあり，

また農業ではカンキツ類をはじめとする果樹類の栽

培が中心におこなわれてきた．その中で，現状では，

他市町村への通勤就業者の割合が52.9％（県平均

19.5％）となっており，第三次産業を中心に松山市

への通勤者が多い．

（２）産地の沿革

ａ　カンキツを中心とする果樹生産の展開

砥部町では気候・土質が果樹栽培に適しているこ

とから，古くから果樹栽培が展開されてきた．現在

では面積，販売金額ともに果樹が主な地位を占め，

カンキツ類をはじめ，落葉果樹ではカキ，ウメ，キ

ウイの生産が盛んである．

砥部町での温州ミカン栽培は1898年にまでさかの

ぼる．しかし，直後にカキ（富有柿）やナシも導入

され，これらが高い市場評価を受けて産地化が進ん

だこともあり，温州ミカンの栽培が砥部町全域に広

がったのは1930年ごろからである．

1975年以降の温州ミカンおよび主要な果樹の面

積，収穫量の推移を第８表，第９表に整理した．温

州ミカンは1975年では結果樹面積1,060haあり，そ

のうち早生が341ha，普通が716ａであった．1980年

には615haになっており，５年間で４割程度減少した

こととなる．中でも普通温州の面積の減少が大きい．
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第８表　温州ミカンの結果樹面積と収穫・出荷量

資料：農林水産省統計情報部「果樹生産出荷統計」各年版

第９表　温州ミカン以外の主な果樹の結果樹面積と収穫量

資料：第８表に同じ



このころは，1968年，1972年における温州ミカン

の価格暴落の影響からイヨカンやネーブルなど中晩

柑類へと品種更新が盛んにおこなわれた．また早期

出荷の有利性を見込み極早生品種の導入が開始され

た時期でもある．

その後，近年では温州ミカンの面積の減少幅は小

さくなるものの減少傾向は続いている．またイヨカ

ン価格の下落のためその後継品種としてデコポンが

1991年から導入されている．一方で，先述のように

砥部町は古くから落葉果樹の栽培がおこなわれてき

たが，温州ミカンの価格暴落への対応として，キウ

イ栽培の推進もおこなわれた．キウイの栽培は1975

年に始まり，1990年には42haにまで拡大している．

ｂ　共販体制の確立と変遷註１）

砥部町は隣接する伊予市，双海町，松前町，中山

町とともに旧伊予園芸農協管内に位置しており，

1999年えひめ中央農協に統合されるまで伊予園芸農

協による共選・共販体制に参加していた．

明治末期，愛媛県中予地方の果樹類は松山市三津

浜港に集荷され京阪神を中心に出荷されていた．三

津浜港には1906年三津浜果物市場が開設されセリ取

引が開始された．さらに1913年には松山市，伊予郡，

温泉郡各地の出荷組合を統合して伊予果物同業組合

が設立され，これを機に，本格的に共販がおこなわ

れるようになる．その後第二次世界大戦を経て，伊

予園芸農協が1948年に設立された．伊予園芸農協設

立後も各地域の出荷組合が持つ選果場において独自

規格にもとづく共同選果がおこなわれ，出荷も各地

区の選果場マークを使用していたが，1964年に伊予

園芸本部共選による選果が始まり， マークに統一

された．

（３）産地の現状

ａ　農業の現状

2000年センサスによれば，総農家数は830戸，う

ち販売農家は675戸である（79.2％）．販売農家のう

ち専業農家は221（32.7％），第１種兼業農家は136

（20.1％），第２種兼業農家は318（47.1％）となって

いる．専業農家のうち男子生産年齢人口がいる専業

農家が87戸（39.4％）となっている．

経営耕地面積規模別の農家数（販売農家数）をみ

ると，0.5ha未満が117戸（17.3％），0.5～１haが224

戸（33.2％），１～1.5haが166戸（24.6％），1.5～２ha

が84戸（12.4％），２～2.5haが46戸（6.8％），2.5～

３haが25戸（3.7％），３ha以上が13戸（1.9％）である．

販売金額では100万円未満が267戸（39.6％），100

～500万円が311戸（46.1％），500～1,000万円が69戸

（10.2％），1,000万円以上が28戸（4.1％）である．

また，578戸（販売農家のうち87.9％）が果樹類

が販売金額１位の農家である．経営部門数別にみる

と１部門のみの農家が473戸（70.1％），２部門が

153戸（22.7％），３部門が31戸（4.6％）であり，複

合経営農家は90戸で，半数以上の46戸は果樹類が主

の複合経営である．果樹専作農家あるいは果樹を主

部門とする複合経営の多い産地といえる．

砥部町の2002年における農業産出額は約31億円で

ある．そのうち，果実は約18億円であり，60％近く

を占めている．それ以外では畜産が約７億円，野菜

が約４億円となっている．

カンキツ類の品種別面積の現況は第10表のとおり

である．現在では温州ミカンと中晩柑類の面積が同

程度となっている．温州ミカンでは極早生温州が多

く，イヨカンとの組み合わせにより作業ピークを避

ける作付けがおこなわれていると考えられる．
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第10表　カンキツ類の品種別栽培面積（2003年産）

資料：ＪＡえひめ中央砥部経済センター資料



ｂ　隔年結果の実態

砥部町における温州ミカンの反収の推移を第15図

に整理した．まず，全体を通して反収が低下傾向に

あることがわかる．1970年代後半には2.5～3.5ｔ／

10ａ程度で推移していたが，ここ数年は2.0ｔ／10

ａを割ることもあり，1.5～2.5ｔ／10ａにとどまっ

ている．

1975年ごろ隔年結果の著しい時期があったが，そ

の後，上昇，下降はあるもののオモテ年とウラ年を

繰り返す隔年結果が明確にはみられない．しかし，

1996年以降，普通温州に顕著に隔年結果が生じてい

る．

ｃ　産地戦略

1995年に作成された果樹農業振興計画「目指そう

新たな産地改造」をもとに近年の生産対策をみてい

く註２）．

まず，産地全体の取り組みとして，産地構造の変

革に向けた園地整備があげられている．そのうち土

地基盤整備に関しては，①農地の集団化による省

力・軽労化，②品質向上，低コスト生産，③園内作

業道の整備を推進することとしている．また，園地

改造として老木園地の改植による園地若返り対策の

推進が計画されている．

その上で，特に専業農家に対しては，適地性，技

術力，経営能力に加え，労力分散も含めた経営全体

での成果を考慮し，施設栽培の導入や施設の更新を

進めることとしている．また，果実品質の向上をね

らい，完熟品の生産増大を目指している．特にカン

キツについてはマルチ栽培や有袋越冬ミカン，樹上

完熟ミカンなどの生産技術向上が不可欠であるとし

ている．

先述のとおり，砥部町では複数の果樹生産をおこ

なう産地として，樹種や地域の特徴にあった産地の

展開を訴えている．そこに示されている生産の重点

事項は以下のようになる（カンキツに限る）．

・ハウスミカン

反当収量の増大を図る．

７～８月出荷用の加温体制の充実．

少加温栽培の推進（極早生温州）．

・中晩柑・施設

アンコール・デコポンの推進．

・極早生品種の統一を図る．日南１号の推進．

・フィガロン散布により増糖，着色促進を図る．

・中生温州（愛媛中生）の推進．

・高糖系温州（古田・大津４号）の推進．

・早生イヨカンの大玉生産を図る（２Ｌ以上＝70％

達成を目指す）．

・デコポンの生産拡大を図る（2000年目標1,500ｔ）．

ｄ　砥部町温州ミカン作の課題

まず，有望品種の選定・普及と既存の品種との組
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第15図　温州ミカン10ａ当たり収量の推移

資料：第８表に同じ



み合わせによってカンキツ類の長期出荷体制を確立

することである．現在，デコポン・清見など中晩柑

類の生産，また一部で青島温州の長期貯蔵出荷など

が取り組まれており，施肥をはじめとする生産指導

の強化が必要となっている．

さらに，マルチ栽培の導入によって産地全体での

品質のレベルアップを図る必要がある．園地は傾斜

地が多く水はけがよいため，全体的にはマルチを敷

かなくても比較的高品質のミカン生産が可能であ

る．その中で，傾斜がゆるく水はけが悪いなどの生

産条件や栽培する品種の特性にあわせて適宜マルチ

を導入し，産地全体の品質の底上げを図る必要があ

る．

また，後継者確保も課題となっている．砥部町で

は松山市への通勤者が多く，後継者と目される者が

同居しているケースが多い．彼らは収穫期などの繁

忙期には温州ミカン作の作業に従事している．しか

し，今回のアンケート調査の結果では，後継者につ

いて「今いる」とする農家は9.3％，「今はいないが，

将来は見込みある」農家は14.6％であり，後継者確

保の可能性が高い農家は約24％にとどまっている．

一方で「今もいないし，将来も見込みがない」とす

る農家が52.6％に達している．今後，親世代のリタ

イヤに合わせて後継者世代への円滑な経営継承が課

題となる．

その場合，現状では二つの問題があげられる．そ

の一つは，後継者の就農をいかに促進するかである．

温州ミカン価格が低位安定している現状では現金収

入対策として施設園芸作の導入が図られ，施設ナス

の導入がおこなわれている．野菜部門を取り込んだ

複合経営の確立が求められる．

もう一つは，後継者の就農にあたっての技術継承

と新たな技術の導入の問題であり，栽培技術の習得

がスムーズにおこなわれるかどうかである．従来か

らカンキツ類と落葉果樹との複合産地として展開し

てきた砥部町では，温州ミカンの栽培が落葉果樹の

栽培技術に影響される傾向があるという．たとえば，

せん定では，落葉果樹のようにせん定すると温州ミ

カンでは「切りすぎてしまう」結果となる．今後，

経営継承の時期に合わせ技術習得の機会を提供でき

れば，産地全体で新たな技術への転換が進み，技術

が定着していく可能性があるといえる．ＪＡ営農指

導部門でも後期重点摘果など新たに開発された高品

質安定生産技術を中心に普及に努めている．

（島　義史）

註および引用文献

註１）次の文献を参照した．

伊予園芸農業協同組合「創立50周年記念誌」．

1999年．PP.32－74，PP.103－115，PP.136－

151．愛媛県史編さん委員会「愛媛県史　社

会経済１　農林水産」．1986年．

註２）伊予園芸農業協同組合「創立50周年記念誌」．

1999年．PP.174－176．を参照した．

５）愛媛県松山市中島町

（１）立地条件註１）

愛媛県中島町は，県都松山市沖の北西約10～

40kmに浮かぶ６つの有人島，22の無人島からなり，

広島，山口両県に接している．総面積は3,568haで

ある．全島とも標高150～200ｍ前後の山があり，平

坦地は少なくほとんどを傾斜地が占める．地目別の

面積は畑1,954ha，山林1,054ha，宅地127haとなって

いる．

気候は瀬戸内海式気候で温暖・多照・少雨であ

る．年間平均気温は16.6℃で，冬季の積雪はほとん

どなく，年間平均降水量は1,288mmである．また，

土壌は花崗岩土壌でありカンキツ栽培には適した気

象・土壌環境となっている．ただし，近年台風によ

る被害が頻発しており，1991年台風19号，2004年台

風16，18号で農業を中心に多大の被害を被った．

島外との交通は船舶に限られており，松山とはフ

ェリーで約１時間，高速艇で約25分で結ばれている．

町内の人口は2000年時点で6,340人であり，うち

65歳以上が40％以上を占めている．人口の減少・高

齢化が続いている．

町の主要産業はカンキツ作を中心とする農業であ

る．産業別就業人口でみると，1980年全就業人口

5,430人のうち3,313人（61.0％）が，2,000年では

3,768人のうち2,138人（56.7％）と就業人口の６割程
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度が農業に従事している．水産業もあるが就業人口

の面では10％程度となっている．

（２）産地の沿革

ａ　カンキツ類の栽培面積，品種の変遷と現状

中島町は「みかんの島」とも表現されるように温

州ミカンやイヨカンなどのカンキツ類の生産が基幹

産業となってきた．中島町では，温州ミカンの生産

は1872年に始まり，1900年代に栽培が本格化した．

その後，1921年には375戸56.5haで温州ミカンが栽

培されている．

カンキツ類の栽培面積は拡大し，1955年で果樹園

面積750ha，うち温州ミカンが675ha，イヨカンが

55ha，雑柑20haとなっている．その後，1960年代

半ばまで温州ミカンの栽培面積は拡大するが，1968，

1972年の温州ミカン価格の暴落を受け1973年から品

種更新事業が始まり，中晩柑，中でもイヨカン，ネ

ーブルの導入が進んだ．その結果，温州ミカンの面

積比率は大きく低下した．

中島町における温州ミカンの面積，収穫量，出荷

量の推移は第11表に示すとおりである．1970年代半

ば以降温州ミカンから中晩柑類への品種更新が盛ん

におこなわれた結果，面積は1975年の1,230haから

95年には641haへと半減した．この間1991年の台風

による高潮被害によって約280haの改植を余儀なく

されるといった出来事もあった．温州ミカン栽培面

積の減少分はほとんどが普通温州である．また品種

更新によって導入が進んだイヨカンの栽培面積，収

穫量，出荷量の変化を第12表に整理した．2000年ご

ろまでは面積が増加してきたが，その後は減少傾向

にある．

ｂ　共販体制の変化と生産・販売戦略

中島町の共同出荷は1907年に端を発し，1916年に

中島町大浦地区において共同出荷組合が結成され

た．1920年代後半には町内各地区に共同出荷組合が

相次いで発足した．1948年には町内に８農協が設立

し，1960年からは農協でミカン販売がおこなわれる

ようになる．その後，1965年に町内農協が合併して

中島農協が発足し，翌年には中央共選場が建設され

た．

1965年の農協合併後の生産・販売面での戦略や対

策は次のようになる註２）．中央選果場の建設により

マークの統一と共選統合が完了する．1968年のミカ

47室岡ら：ミカン農家の意識調査

第11表　温州ミカンの結果樹面積と収穫・出荷量

資料：農林水産省統計情報部「果樹生産出荷統計」各年版

第12表　イヨカンの結果樹面積と収穫・出荷量

資料：第11表に同じ



ン価格暴落を契機に生産戦略を「うまいみかんづく

り」に転換し，販売面では「今後の中島みかんの販

売戦略－中島青果農協販売基本方針－」（「第一次販

売戦略」）を1969年に作成した．生産・販売一体と

なった産地戦略が始まる．

1972年のミカン価格暴落により品種更新が進めら

れ，販売戦略も新たに作成される（「第二次販売戦

略」）．またその直後に実施した経営調査の結果と併

せて，1980年に「これからの農業を考える」とする

地域農業振興計画を策定した．これにもとづき，温

州ミカン園再開発事業では楠本早生や久能温州の苗

木を無償配布，レモン苗木の育成供給を開始，また

温州ミカンから更新をおこなった中晩柑の生産対策

として施設栽培展示圃場を設置するなどした．1985

年計画では方針として「個別経営の指標として専兼

別営農類型を示すとともに，大苗育苗による園地若

返りを促進する」を示し，1990年計画では「老木園

の改植を前面に打ち出し，時代の要請に応えて「高

糖果ミカン生産の手引き」を添付」した．

さらに，近年の生産対策のポイントを2000年度共

選生産者大会資料より抽出すると，まず「基本方針」

として①「温州ミカンの隔年結果防止に努める」，

②「マルチ栽培（早生温州）の面積拡大を図る」，

③「台風被害園の樹勢回復に努める」を掲げている．

その中で高品質安定生産の徹底を打ち出し，土作り

や密植園の間伐，整枝・せん定，また，早期摘果・

仕上摘果・樹上選果の完全実施や夏季の適切な潅水

など基本管理の充実を提示している．また老木園の

早期改植や園内道の整備など基盤整備の必要性も指

摘している．特に温州ミカンでは，フィガロンの散

布やマルチ栽培の推進をポイントとしている．

1999年農協の広域合併により，中島町農協はえひ

め中央農協に統合された．それにともない，これま

で温州ミカンは関西市場，イヨカンは東京市場が主

な出荷先だったが，温州ミカンの出荷も東京市場へ

シフトしてきている．

（３）産地の現状

ａ　農業の現状

2000年農業センサスによると，経営耕地面積は

1,457.4ha，畑が15.6ha（1.1％），樹園地が1,441.8ha

（98.9％）である．

総農家数は1,186戸，うち販売農家数は1,083戸

（91.3％）である．販売農家のうち専業農家は601戸

（55.5％），第１種兼業農家は233戸（21.5％），第２

種兼業農家は249（23.0％）となっている．専業農

家の比率が高いものの，男子生産年齢人口がいる農

家は332戸で半分程度となっている．

経営耕地面積規模別の農家数（販売農家数）をみ

ると，0.5ha未満が120戸（11.1％），0.5～１haが268

戸（24.7％），１～1.5haが247戸（22.8％），1.5～２

haが201戸（18.6％），２～2.5haが153戸（14.1％），

2.5～３haが68戸（6.3％），３ha以上が26戸（2.4％）

である．販売金額では100万円未満が172戸（15.9％），

100～500万円が627戸（57.9％），500～１,000万円が

239戸（22.1％），1,000万円以上が44戸（4.1％）であ

る．また，ほぼ全戸の1,079戸が果樹類が販売金額

１位の農家であり，989戸が経営部門が１部門のみ

の農家である．複合経営農家はわずかに12戸であり

果樹（カンキツ）専作の地域といえる．

総農家の世帯員数は4,020人，農家１戸当たり3.4

人である．農業就業人口（販売農家）は2,405人，

１戸当たり2.2人で65歳以上が1,062人と44％を占め

ている．
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第13表　カンキツ類品種別の栽培面積（2004年産）

資料：中島共選資料



生産農業所得統計によると，中島町の2002年にお

ける農業産出額は約38億円である．そのうち果実が

約31億円と80％以上を占めている．

果実のほとんどをカンキツで占めており，近年で

は新品種の導入に積極的に取り組み，中晩柑を中心

に新たな品種の導入が進んでいる．品種別の栽培面

積をみると第13表のようになっている．中晩柑類が

温州ミカンの２倍以上の面積となっている．その中

で，天草，清見，カラマンダリン，まりひめが面積

を伸ばしつつあり，特にまりひめとカラマンダリン

は今後の有望品種として面積の拡大を推進していく

計画である註３）．

ｂ　隔年結果の状況と対策

中島町の温州ミカンの隔年結果状況を第16図に示

した．1975年以降，隔年結果の傾向が継続して生じ

るということはなかった．中島町で隔年結果が強ま

るのは1991年の台風による高潮被害以降である．塩

害で400haの改植が必要になり，枯死しなかった園

でも樹勢の低下がみられた．改植や樹体回復への取

り組みをおこない，反収が改善傾向にあったが，

1994年には西日本を中心とした干ばつによって干害

を受けた．

このように中島町では気象被害により近年は隔年

結果が継続している．これに対し，オモテ年に早期

摘果を励行するなど隔年結果防止対策を講じてきた

結果，最近では隔年結果が抑制されつつあり，2000

年以降は全国的な傾向と同じくオモテ年とウラ年の

反収変動幅が縮小してきている．

ｃ　中島町温州ミカン作の課題

生産面に関する課題については先の生産対策のポ

イントで示されていると思われるため，ここでは生

産対策以外の面に注目する．

まずあげられるのが生産者の減少・高齢化による

後継者の確保である．2000年農業センサスによると，

中島町の世帯主平均年齢（総農家）は59.5歳と県平

均62.7歳を下回る．愛媛県南予地方のミカン産地で

ある八幡浜市（59.5歳），宇和島市（59.3歳），吉田

町（55.6歳）と同程度であり，比較的若い世代への

継承が進んでいる．その一方で，後継者についてみ

ると，農業後継者がいる農家割合（販売農家）は同

居後継者がいる20.4％，他出後継者がいる17.0％で

ある．これは，八幡浜市（同居後継者がいる45.2％，

他出後継者がいる32.9％），宇和島市（同46.0％，同

13.0％），吉田町（同49.5％，同20.1％）に比べて低

い．

アンケート調査の結果でも，後継者について「今

いる」とする農家は5.5％，「今はいないが，将来は

見込みある」農家は11.4％であり，後継者確保の可

能性が高い農家は約17％にとどまっている．一方で

「今もいないし，将来も見込みがない」とする農家
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第16図　温州ミカン10ａ当たり収量の推移

資料：第11表に同じ



が55.7％に達している．

中島町は離島であり，町内に農業以外の目立った

産業が無いため，若年層が就学・就業するために他

出する可能性が高い．後継者確保のハードルは高い

と思われるが，新品種・有望品種の導入・拡大など

が後継者確保・育成の契機の一つとなると考えられ

る．

さらに，販売面では販売戦略の修正，確立が求め

られる．1991年に農協合併により，中島共選の　マ

ークが廃止された．このため，市場から認知されて

いた中島ブランドを全面に出す従来の販売戦略から

の転換を迫られている．これに対して，見た目より

味を重視した農家の手詰めによる特選品など新商材

の開発，農家の顔写真を同封し「安心・安全」をア

ピールするといった試行錯誤をおこなっている．光

センサーの普及によって先進産地だけでなく下位産

地まで糖度を中心とした品質追及志向が浸透した中

で新たな戦略の確立が急がれる．

（島　義史）
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中島青果農業協同組合「中島農業の変遷」
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中島青果農業協同組合「農業振興計画等の資

料案内」「合併30年のあゆみ」，1996年，

PP.174－175．

註３）ＪＡえひめ中央「ＪＡえひめ中央　中長期営

農振興計画（平成16年８月見直し）」，「第６

回中島生産部長連絡会及び女性部合同部会資

料」，2005年．

６）山口県周防大島町

（１）立地条件

周防大島町（旧大島郡久賀町，大島町，東和町，

橘町）は，山口県東南部に位置しており，最も大き

な屋代島と30余りの属島からなる．屋代島は大畠瀬

戸を渡る大島大橋によって本土の柳井市と連結して

いる．屋代島中央部には600ｍ級の山々が連なり，

内浦と外浦に二分されるとともに，複雑な地形を形

成している．耕地は段々畑が多く，作業的には不利

な条件にある．

この地域は瀬戸内気候区の西部にあたり，年間平

均気温が15.5℃と比較的温暖で，その気象条件を活

かしてカンキツ類の栽培が盛んである．しかし，夏

期には干ばつを受けやすく，台風による潮風害もし

ばしば受ける．

平成12（2000）年の総人口は23,013人で，65歳以

上の高齢者率は43％（県全体の同比率28％）となっ

ている．なかでも旧東和町は高齢者率が51％で全国

有数の高齢化地域となっている．2004年10月に大島

郡の４町が合併して周防大島町が誕生した．

（２）産地の沿革

周防大島町（旧大島郡）の温州ミカン生産は，温

暖な瀬戸内島嶼部の気候を活かして昭和30年代

（1960年代前半）から本格的に始まった註１）．現在

の栽培面積は1,010ha（2003年産）と山口県内のミ

カン生産の71％を占めている．しかし，高齢化の進

行や最近のミカン価格の低迷で，ミカン園地の荒廃

や担い手不足が深刻な問題となっていることから隔

年交互結実とマルチ栽培によるこだわりミカン産地

の再生を図る取り組みが開始されている．

ａ　カンキツ生産の展開

周防大島町のカンキツ類栽培の歴史は古く，江戸

時代から栽培されていたとの記録も残されている．

明治に入り，旧東和町で見いだされた「山本温州」

が各地で栽培されるようになり，今日の大島ミカン

の基礎となった．

戦後になって貯蔵ミカンの産地としての地位が確

立し，栽培面積は急増した．1961年に農業基本法，
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果樹農業振興特別措置法が制定され，食糧増産から

選択的拡大へと政策転換が図られた．山口県では

「米，牛，ミカン」のかけ声のもとに，温州ミカン

の面積拡大を押し進めた．農業構造改善事業による

水田転換の埋め立て造成が始まり，1963年以降，大

島郡内にもミカン園が団地造成され増加した．その

後，温州ミカンは全国的に栽培面積が急増し1960年

代後半以降（本格的には1970年代）には供給過剰が

問題となった．

1972年の価格暴落以降，大島郡では出稼ぎが増加

し，生産者の高齢化と兼業化に拍車がかかった．

1975年からは温州ミカンの緊急改植対策事業が実施

され，生産調整時代を迎えた．これまで早生温州

10％，普通温州90％の構成であったが，所得の安定

と労働配分の面から，早生20％，普通70％，晩柑類

10％を目標に転換が進められた（第14表を参照）．

晩柑類は宮内イヨカン，ハッサク，ネーブルなどが

転換の中心である．現在，多く栽培されている青島

温州が旧東和町を中心に導入が始められたのもこの

時期である．

その後，1979年から83年まで「うんしゅうみかん

園地転換対策事業」が実施され，温州ミカンの優良

系統，晩柑類，他作物へと転換がおこなわれた．こ

の５年間で旧久賀町134ha，旧大島町102ha，旧橘

町110ha，旧東和町190haの園地が転換され，イヨ

カン，ネーブルなどの産地が形成された．

1984年以降も園地転換は引き続き進められた．特

に園地の若返り対策として毎年10万本苗木導入運動

に始まり，青島温州を中心に高糖系品種への転換が

おこなわれた．

1987年にはオモテ年に加えて台風12号の潮風害，

さらに秋期の高温多雨で果実品質が低下し，市場価

格は暴落した．飽食の時代といわれるようになり，

高品質，高付加価値を求める消費者嗜好の変化やオ

レンジ自由化目前という状況で価格暴落は生産者に

大きな衝撃を与えた．この時の青島温州はこれまで

の系統に比べて前年並みの価格を維持し，マルトウ

東和町農協が糖度13度以上の青島温州を「味ばんざ

い」と命名して販売し，１kg当たり350円の高価格

で取り引きされていた．これを受けて1988年に橘町

で開催された「山口みかん危機突破研究大会」にお

いて，積極的な品種更新，高糖度ミカンづくりに努

めるなどの対策が決定される．大島郡内では青島温

州，大津４号への転換を進め，「味ばんざい」「ヘル

シー110」「味ほんい」などの特選ミカンとして販売

するようになった．あわせて，糖度向上のためにシ

ルバーマルチ栽培や高畝栽培も取り組みが開始され

た．

また，1988年から90年まで「かんきつ園産地再編

整備対策特別事業」が実施され，山口県内で510ha

の転換面積が割り当てられ，低位生産園を中心に園

地転換がおこなわれた．この３年間で県全体で

438ha，久賀町で65ha，大島町72ha，橘町61ha，東

和町59ha，大島郡合計257haの温州ミカンが転換さ

れている．

1991年に台風19号が山口県全域に記録的な被害を
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第14表　大島郡における温州ミカン生産の推移

（単位：ha,ｔ）

資料：中国四国農政局山口統計・情報センター資料による



残した．大島郡では落葉率70％以上の被害を受けた

園地は全体の31％に当たる556haで，そのうち

242haは枯死に至った．この時に導入された苗が青

島温州や大津４号などの高糖系品種であり，近年，

これらが結果樹に達したことから隔年結果が拡大し

ているのである．

なお，品質向上対策として不織布シート被覆によ

るマルチ栽培が1997年，99年の価格低迷を受けて急

増している．

ｂ　共販組織の変遷

大島郡では旧農協単位で選果場を運営し，それぞ

れの出荷組合単位で商標を有している．

1960年代後半に農業構造改善事業により大島郡内

には７選果場が整備された．カンキツ生産量の減少

にともない，1982年に東和町の選果場を１ヵ所に統

合し，現在の６選果場体制となった．

1993年には久賀農協，三蒲農協，周防大島農協，

沖浦農協，日良居農協，安下庄農協の６農協が合併

し，さらに2004年にマルトウ東和町農協との合併が

おこなわれ，山口大島農協が誕生した．しかし，現

在も出荷組織は旧農協単位に存続している．

1998年にマルトウ東和町農協西方選果場，翌99年

に山口大島農協久賀選果場に近赤外線を利用した非

破壊品質検査装置を搭載した選果機が導入された．

あわせて選果の省力化を図るためカメラで外観を測

定するカラーグレーダーを取り入れた．

選果機導入後は有利販売を展開するために糖度に

よる階級を定め，一定の糖度に達しないものは出荷

しない体制をとるようになった．特に高糖度を保証

した特選ミカンとしてマルトウ東和町農協は「夢

味」，山口大島農協は「島そだち」と命名し販売し

ている．

（３）産地の現状

ａ　農家と農業生産の現状

農産物の粗生産額は，1993年産が46億円であった

が，2002年産が30億円と10年前の65％にまで減少し

ている．第17図に示すように，そのうち約70％は果

実が占めているが，その果実産出額も1993年の30億

円から2002年の23億円まで減少した．

大島郡の作付延べ面積は1,929ha（2000年）で，

そのうち果樹が83％を占めている．第15表は2002産

カンキツ類の品種別栽培面積，生産量などを示して

いる．果樹栽培面積のうちほとんどをカンキツ類が

占めており，その内訳は温州ミカン81％，イヨカン，

ポンカンなどの中晩柑類19％となっている．温州ミ

カンのうちでは普通温州が78％を占めている．この

地域はカンキツ生産に特化しており，そのうちでも

青島温州や大津４号といった高糖系品種を中心とし

52 近畿中国四国農業研究センター研究資料　第４号（2007）

21

2004

第17図　大島郡農業における果樹の位置（2002年産）

資料：大島郡柑橘振興協議会・全農山口県本部『大島みかん産地再生プラン・21』，

2004年による．原資料は中国四国農政局山口統計・情報センター資料

注：（ ）内の数値は産出額（単位：百万円）を示している



た普通温州が多く栽培されている．

農業センサスによると大島郡内の総農家数は2000

年で2,877戸であり，５年前に比べて16.5％，10年前

に比べて約30％減少している．販売農家数は2000年

で1,631戸であり，そのうち専業農家は859戸（53％），

第１種兼業農家199戸（12％），第２種兼業農家573

戸（35％）となっている．

大島郡内の１農家当たり経営耕地面積は46.9ａと

零細である．また，５年前の48.1ａに比べてやや減

少している．また，65歳未満の農業専従者がいる世

帯の比率は15.9％で，５年前の33.2％に比べて大き

く減少しており，農家の高齢化が著しく進んでいる．

販売農家のうち同居の農業後継者がいる世帯の比

率は18.8％で，５年前の16.1％より少し上昇してい

るものの，実数では横ばいである．

ｂ　隔年結果の実態

第18図に山口県における温州ミカンの10ａ当たり

収量の推移を示した．大島郡の温州ミカン生産が栽

培面積で71％，収穫量で77％（ともに2003年産）を

占めていることから，この傾向が大島郡の単収変動

とみて問題はないと考えられる．

1975年以降の収量の変動をみると，1970年代後半

から80年代前半ではあまり大きな隔年結果による変

動はみられない．80年代後半から隔年結果は顕著に

みられるようになり，その後91年に台風害を受けて

から大きく収量が低下する傾向を示している．特に，

94年以降に隔年結果が激しくなった．先にも述べた

ように青島温州や大津４号といった高糖系温州の栽

培が増加したことに加えて，台風害や干害など自然

災害の発生によって収穫量の変動幅が大きくなって

いる．最近では収量が低下し単収の変動幅は小さく

なっている．

大島郡では青島温州などの高糖系温州の増加にと

もない隔年結果が問題となってきた．隔年結果対策

として隔年交互結実法が注目され，高品質化を目指

すマルチ栽培とともに普及が進められている．

ｃ　大島ミカン産地再生プラン

ここでは，産地の展開方向について大島郡柑橘振

興協議会と全国農協協同組合連合会山口県本部が作

成した『大島みかん産地再生プラン・21』註２）をも

とにみることにしたい．

現在，産地では，生産者の高齢化による担い手不

足，荒廃園の増加などが，また，技術的には，マル

チなどによる高品質生産の取り組みの遅れ，反当た

り生産量および販売量の急速な低下，隔年結果の増

大，高い大玉果比率などの問題点があげられている．

そして販売面では，販売量の減少による選果施設と

出荷組織の見直し，戦略商品づくりが課題となって

いる．

こうした問題点に対して樹園地の流動化や生産基

盤の整備を進めることはもちろんのこと，販売力を

強化するための出荷組織（選果場）の統合，商標

「大島みかん」への１本化，わけあり商品づくり

（完熟・越冬袋かけみかん），指定市場の集約などが

これからの方向として打ち出されている．

さらに，品種や技術面での方向をみると，山口県

オリジナルカンキツである「せとみ」「南津海」の

早期産地化，中生新系統の拡大，マルチ栽培（ミカ

ン栽培面積の30％を目標としている），完熟栽培の

拡大，高糖系温州ミカンの隔年交互結実栽培の拡大

が取り上げられている．

（辻　和良）
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第15表　大島郡におけるカンキツ類の生産状況（2002年産）

資料：大島郡柑橘振興協議会・全農山口県本部『大島みかん産地再生プラン・21』，2004年

注：６柑橘生産出荷組合のアンケート集計による



註および引用文献

註１）産地の沿革について，以下の文献を参考にし

た．

山口県果樹技術者協議会『山口県の果樹－そ

の産地形成過程－』，1976年，PP.１－７．山

口県果樹技術者協議会『山口県の果樹－産地

その後の変遷・21世紀の果樹農業－』，2000

年，PP.１－６．山口県中小企業診断協会

『平成15年度経営構造対策経営診断調査　大

島郡における柑橘選果場の将来ビジョン報告

書』，2003年．

註２）大島郡柑橘振興協議会・全農山口県本部『大

島みかん産地再生プラン・21』，2004年．

Ⅲ　結果（１）連年安定生産技術を

適用する園地・経営条件

１　隔年結果の原因と対策

これまで隔年結果の原因および是正対策に関する

研究は盛んに進められ，多くの成果が得られている

が，近年，温州ミカンの隔年結果性が強くなってき

た．その要因は，台風や少雨・干ばつなどによる樹

体の衰弱化，糖度向上のために過度の水ストレスを

樹体に付与，隔年結果の強い高糖系品種の増加，生

産者の高齢化により基本管理が不十分なことなどで

ある註1）．温州ミカン生産には，これらの生産環境

の変化に対応した連年安定生産技術の開発が求めら

れている．ここでは，温州ミカン生産農家への隔年

結果に関するアンケート調査の結果から農家の隔年

結果に対する意識や対応策について確認し，園地・

経営条件により適用すべき技術を提示することを目

的として，以下の３点について検討する．

① 隔年結果の発生実態，農家の隔年結果に対する

意識，実施している対応策など

②　隔年結果をもたらしている園地・経営条件

③　隔年結果に関する農家意識や対応策の産地間差異

なお，以下で述べる結果は「無回答」を除いて集

計した．

１）温州ミカン生産農家における隔年結果の実態

と意識

（１）隔年結果の実態

第19図に温州ミカンの全国レベルでみた反収の変

化を示した．最近では1995年以降に反収の変動が激

しくなってから2003年まで変動幅が縮小しており，

隔年結果は収束しているように思われる．ここから

は，アンケート結果から農家の隔年結果の実態につ

いて検討する．第20図に農家に隔年結果が目立つ園
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第18図　山口県における温州ミカンの10ａ当たり収量の推移

資料：農林水産省統計部『果樹生産出荷統計』各年版



地があるか質問した結果を示した．隔年結果が目立

つ園地を抱えている農家は全体の80.7％であった．

産地別にみると，砥部が68.4％で他の産地よりも低

い．この理由として，砥部では比較的隔年結果の少

ない極早生品種の割合が高いことが影響していると

考えられる．また，第21図に示した隔年結果の目立

つ園地の割合の分布をみると，全体では「２～４割」

との回答が37.2％と最も多く，次いで「４～６割」

（26.2％），「０～２割」（19.5％）の順であった．産

地別にみると，坂出に隔年結果が目立つ園地の割合

の高い農家が多い．

「2001年以前の10年間のウラ年」，「2001年以前の

10年間のオモテ年」，「2002年」，「2003年」における

露地温州ミカンの収量変動の推移から隔年結果の実

態について検討する．ここでオモテ年の出荷量に対

してウラ年の出荷量が20％以上増減する農家を「隔

年結果あり」，増減が20％未満の農家を「隔年結果

なし」とした．第22図に示した「2001年以前の10年

間」の結果をみると，全体で「隔年結果あり」が

62.9％を占めている．産地別にみると，坂出は「隔

年結果あり」の割合が79.7％で最も高く，砥部は

50.0％で最も低い．同様に最近2年間（2002年，

2003年）をみると，全体で「隔年結果あり」は

43.4％であり，産地別では坂出が55.3％で最も高く，

砥部が35.1％で最も低い．「隔年結果あり」は，過

去10年間に比べて最近２年間のほうが全産地で10～

25％程度減少しており，隔年結果は縮小傾向にある

と考えられる．
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第19図　反収からみた温州ミカンの隔年結果の状況（全国）

資料：果樹生産出荷統計各年版から作成した

第20図　隔年結果のめだつ園地の有無（単一回答・産地別）



第23図に2001年以前の10年間における出荷量の変

動率に比べて，最近２年間の変動率がどのように変

化したかを示した．最近の変動率が縮小した農家は

全体で52.8％であり，逆に，拡大した農家は27.5％

であった．産地別にみても大きな差はみられず，出

荷量の変動率が縮小した農家が多かった．つまり，

個々の農家においても隔年結果は縮小傾向にある．

最近２年間の「隔年結果あり」と「隔年結果なし」

の農家を経営指標別にクロス集計し比較した．なお，

経営指標として，「経営耕地面積」，「温州ミカン面

積」，「経営耕地面積に占めるカンキツの割合」，「経

営耕地面積に占める温州ミカンの割合」，「急傾斜地

の割合」，「経営主年齢」，「10ａ当たり農業従事日数」，

「10ａ当たりカンキツ労働日数」，「専業・兼業別」，

「樹齢（10年生未満，10～30年生，30年生以上）」，

「熟期による品種区分（極早生・早生・中生・普

通・高糖系）別比率」を用いた．このうち「隔年結

果あり」の農家割合に差がみられた経営指標につい

て第24図にまとめた．

「経営耕地面積」と「温州ミカン面積」をみると，
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第22図　隔年結果の著しい農家の割合の変化（産地別）

注：１）「隔年結果あり」とはオモテ年に対してウラ年の出荷量が20％以上

増減している農家を指している．

２）「過去10年」は「2001年以前の10年間」，「最近２年間」は「2002年，

2003年」をそれぞれ指している．

第21図　隔年結果がめだつ園地の割合（数値記入・産地別）

注：回答者には隔年結果がめだつ園地の割合を数値で記入してもらい項目ごとに集計した．
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第23図　農家の出荷量の変動の推移（産地別）

注：「2001年以前の10年間」のオモテ年とウラ年の出荷量の変動率に対する

「2002年」，「2003年」の変動率の変化をみた

第24図　経営指標別にみた隔年結果の著しい農家の割合



どちらも面積が小さいほど「隔年結果あり」の割合

が増加する．この理由として，大規模農家ほど適正

な管理を行っていることや樹齢，品種，樹種を分散

することで収量のばらつきを平準化しやすいことが

考えられる．

「急傾斜地」をみると，樹園地のうち急傾斜地が

50％以上を占める農家には隔年結果の著しい農家が

多い．急傾斜地は水はけがよく乾燥しやすいため樹

への水分ストレスが大きくなりやすいこと，労働負

担が大きく栽培管理や改植などの作業効率が悪いこ

となどが影響していると考えられる．

熟期による品種区分をみると，「極早生比率」が

50％未満の農家や「早生比率」が50％以上の農家は

「隔年結果あり」の割合が高い．極早生は，比較的

隔年結果が少ないためだと考えられる．早生につい

ては直接の原因は見当たらないが，クロス集計によ

り早生比率の高い農家の特徴についてみたところ，

「隔年結果あり」の割合の高い坂出の農家が55％を

占めていることや先に検討した経営耕地面積の小さ

い農家が多いことから，これらの影響により割合が

高くなっているものと考えられる．

「専業・兼業別」をみると，他の項目に比べて差

は小さいが，兼業農家で「隔年結果あり」の割合が

高い．兼業農家は労力不足になりやすいことや小規

模農家が多いことなどが影響していると考えられ

る．

以上についてまとめると，多くの温州ミカン生産

農家は，園地の一部に隔年結果の目立つ園地を抱え

ており，出荷量の変動からみた隔年結果が著しい農

家が現在43％を占めている．しかし，近年出荷量の

変動が縮小している農家が多く，隔年結果は縮小傾

向にある．ただ，経営耕地面積・温州ミカン面積が

小さい農家，急傾斜地が多い農家，極早生比率が低

い農家，早生比率が高い農家，兼業農家には隔年結

果の著しい農家が多い傾向がみられる．

（２）隔年結果是正の必要性

「2003年以前の過去10年間」，「2003年」，「2004年

以降」の各期間に，隔年結果の是正について「必要

ない（なかった）」，「どちらかといえば必要ない

（なかった）」，「どちらかといえば必要である（あっ

た）」，「必要である（あった）」の４つの選択肢から

回答を得た結果を第25図に示した．隔年結果の是正

が必要であると感じている農家（「どちらかといえ

ば必要である（あった）」と「必要である（あった）」

の合計）の回答率は，2003年以前の過去10年間

57.8％から2003年67.8％から2004年74.3％と，増加し

た．なかでも「必要である（あった）」の回答率の

増加が顕著であった（2003年以前の10年間23.4％→

2003年31.9％→2004年42.0％）．産地別にみても全産

地で隔年結果の是正が必要であると感じている農家

が増加していた．このことは，温州ミカン経営にお

いて，隔年結果是正の重要性が高まっていることを

示している．ただし，出荷量の増減からみると隔年

結果は縮小傾向にあり，将来に向けて隔年結果の是

正が必要であると感じている農家が増加しているこ

とと矛盾している．この理由として次のような点が

考えられる．

１つには，ミカン生産農家の収益性は，主に単価

の下落などにより現在低下しており（詳細は第16表

を参照），隔年結果により収穫量が減少すると，収

益性がさらに悪化する恐れがあるためと考えられ

る．２つには，ミカン生産では高品質化が求められ

ており，糖度向上のために樹に水分ストレスを与え

るので，樹への負担が大きくなり隔年結果を起こし

やすくなっているためである．

次に，隔年結果の是正が必要であると感じている

農家の特徴について検討する．2004年以降に隔年結

果の是正が必要であると感じている農家と感じてい

ない農家で経営指標別にクロス集計をおこなった．

それぞれの経営指標において区分された各農家群の

割合の差に最大５％以上差がみられた項目について

第26図に示す．

「温州ミカン面積」の大きい農家ほど，また，経

営耕地面積に占める「温州ミカン面積の割合」が高

い農家ほど是正が必要であると感じている．所得の

温州ミカンに対する依存度が高い経営ほど，経営を

安定させる意識から是正の必要性が高くなると考え

られる．

熟期による品種区分別にみると，「極早生比率」

が低い農家もしくは「普通比率」が高い農家で隔年
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結果の是正が必要であると回答している農家が多

い．これは，極早生温州は隔年結果が少ない品種で，

普通温州には隔年結果が著しい品種が多いためだと

考えられる．

以上のことから，隔年結果の是正が必要だと感じ

ている農家は多く，なかでも温州ミカンへの依存度

が高いほど隔年結果の是正が必要であると感じてい

る農家が多い．また，栽培する品種の持つ隔年結果

の程度により隔年結果に対する意識は異なる．

温州ミカン面積が小さい農家は，大規模農家に比

べて隔年結果の著しい農家が多いが，隔年結果の是

正に対する意識は低い．この要因については後に検

討する．
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第25図　隔年結果是正の必要性（単一選択・産地別）
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第16表　2001年以前の10年間のオモテ年・ウラ年，2002年・2003年の販売金額と単価（産地別）

第26図　経営指標別にみた隔年結果の是正が必要であると感じている農家の割合



２）隔年結果の原因と対策

（１）農家が考える隔年結果を助長する原因

第27図に隔年結果を助長する原因についての回答

を示した．全体では，「摘果が十分でないから」

（41 . 8％），「整枝・せん定が十分でないから」

（39.2％），「隔年結果しやすい品種だから」（33.5％），

「老木だから」（30.3％），「干（乾燥）害を受けやす

いから」（28.1％）が上位５つの項目である．この

うち４つは栽培管理に関する項目であり，農家は主

に栽培管理が十分でないことで隔年結果が助長され

ると考えている．

第17表に各産地における隔年結果を助長する原因

の上位5つを示した．全体で上位を占めた「摘果が

十分でないから」，「整枝・せん定が十分でないか

ら」，「老木だから」は，全産地で上位５つまでに含

まれている．「老木だから」については，老木（樹

齢30年以上の樹）比率が30％を超える４産地（中島

39.8％，金屋38.3％，橘33.6％，坂出31.8％）のうち，

橘を除く３産地で30％以上であり，老木比率が高い

ほど回答率が高い傾向にある．「隔年結果しやすい

品種だから」については，橘（53.4％），三ヶ日

（42.0％）で回答率が高い．これらの産地では，温

州ミカン栽培面積に占める高糖系温州（一般に隔年

結果しやすい品種といわれている）の割合が他の４

産地（砥部13.9％，坂出12.1％，金屋2.1％，中島

1.6％，数字は温州ミカン栽培面積に占める高糖系

温州の割合）に比べて高い（橘47.9％，三ヶ日

66.2％）ことが影響していると考えられる．栽培管

理に関すること以外では，「干（乾燥）害を受けや

すいから」の回答率が高いが，この項目の回答率が

高い産地は，中島（40.6％），坂出（38.9％），金屋

（34.9％），砥部（21.7％）である．一般に急傾斜園

は過度に乾燥しやすいといわれており，これら４産

地の急傾斜園の割合は，それぞれ59.3％，52.3％，

51.1％，48.6％であり，他の２産地（橘40.6％，三ヶ

日29.9％，数字は急傾斜園の割合）と比較して高い．

回答率も急傾斜園の割合が高いほど高い傾向があ

る．「風害を受けるから」については，中島

（29.7％），橘（22.9％）の回答率が高いが，これら

の産地が島にあり風の影響を受けやすいためと考え

られる．

隔年結果を助長する原因についてまとめると，農

家は，主として栽培管理が十分でないことにより隔

年結果が助長されると考えている．産地別にみると，

栽培管理に関する原因については共通の認識を持っ

ているが，他の原因については各産地の栽培品種，

園地条件などにより若干考え方に差が生じている．

（２）隔年結果是正対策

ａ　過去の隔年結果是正対策の実施状況

第28図に「2003年以前の10年間」における隔年結

果是正対策の実施状況を示した．全体では，「整
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第17表　産地別にみた農家が考える隔年結果を助長する原因（回答率上位５つ）
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第27図　隔年結果を助長する原因（複数回答・産地別）
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第28図　2003年以前の過去10年間に行った隔年結果是正対策（複数回答・産地別）



枝・せん定」（58 . 9％），「適量・適期の施肥」

（53.6％），「改植」（34.1％），「慣行摘果」（34.1％），

「間伐・縮伐」（31.6％）などとなっている．自然災

害に対する対策（「風害対策」，「寒害対策」，「干害

対策」）については，「干害対策」（22.1％）に取り

組む農家はいるものの全体としてあまり対策は行わ

れていない．近年開発された技術である「群状摘果」，

「樹冠上部摘果」，「隔年交互結実」，「後期摘果」は，

実施率がそれぞれ14.3％，11.6％，8.2％，17.4％で

あり，2003年以前はまだ普及していなかった．

次に，隔年結果是正対策の実施状況を産地別にみ

る．実施率の高い上位５項目（「整枝・せん定」，

「適量・適期の施肥」，「改植」，「慣行摘果」，「間

伐・縮伐」）の対策は，すべての産地で実施率が高

い．

三ヶ日は，「土壌改良剤・有機物の投入」（50.8％），

「葉面散布」（50.8％），「生育調整剤の利用」（32.8％），

「後期摘果」（23.0％），「樹冠上部摘果」（23.0％），

「風害対策」（16.4％）の実施率が他の産地に比べて

高かった．三ヶ日では，これまで「間伐」，「摘果」，

「改植」などに重点的に取り組んできた．また，高

糖系品種の「青島温州」が多いため，品種の特性に

あった技術を開発し，樹上３分の１摘果や樹上選果

に取り組んできた．現在「葉面散布」も三ヶ日の生

産重点項目である註２）．

金屋は，所得の向上策として隔年結果の是正を位

置づけ，「間伐」，「整枝・せん定」，「摘果」，「施肥」，

「かん水」，「ジベレリンの利用」，「改植」などを重

点的に取り組んできた註３）．

坂出は，隔年結果防止対策と樹勢強化対策として

中耕・ピートモスの施用，きめ細かいせん定，摘果

剤の利用による枝別部分摘果の実施，肥料の適期適

正施用などを重点項目としていた．また，「後期摘

果」や「隔年交互結実」の普及に努めている註４）．

砥部は，町が補助金を出し「改植」を進めてきた．

このため，樹齢10年生未満の割合が高い．また，

「後期摘果」の指導や夏肥の施用に力を入れてきた．

中島は，「生育調整剤の利用」（33.6％），「潅水対

策」（27.9％），「後期摘果」（21.7％），「群状摘果」

（19.7％）の実施率が他の産地より高かった．生産

方針のなかで，高品質果実生産のポイントとして

「土作り」，「間伐・縮伐」，「整枝・せん定」，「摘果」，

「かん水対策」，「改植」などをあげ，「樹冠上部摘果」

を隔年結果是正対策技術として位置づけている註５）．

橘は，「後期摘果」（22 .7％），「深耕・中耕」

（18.1％），「風害対策」（14.9％），「隔年交互結実」

（11.7％）の実施率がそれぞれ他の産地に比べて高

かった．「隔年交互結実」には2001年から取り組ん

でおり，今後もこれらの技術を積極的に普及する予

定である．また，密植園の間伐，夏肥・秋肥の施用

時期，施用量などの基本管理を徹底している註６）．

次に，Ⅲ－１－１）－（１）で検討した「隔年結

果あり」と「隔年結果なし」の両農家群で隔年結果

是正対策の実施率に差があるかクロス集計でみたと

ころ，「隔年結果なし」の農家の方が隔年結果是正

対策16項目中11項目の実施率が高かったが，実施率

の差は「施肥」で6.7％であったほかは５％以内と

わずかであった．そこで，先に検討した収量変動に

影響のある経営・園地条件としてあげられた「経営

耕地面積」，「温州ミカン面積」，「急傾斜地」，「経営

主年齢」，「熟期による品種区分（極早生・早生）比

率」，「専業兼業別」と隔年結果是正対策の実施との

関連をクロス集計により検討した．第29図にクロス

集計の結果，実施率に10％以上差が生じた項目を示

した．差がみられたのは，「土壌改良剤・有機物の

投入」「改植」，「間伐・縮伐」，「葉面散布」，「生育

調整剤」である．図示していないが，「深耕・中耕」，

「風害対策」，「寒害対策」以外でも差は小さいが同

様の傾向がみられた．第24図で検討した「隔年結果

あり」の割合の高い小規模農家や兼業農家は，隔年

結果是正対策の実施率が低い．つまり，隔年結果の

著しい農家には隔年結果是正対策を実施していない

農家が多いと考えられる．

ｂ　農家が考える隔年結果是正対策の効果

第30図に2003年以前に各対策技術を実施した農家

のうち，対策技術が隔年結果是正に「効果があった」

と回答した農家の割合を示した．「効果があった」

対策は，「隔年交互結実」（51.0％），「群状摘果」

（51.0％），「樹冠上部摘果」（47.8％），「整枝・せん
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第30図　農家が隔年結果是正に効果があったと考える対策

注：2002年以前の11年間に各対策を実施した農家のうち，その対策が隔年結果

是正に「効果があった」と回答した農家の割合を示している．

第29図　経営指標別にみた2001年以前の10年間における隔年結果是正対策の実施状況



定」（44.8％），「慣行摘果」（35.9％）などであり，

結実管理の項目が上位を占めている．また，「隔年

交互結実」，「群状摘果」，「樹冠上部摘果」といった

近年開発された技術に対する評価が高いことがわか

る．「改植」は，効果があったと回答した農家は

16.2％で低いが，この理由の１つとして，即効性の

ある対策ではないため，効果を実感しにくいことが

考えられる．

ｃ　今後の隔年結果是正対策の実施意向と対

策実施に影響する要因

第31図に2004年以降の隔年結果是正対策の実施の

意向を示した．2004年以降には，「整枝・せん定」

（60.7％），「適量・適期の施肥」（46.1％），「間伐・

縮伐」（34.5％），「改植」（30.3％），「慣行摘果」

（27.4％）などが実施される予定であり，過去にお

こなわれた対策と大きくは変わらない．個々の対策

技術の実施率を2002年以前と比較すると，「適量・

適期の施肥」，「慣行摘果」，「かん水対策」，「生育調

整剤の利用」の実施率が減少している．それに対し

て，「樹冠上部摘果」，「後期摘果」，「隔年交互結実」

といった近年開発された技術の実施率が高くなって

いる．

産地別にみると，全産地で「整枝・せん定」，「適

量・適期の施肥」，「間伐・縮伐」が上位を占めてい

る．近年開発された技術については，全産地でほと

んどの技術の実施率が過去に比べて高くなっている

が，特に，「樹冠上部摘果」は三ヶ日・金屋・坂

出・中島，「後期摘果」は坂出・砥部，「隔年交互結

実」は三ヶ日・橘で実施率が10％以上過去に比べて

高くなっている．これらの技術以外で過去より実施

率が高いのは，金屋では「改植」，「葉面散布」，坂

出では「整枝・せん定」，「葉面散布」，中島では

「間伐・縮伐」，「改植」，橘では「間伐・縮伐」であ

った．

次に農家の隔年結果の是正が必要であるという意

識が対策の実施に結びついているのかを検討する．

2004年以降に隔年結果の是正が「必要である」と回

答した農家と「必要でない」と回答した農家と2004

年以降の隔年結果是正対策の実施意向をクロス集計

したところ，「改植」以外の項目の差はわずかであ

った（図表省略）．農家にとって隔年結果の是正が

必要であるという意識は必ずしも対策の実施に結び

つくものではないと考えられる．

隔年結果を助長する原因に対する意識が今後の対

策実施に与える影響について検討する．第32図に隔

年結果を助長する各原因を回答した農家の2004年以

降の対策実施率が，農家全体の対策実施率より10％

以上高い項目を矢印で示した．図をみると，「整

枝・せん定が十分でない」→「整枝・せん定」，「老

木」→「改植」，「施肥が十分でない」→「適量・適

期の施肥」などだいたい原因と対策が一致している

ことが読み取れる．つまり，農家は隔年結果を助長

する原因に照応する対策を意識的におこなう意向が

強い．

第33図に「2003年以前」に実施した対策に「効果

があった」と回答した農家のうち，「2004年以降」

も「効果があった」対策を継続しておこなう意向で

ある農家の割合と，「2004年以降」の各技術の実施

率を比較した．対策技術に「効果があった」と回答

した農家が「2004年以降」もその対策技術を継続し

て実施する割合は「風害対策」と「寒害対策」を除

き50％以上と高く，全体と比較しても10～30％程度

高い．つまり，対策技術の効果は今後の対策実施に

大きく影響する要因となっている．

以上をまとめると，今後の隔年結果是正対策技術

の実施は，過去に実施した隔年結果是正対策と大き

くは変わらないが，「樹冠上部摘果」や「後期摘果」

といった近年開発された技術に取り組む意向は強

い．また，農家にとって隔年結果の是正が必要であ

るということだけでは対策の実施を促すわけではな

いこと，隔年結果を助長する原因に対する対策を意

識的に実施する農家が多いこと，農家が過去に実施

したなかで効果の認められた対策を継続しておこな

う意向が強いことがわかる．

３）隔年結果是正対策実施の問題点

第34図に農家が隔年結果是正対策を実施するとき

の問題点について質問した結果を示した．全体では

「是正しても期待する販売金額が得られない」

（55.6％），「手間が足りない」（46.7％），「販売単価
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三 ヶ 日 
金屋 
坂出 
砥部 
中島 
橘 
全体 
全体（過去10年間） 

回答率（％） 

第31図　2004年以降実施予定の隔年結果是正対策（複数回答・産地別）
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第32図　隔年結果を助長する原因に対する意識が今後の対策実施に与える影響

注：隔年結果を助長する各原因を回答した農家の2004年以降の対策実施率が全体の対策実施率

より10％以上高い項目を矢印で示した．

第33図　2004年以降の隔年結果是正対策の実施率

注：「効果があったと回答した農家」とは，隔年結果是正対策について「効

果があった」と回答した農家のうち，2004年以降も継続して対策を実施

する農家の割合を示している．



の見通しがつかない」（43.0％）が上位にあがって

いる．産地別にみても，三ヶ日を除く５産地でこれ

ら３つの問題点が上位を占めているが，「是正して

も期待する販売金額が得られない」と「販売単価の

見通しがつかない」は産地間で回答率に大きな差が

みられる．ここで第16表から各産地の販売額と単価

から各産地の１戸当たり販売金額をみると，三ヶ日

を除く５産地で最近２年間の販売金額は2001年以前

の10年間の販売金額よりも減少しており，販売金額

の小さい産地で販売金額の減少率が高い．また，単

価についてもほぼ同様の傾向があり，全産地で最近

２年間の単価は過去10年より低く，三ヶ日と坂出以

外の4産地では単価の減少率も高い．これらのこと

と「是正しても期待する販売金額が得られない」と

「販売単価の見通しがつかない」の回答率の関係を

みると，販売金額と単価が小さくこれらの減少率が

高い産地ほど回答率が高まる傾向にある．

問題点の上位３つ以外では「対策技術が難しい」

（26.9％），「気象の見通しがつかない」（26.7％）な

どがあげられている．「対策技術が難しい」につい

ては，三ヶ日の回答率が47.0％と高く，次いで橘

（36.4％），金屋（35.0％）の順となっている．三ヶ

日と橘は，隔年結果是正対策が未確立である高糖系

温州が主力品種であるため，回答率が高いと考えら

れる．「気象の見通しがつかない」については，先

に検討した隔年結果を助長する要因で「干害を受け

るから」，「風害を受けるから」などの気象要因の回

答率が高い産地ほど，これらの項目の回答率も高い

傾向がある．

第35図に「2004年以降に隔年結果是正の必要性」
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第34図　隔年結果是正対策を実施するうえでの問題点（複数回答・産地別）



に関する質問と「隔年結果是正対策を実施するうえ

での問題点」をクロス集計したものを示した．「手

間が足りない」，「対策技術が難しい」については，

隔年結果の是正が必要であると感じている農家ほど

回答率が高い．つまり，労働力不足，対策技術の難

しさが隔年結果の是正が必要であると感じている農

家特有の問題点であると考えられる．

次に，隔年結果の生じやすい農家が抱えている問

題点について検討する．「隔年結果是正対策を実施

するうえでの問題点」と経営・園地条件（専業・兼

業別，経営耕地面積など）でクロス集計をおこなっ

た結果から，項目間に10％以上差がみられた経営指

標について第36図に示した．

「第２種兼業農家」では「対策技術の情報がない

こと」や「対策技術が難しいこと」が問題となって

おり，なかには「対策をしても是正できそうにない」

という農家もいる．一方，「専業農家」では「単価

の見通しがつかない」ことが問題点となっている．

「経営耕地面積」や「温州ミカン面積」について

は，規模の大きい農家ほど労働力不足の農家が多い．

一方，小規模農家は「是正しても期待する販売金額

が得られない」ことや「対策技術が難しい」ことが

問題となっている．

経営耕地面積に占める「温州ミカン面積の割合」

についてみると，割合の低い農家は「手間が足りな

い」こと，「是正しても期待する販売金額が得られ

ない」こと，「販売単価の見通しがつかない」こと

が問題であり，割合の高い農家は「対策技術が難し

い」ことが問題となっている．

以上のことから，隔年結果是正対策を実施するう

えでの問題点は，主に温州ミカンの販売金額や単価

の下落による隔年結果是正に対する意欲の低下，労

働力不足などであると考えられる．特に，最近販売

金額や単価が低迷している産地においては，販売面

の問題が大きい．また，隔年結果の是正が必要であ

ると感じている農家は，労働力不足や対策技術が難

しいこと，隔年結果の生じやすい第２種兼業農家は，

対策技術の情報がないことや対策技術が難しいこ

と，また，小規模農家では期待する販売額が得られ

ないことによる意欲の低下，対策技術が難しいこと

が問題であり，対策実施の妨げになっている．
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第35図　隔年結果是正に対する意識による対策実施の問題点の差異



４）小括

まず，一つ目の検討課題である隔年結果の発生実

態，農家の隔年結果に対する意識，実施している対

応策などについてまとめる．温州ミカンの収量変動

は，統計上もしくは個々の農家をみても縮小傾向に

ある．しかし，ほとんどの農家は隔年結果の目立つ

園地を抱えているほか，温州ミカンの単価の下落に

より収益性が悪化していることもあり，農家の隔年

結果の是正が必要であるという意識は将来に向けて

高まる傾向にある．隔年結果を助長する要因は，主

に栽培管理不足によるものと考えられており，整

枝・せん定，施肥，改植，慣行摘果などを中心に是

正対策に取り組まれてきた．対策技術のなかでは，

「樹冠上部摘果」，「後期摘果」，「群状摘果」，「隔年

交互結実」といった近年開発された技術に対する評

価が高く，これまで取り組んできた対策に加え，今

後これらの技術に新たに取り組む農家が大幅に増加

すると考えられる．ただし，農家は隔年結果是正が

必要であると感じていても手間や技術の難しさなど

の問題があるため，必ずしも今後の対策の実施に結

びついていない．また，温州ミカンの価格低迷によ

り是正対策への取組み意欲も低下してきている．こ

のため，隔年結果是正技術には高品質化・省力・簡

便性といったことも求められている．そして，隔年

結果を助長する要因に対する対策を実施する意識が

高いことから，効率的に対策の実施を促すために園

地・樹体・土壌データにもとづく隔年結果助長要因

の診断システムと連携することが有効であると考え

られる．また，過去に効果があったと農家が感じて

いる対策については今後の継続率が非常に高く，開
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第36図　経営指標別にみた隔年結果是正対策を実施するときの問題点



発された技術の生産面・経営面の評価を農家に明確

に伝えることや農家の生産データを評価することよ

り対策技術の有効性を示すことが技術の普及にとっ

て重要であると考えられる．

次に，二つ目の検討課題である隔年結果をもたら

している園地・経営条件についてまとめる．隔年結

果を生じやすい経営のタイプには，小規模農家，兼

業農家，急傾斜地を多く抱える農家などがある．小

規模農家・兼業農家は大規模農家・専業農家に比べ

て隔年結果是正対策の実施率が低いことが隔年結果

を生じる誘因となっていると考えられる．対策の実

施率に差が生じる理由として，小規模農家は対策技

術が難しいことや販売金額の減少による対策実施意

欲の低下，第２種兼業農家は対策技術が難しいこと

や対策技術の情報がないことにより対策の実施意欲

が低下したためと考えられる．これらの農家には，

対策技術に利便性，簡便性が求められるほか，技術

の広報・普及活動が重要となる．また，隔年結果是

正とともに単価向上のため，高糖度化のような高品

質生産が可能な技術が求められている．一方，大規

模農家は，隔年結果是正対策の実施率が高いが，労

働力が不足している農家が多く，省力的で簡便な対

策技術が求められる．急傾斜地を多く抱える農家は，

園地の水はけがよく土壌が乾燥しやすいため樹への

水分ストレスが大きくなりやすいこと，栽培管理や

改植などの作業効率が悪いことなどが隔年結果を助

長していると考えられるため，園地改造や省力・軽

労化技術の導入により作業効率を上げることが必要

である．

最後に三つ目の検討課題である隔年結果に関する

農家意識や対応方向の産地間差異についてまとめ

る．隔年結果の実態を産地別にみると，隔年結果の

著しい農家の割合は，砥部で若干少なく坂出で若干

多いほかはあまり差がなく，全産地で割合が減少傾

向にある．しかし，隔年結果の是正が必要であると

考えている農家は全産地で増加している．この理由

については先に検討したとおりである．隔年結果を

助長する原因については，栽培管理項目は共通であ

るが，産地の栽培品種や園地・気象条件により意識

する原因が微妙に異なっている．たとえば，高糖系

品種の割合の高い三ヶ日や橘では他の産地より品種

を原因として強く意識しているといったことであ

る．また，隔年結果是正対策についてみると，整

枝・せん定や施肥などの主な対策は共通している

が，産地の生産方針により実施率が異なる．特に，

新技術の導入は産地の方針により普及の速度が大き

く異なっている．大筋では隔年結果の実態，原因，

是正対策はどの産地もよく似た傾向を示している．

しかし，産地の栽培品種や園地・気象条件などによ

り微妙な差がみられるため，こうした諸条件を考慮

したうえで是正技術の導入がおこなわれるべきであ

る．

（熊本昌平）
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２　温州ミカン栽培農家の経営対応

ここでは，温州ミカン栽培農家がこれまでおこな

ってきた経営改善策について明らかにするととも

に，これからの温州ミカン栽培農家の経営改善の方

向について検討する．

１）温州ミカン栽培規模の変化

第18表は，温州ミカン栽培農家に2003年以前の10

年間における温州ミカン栽培面積の変化をたずねた

結果を示している．回答のあった農家のうち58％が

変化があったと回答している．栽培面積が「変わっ
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た」との回答率が最も高かったのは，橘の64％であ

った．次いで高かったのは，砥部（63％），中島

（58％），金屋（50％），坂出（50％）の順で，三ヶ

日（49％）が最も低かった．

農家の温州ミカン栽培規模の変化の方向は「増加」

よりも「減少」した農家の方が圧倒的に多い．露地

栽培の規模の変化をみると，変化した面積について

回答のあった農家のうち，「増加」していたのは全

体の23％で，77％の農家は「減少」していた．「減

少」農家の比率が最も大きいのは砥部（87％）で，

次いで坂出（86％），橘（82％），中島（74％），金

屋（67％），三ヶ日（39％）の順であった．三ヶ日

だけが「増加」した農家の方が多く，規模拡大が進

んだ．

このように全国的にみても，温州ミカンの栽培面

積は減少傾向にある．特に，オレンジとオレンジ果

汁の輸入自由化が進められた1980年代後半以降，産

地ではこれまでにない規模で他のカンキツ類への転

換やカンキツ類以外の果樹への転換，果樹以外の作

物への転換，廃園化が図られた．最近10年間で拡大

農家が少なく，減少農家が多いのはそのためである．

また，最近の食生活の変化，食の簡便化，外部化が

進むなかで，生鮮果実の消費量は全体に減少傾向が

続いている．しかも，90年代のバブル経済崩壊以降

の不況期にあって温州ミカンの価格は低迷した．ま

た，量販店が中心となった小売市場において，多様

化した消費者ニーズに応えるために，差別的仕入戦

略として「こだわり商材」のブランド化が求められ

るようになった註１）．ミカン産地はこうした量販店

のニーズに対応してロットの大型化や高品質化，栽

培や選別方法による差別化を一層進めたが，これら

に対応可能な産地・農家とそうでない産地・農家の

間で栽培規模の変動に差が生じたものと考えられ

る．

２）最近10年間の経営改善対策の特徴

第37図は，温州ミカン作農家が2003年までの10年

間に取り組んできた経営改善対策を示している．農

家がこれまでに取り組んだ経営改善対策で主なもの

は，「温州から温州への品種更新」，「温州以外のカ

ンキツへの品種転換」，「温州ミカンの面積拡大」，

「モノレール導入」，「マルチ栽培の導入・拡大」，

「作業道導入」，「特別摘果実施」，「変動費の節約」，

「スプリンクラー導入」，「園地を借りる・購入」，

「防除用の機械導入」などである．

こうした経営改善の取り組みを産地別に示したの

が第38図である．最近10年間の経営改善の取り組み

には産地間で大きな差がみられる．特徴のある取り

組みについてみると，次のような点が指摘できる．

「温州から温州への品種更新」はどの産地でも指

摘率は高いが，特に三ヶ日で67％と高く，逆に砥部

と中島でともに32％と低い．砥部と中島では「温州

以外のカンキツへ転換」が，それぞれ32％，35％と

他の産地に比べて高い．また，「温州ミカンの面積

73室岡ら：ミカン農家の意識調査

第18表　2003年以前の10年間における温州ミカン栽培面積の変化

注：１）（ ）内の数値は回答数を示す．

２）増加農家と減少農家の数値のうち，比率は変化した面積の回答のあった農家数に対するそれぞれの比率

を，増加面積と減少面積はそれぞれの変化のあった面積の平均値を示している．



拡大」は三ヶ日で指摘率が40％と高い．このように

三ヶ日では温州ミカンに特化する取り組みが図ら

れ，愛媛県の産地ではイヨカンなどの中晩柑類への

転換が図られた．

また，三ヶ日では「作業道導入」や「マルチ栽培

導入・拡大」，「防除用機械の導入」，「園地を借り

る・購入」，「雇用労働力の導入・増加」に対する指

摘率が他の産地に比べて高い．三ヶ日では温州ミカ

ンに特化するなかで，省力化や規模拡大が進められ

るとともにマルチ栽培などの集約化も図られたもの

と考えられる．また，これらの経営改善策は第39図

に示すように農家の意向では効果のあった取り組み

として評価されている．特に，「マルチ栽培」と

「防除用機械導入」については経営改善効果がみら

れたとする農家が多い．

これら以外に特徴的な取り組みをみると，金屋と

中島で「モノレール導入」と「スプリンクラー導入」

の指摘率が他産地に比べて高い．これらは急傾斜地

が多い産地で取り組まれ，経営改善効果がみられた

ことを示している．

３）今後の経営改善の方向

第40図は2003年までの10年間に経営改善に取り組

んだ農家が今後，どのような経営改善に取り組もう

としているのかを示している．マイナスで「取り組

みに消極的」として示しているのは，2003年までの
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第37図　2003年以前の10年間に取り組まれた経営改善策（全体）
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第38図　2003年までの10年間に行った経営改善対策（産地別）
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第39図　効果のあった経営改善対策（産地別）



取り組みに回答がみられたが，2004年以降の取り組

みとしての回答がみられなかったものを示してい

る．また，2004年以降も取り組みが継続されるもの

や新たに取り組まれるものをプラスの部分に積み上

げている．この図をみると，今後農家は品種更新や

面積拡大などといった「経費のかかるもの」や「規

模拡大に関わるもの」，スプリンクラー・モノレー

ル導入などの「既に取り組み済みのもの」などには

消極的である．これまで以上に取り組みが増加する

のは，変動費や固定費の「費用の節約」，「出荷期間

の前進化・期間延長」，「遊休地拡大」，「消費者への

直売」，「特別栽培」，「マルドリ導入」などである．

第41図は，こうした今後の経営改善の取り組みを

産地別に示した．「マルチ栽培の導入・拡大」とい

った高品質化の取り組みはどの産地でも指摘率は高

いが，三ヶ日が特に高い．また，「作業道の導入」，

「スプリンクラーの導入，「防除用機械の導入」など

の省力化の取り組みや「園地を借りる・購入」，「温

州ミカンの面積拡大」といった規模拡大の取り組み

に対して三ヶ日の指摘率が他の産地に比べて高い．

また，同町では「雇用労働力の導入・拡大」にも積

極的な農家が多くみられる．

「温州以外のカンキツ類へ転換」は三ヶ日を除く

産地で指摘率が高いが，これまでも中晩柑類への転

換に取り組んできた砥部と中島の指摘率が特に高

い．「温州から温州へ品種の更新」も第37図や第38

図でみたこれまでの指摘率ほども高くはないが，今

後の取り組みとしてもほとんどの産地で指摘率が高

くなっている．そのうちでも，坂出，金屋，三ヶ日

の指摘率が高い．これらの産地は，産地全体が青島

温州や大津４号，小原紅早生などの特徴ある品種へ

の転換を志向しているものと考えられる．

「温州以外の果樹栽培」への転換を指摘した農家

は，中島と砥部に多くみられる．これまでにも砥部

では，ウメやカキ，キウイなどの落葉果樹を導入し

ている．
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第40図　経営改善対策の今後の取り組み意向（全体）

注：室岡順一の作図による
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第41図　今後取り組む経営改善対策（産地別）



「出荷時期を前進・出荷期間を延長」する取り組

みは三ヶ日と中島で，「消費者に直接販売」は坂出

と中島で，他産地に比べて指摘率が高くなっている．

このように産地間で今後の経営改善に対する意向

は微妙に異なっているが，おおむね温州ミカン作農

家の今後の経営対応は，これまで取り組んだ品種の

更新・転換や省力化に加えて，低コスト化，高品質

化，販売対応の工夫などを目指しているといえる．

こうした今後の取り組みについて経営規模間の意

向の差をみるため，経営耕地200ａ以上の大規模農

家層と100ａ未満の小規模農家層の指摘率の差を第

42図に示した．高齢者・兼業農家が多い小規模層に

比べて，専業農家が多い大規模層ほど品種・品目の

転換やマルチ栽培導入による高品質化，作業道やス

プリンクラー導入などの省力化，雇用労働の導入な

ど，多くの取り組みで積極的な対応を希望する経営

の比率が高い．

４）小括

三ヶ日では，青島温州などの高糖系温州を中心と

した栽培に特化したが，愛媛県の中島や砥部など多

くの産地で，イヨカンやネーブルなどの中晩柑類へ

の転換，キウイなどの落葉果樹への転換，廃園化が

進められた．全体でみても温州ミカンの栽培面積が

減少した農家の比率が高い．

農家がこれまで取り組んできた経営改善対策は，

温州ミカンの品種の更新，中晩柑類への転換，省力

化などが中心であった．今後，農家は，品種更新や

面積拡大などといった「経費のかかるもの」や「規

模拡大に関わるもの」，スプリンクラー・モノレー

ル導入などの「既に取り組み済みのもの」などには

消極的である．今後，農家は，これまで取り組んで

きた品目・品種の転換，省力化などに加えて，低コ

スト化，高品質化，販売対応の工夫などを目指して

いる．専業農家が多いとみられる大規模農家層でこ

れらの取り組みに対する意向が強く，積極的な対応

が多くみられ，特に収益性に関わる高品質化，品種

更新，販売方法などで小規模層との差が大きい．

（辻　和良）

註および引用文献

註１）細野・辻は，量販店が果実小売市場での販売

シェアを拡大した1990年代後半から現在まで

を「川下主導再編期」として時代区分し，こ

の時期には川下ニーズにいかに対応するかが

産地維持を実現する最も重要な条件であると

79室岡ら：ミカン農家の意識調査

第42図　大規模農家層と小規模層の経営改善に対する今後の取り組み意向の差異

注：１）大規模層とは経営耕地200ａ以上，小規模層とは100ａ未満の農家を指している．

２）「大規模層と小規模層の指摘率の差」とは，大規模層の指摘率－小規模層の指摘率を示している．したがってマイナス

となるのは小規模層の指摘率が高いことを示す．

３）「全体」とは回答農家全体の今後の取り組み意向を示している．



している．細野賢治・辻和良「川下主導再編

期におけるミカン生産・販売対応の課題」，

「農業経済論集」第55巻第2号，PP.37－49，

2005．

Ⅳ　結果（２）連年安定生産技術に

おける生産・経営目標

１　隔年結果の是正で農家が期待する生産方向

１）はじめに

前章「Ⅲ　結果（１）連年安定生産技術を適用す

る園地・経営条件」では隔年結果の実態，取り組ん

でいる是正策を検討した．それでは新たな是正技術

を導入した結果，農家が期待する是正の効果とは何

であろうか．そのことを解明するに当たり，以下の

仮説を立てた．本報告では，隔年結果が農業経営を

不安定にしていることを前提としている．経営が不

安定となることを収益が不安定となると言い換える

と，隔年結果の是正によって農家が期待する効果と

は収益の安定である．

収益を安定させるには，単価を上げる，生産性を

上げる，生産費を下げるなどの対応がある．新たな

是正技術の導入は，品質の向上・安定の効果，規格

を平準化することによる単価上昇効果，収穫量・出

荷量を上げることによる生産性向上の効果が期待で

きると考えられる．

本節では，隔年結果が是正された場合，それにと

もない，収益の向上・安定のために農家が期待する

諸効果（ここでは生産方向と総称する）を明らかに

する．農家が期待する生産方向は第19表で示した質

問群に対する回答の傾向から明らかにする．なお，

出荷量や販売金額，単価など定量的な目標について

は次節「２　温州ミカン作農家の経営目標設定－販

売金額・単価目標を中心に」で検討し，本節では生

産方向に関わる農家意識の検討に限定する．

なお「無回答」を除いて集計している．

２）農家が期待する生産方向

ここでは前掲第19表の質問ごとの単純集計によっ

て全体の回答傾向を検討する．第43図は，質問「オ

モテ年とウラ年でばらつきがあるために経営に影響

が出る」ことの単純集計の結果であり，オモテ年と

ウラ年とのばらつき（隔年結果）と経営との関わり

をみようとしたものである．上位にあがった選択肢

は「収穫量」56.9％と「単価」53.6％である．半数
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第19表　農家が期待する生産方向に関する質問一覧



に至らないが「出荷量」46.0％が続く．このことか

ら，農家は，隔年結果を収穫量，単価，出荷量のば

らつき，すなわち上下動によって農業経営（収益）

を不安定にしていると考えていることがわかる．続

いて収穫量，単価，出荷量の上下動を改善するため，

「経営改善のためにしたいこと，続けたいこと」は

何かを質問した．その結果が第44図である．上位の

選択肢は，「糖度を上げる」56.9％，「バランスのと

れた糖／酸比にする」51.4％である．隔年結果が農

業経営に影響を与えているのは収穫量，単価，出荷

量の上下動であった．一方，農業経営の改善のため

農家がしたいこと，続けたいことは，「収穫量を増

やす」といった量に関わることではなく，糖度向上

や糖・酸比という食味面での品質改善に関わること

である．

果たしてそのような解釈でよいのかを第45図で確

認する．この図は，第43図での各選択肢の回答者が，

第44図のどの選択肢を主に選んでいるかを単純化し

て表したものである．第45図の左が「オモテ年とウ

ラ年でばらつきがあるために経営に影響が出る」こ

81室岡ら：ミカン農家の意識調査

第43図　表年と裏年でばらつきがあるために，経営に影響が出るのはどれか？（複数選択）

第44図　経営改善のためにしたいこと，続けたいことは何か（複数選択）



と，右が「経営改善のためにしたいこと，続けたい

こと」である．図の左の選択肢を選んだ者のうち，

半数以上が図の右の選択肢も選んでいた場合，左右

の選択肢同士を矢印で結び，矢印で結んだ選択肢は，

回答者が重複していることを意味する．たとえば，

図の左の「収穫量」を選択した者の半数以上は，経

営改善のために「バランスのとれた糖・酸比」と

「糖度を上げる」を選択している．また，質問「経

営に影響が出る」ことの全選択肢の回答者が，経営

改善のために「糖度を上げる」と「バランスのとれ

た糖・酸比」を選択している．経営に影響が出るこ

ととして「収穫量」を選択した者のうち，経営改善

のために「収穫量を増やす」を選択したのは20.3％

程度にとどまる．隔年結果が農業経営に影響を与え

ているのは，収穫量，単価，出荷量の上下動であっ

たが，経営の改善のためにしたいこと，続けたいこ

とは「収穫量を増やす」といった量に関わることで

はなく，糖度向上や糖・酸比という食味面での品質

改善に関わることであるといえる．このことは，隔

年結果の是正技術によって収穫量や出荷量の上下動

が縮小されたとしても，経営全般の改善のために食

味面の品質向上を重視している以上，その面での効

果も伴わなければ，是正技術は期待するほど導入し

ないのではないだろうか．そのことは，前章の中で

是正対策を実施するときの問題点の上位に「是正し

ても期待する販売金額が得られない」（55.6％で第

１位）と「販売単価の見通しがつかない」（43.0％

で第３位）があがっていたことからもうががえる．
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第45図　経営に影響が出ること（左）と経営改善のためしたいこと（右）との関係

注：図中の矢印は，経営に影響を与えているものとして「収穫量」を選択した者の中で，半数以上が

選んだ経営改善のためにすることと選んだのが「糖度を上げる」と「バランスのとれた糖/酸比」

であることを示す．



換言すれば，農家が期待する技術とは，食味面の品

質向上を伴う是正技術であるといえる．

次に，経営改善の点で農家が強く意識している収

穫量・出荷量と品質との関係について「はい」，「い

いえ」，「わからない」の３者択一式の一連の質問群

によって，よりくわしく検討する．質問は，第46図

に示した①から⑥までの６つである．まず①「経営

改善のために収穫量・出荷量を増やしたいか」とい

う量の増加に関する意向については，「はい」が

37.0％，「いいえ」が51.4％であった．半数が量の増

加を望まないが，一方４割近くが量の増加を考えて

いる．②「収穫量・出荷量のばらつきをなくしたい

か」は91.7％が「はい」である．ほぼ全回答者が収

穫量の変動を押さえたいと考えている．次の③で，

①と②の質問「収穫量・出荷量を増やす」こと，

「収穫量・出荷量のばらつきをなくす」ことのどち

らを重視するかを質問をした．「収穫量・出荷量を

増やす」が4.2％にとどまるのに対し，「ばらつきを

なくす」が88.3％と，量については増やすことより

も安定させることを優先する．

単価・品質についても上と同じ質問形式で④～⑥

の質問をおこなった．すなわち，④「単価・品質を

上げていきたいか」という品質の向上に関する意向

については「はい」が95.5％，「いいえ」が1.5％で

あった．⑤「単価・品質のばらつきをなくしたいか」

も「はい」が94.3％であった．そこで，これら２つ

の質問「単価・品質を上げていく」と「単価・品質

のばらつきをなくす」ことを並べ，どちらが重要で

あるかを⑥で質問をした．「単価・品質を上げてい

く」が30.0％なのに対し，「単価・品質のばらつき

をなくす」が64.7％と，品質を上げることよりも品

質を安定させる方を相対的に優先した．以上のこと

から，農家は経営全般の改善のためには収穫量・出

荷量の面，単価・品質の面ともにばらつきを是正す

ること，すなわち安定させることを志向していると

いえる．ただし，収穫量・出荷量を増やしたい者が

４割程度，単価・品質は向上させる方を優先する者

が３割程度いることは留意する必要がある．

それでは，どのような栽培方法で収穫量・出荷量，

単価・品質の両方の安定を実現しようとしているの

か．アンケートでは「もし，あなたが露地温州ミカ

ンの収穫量や品質を安定させるなら，どのような方

法を採用しますか」と仮定の質問をして，大きく３

つの選択肢を提示した．１つ目は「連年安定結実」

で，アンケートでは「樹ごと，園地ごとの結果を毎

年一定させる」方法と補足説明を付けている．２つ

目は「隔年交互結実」で「樹ごと，園地ごとに結果

させる年と結果させない年を交互に繰り返す」方法

であると説明している．３つ目は「慣行バランス」

で「樹齢，品種，樹種の編成で収穫量のバラツキを

なくす」方法であると説明している．この最後の

「慣行バランス」は，剪定・整枝による連年安定結
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第46図　量の増加・安定，品質の向上安定に関する意向

注：回答率は選択肢「わからない」も含んだ集計結果．



実を目指す栽培で生産者が慣行的に行ってきた栽培

管理技術を含意している．前章では，これまで農家

は「慣行バランス」中心に是正対策に取り組んでき

たことを明らかにしている．

結果は，第47図で示したように「連年安定結実」

のみを選択した者が32.9％，他の選択肢も組み合わ

せて「連年安定結実」も選択した者が52.0％と，

「連年安定結実」が最も多い．ただし「隔年交互結

実」，「慣行バランス」もそれぞれ単独で２割ずつを

占めており，また回答者全体の１／４は複数の栽培

方向を同時に選択している．これは回答者全体の回

答傾向が特定の栽培方向に集中していないことを示

す．また，園地や品種ごとに栽培方法を使い分ける

農家があることをうかがわせる．言い換えれば，基

本的な栽培管理を徹底することで隔年結果を是正す

る「慣行バランス」だけで隔年結果を是正する段階

から，隔年結果の是正そのものを主目的として近年

開発された技術を含む「連年安定結実」や「隔年交

互結実」などを組み合わせていく段階に移行しつつ

あるのではないかと考えられる．

３）農家が期待する生産方向に関係する属性・グ

ループ

前項では，農家が期待する生産方向について回答

者全体の回答の傾向を検討した．ここでは農家が考

える生産方向を説明する要因として第20表に示した

属性やグループを取り上げる．これらの属性やグル

ープを取り上げたのは，農業への依存の度合い，温

州ミカン作の面積規模，温州ミカン作への依存の度

合いが，隔年結果との関わりの強さを表す指標とな

り得ると考えたためである．本項では第20表に掲げ

た属性・グループと前掲第19表の質問とをクロス集

計し，独立性のχ２乗検定をおこなって１％確率で

有意差があること，しかも選択肢の中に全体平均よ

りも10％以上の回答差がある選択肢を含んでいるク

ロス集計の結果を逐次検討することとする．

質問「オモテ年とウラ年でばらつきがあるために
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第20表　農家が期待する生産方向と関係する要因
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第47図　収量・品質を安定させる栽培方向（複数選択）

注：１）選択肢「その他」を除いた集計結果

２）（ ）内の数値は重複部分を分けて集計した値



経営に影響が出ること」と有意差があった属性・グ

ループは，「産地別」および「販売金額の中で温州

ミカンが占める順位」の２つであった．産地別のク

ロス集計結果が第48図である．選択肢ごとに最大・

最小の回答率も示した．図中で産地名を明記してい

るものは，全体平均と10％以上の回答差があった産

地である．三ヶ日の回答が他の産地と異なっている．

すなわち「収穫量」「階級」「等級」の回答率が全体

平均よりも10％以上高く，逆に「単価」「生食／加

工割合」の選択肢が全体平均よりも10％以上低い．

三ヶ日の主力品種は，隔年結果性が強い高糖系の品

種「青島温州」であり，その意味で「収穫量」への

関心が高く，また単一の品種が産地の主力である点

で「階級」と「等級」への関心が高いのではないか

と考えられる．

「販売金額の中で温州ミカンが占める順位別」に

クロス集計したものが第49図である．回答差があっ

たのは，単純集計で上位にあがった３つの選択肢

「収穫量」「出荷量」「生食果／加工果の割合」であ

る．温州ミカンの販売金額の順位が３位以下の農家

は，１位，２位の農家と比べて収穫量，出荷量への

回答率が低くなっている．当然のことであるが，農

業所得の中で占める温州ミカンの比重が小さい農家

は，他の作目が収益の柱であるため，隔年結果への

関心が低く，経営問題としてあまり強く受け止めな

いと解釈できる．

質問「経営改善のためにしたいこと，続けたいこ

と」と有意差があったのは「産地別」であった．そ

の結果を前掲第48図と同様の形式で第50図に示し

た．三ヶ日の回答が他の産地と異なっている．すな
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第48図　収益に影響を及ぼす要素（最大・平均・最小別，産地別）

第49図　収益に影響を及ぼす要素

（販売金額の中で温州ミカンが占める順位別）



わち「階級（玉ぞろえ）」「外観をよくする」といっ

た選択肢が全体平均よりも10％以上高い．逆に「糖

度を上げる」「生食果を増やす」の選択肢が全体平

均よりも10％以上低い．三ヶ日の場合，高糖系温州

の品種「青島」に特化しているため，この品種の秀

品性および品種特性に関心が集まると考えられる．

次に量と品質に関する一連の質問群の中で，質問

「収穫量・出荷量を増やしたいかどうか」は「産地

別」との間に有意差があった．その結果が第51図で

ある．全体平均と10％以上の差があったのは三ヶ日

と橘である．どちらも温州ミカン専作地域であるが，

三ヶ日の方は，増やしたい者の割合（52.2％）が増

やしたくない者（40.3％）を６産地中唯一上回って

いる．これは「Ⅲ－２　温州ミカン栽培農家の経営

対応」で，三ヶ日町の栽培農家が「園地を借りる・

購入する」，「温州ミカンの面積拡大」といった規模

拡大の取り組みに他の産地に比べて高いことと同じ

である．一方，対照的なのが橘である．橘は収穫

量・出荷量を増やしたいと思う者が全体よりもいっ

そう少数になっている．主力品種は三ヶ日が「青島

温州」，橘が「青島温州」，「大津４号」とどちらも

高糖系温州の品種である．温州ミカンが中心で品種

も類似している三ヶ日と橘との間の違いは，農業従

事者である．橘の家族労働力数は，平均1.7人と２
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第50図　経営改善のためにしたいこと，続けたいことの

（最大・平均・最小別，産地別）

第51図　収穫量・出荷量を増やしたいか？（産地別）

注：回答率は選択肢「わからない」も含んだ集計結果．

三
ヶ
日



人か１人の家族労働力である註１）．一方，三ヶ日は，

平均2.8人と多い．労働力の多少が農家の規模拡大

の意向を条件づけている．

さて，「収穫量・出荷量を増やす」ことと「収穫

量・出荷量のばらつきをなくす」ことのどちらが重

要であるかという質問は，隔年結果を是正する必要

性についての質問と有意差があった．その結果が第

52図である．単純集計では，89.0％の農家が「ばら

つきをなくす」方を選んだ質問であるが，是正の必

要はないと考える農家は「ばらつきをなくすこと」

の選択が減り，「過去の年より増やすこと」の選択

が多くなる．ただし，このことは，全体平均との相

対比較であって，是正の必要はないと考える農家

（その割合は全回答者の9.7％）であっても，そのう

ち約７割がばらつきをなくすことを選択している．

このことは隔年結果を是正することの要不要とは別

に，農家は一般的に量の増加よりもばらつきをなく

す方を優先しているのではないかと解釈できる．

単価・品質を「上げる」ことと「ばらつきをなく

す」ことのどちらが重要であるかという質問も，隔
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第52図　収穫量・出荷量は，増やすこととばらつきをなくすこと，

どちらが重要か？（隔年結果の是正の必要性別）

注：回答率は選択肢「わからない」も含んだ集計結果．

第53図　単価・品質は，上げることとばらつきをなくすこと，

どちらが重要か？（隔年結果の是正の必要性別）

注：回答率は選択肢「わからない」も含んだ集計結果．



年結果を是正する必要性についての質問と有意差が

あった．その結果が第53図である．全体平均では，

単価・品質を上げる方が３割，ばらつきをなくす方

が６割の割合で分かれていた．しかし，是正する必

要はないと考える農家は，両者の割合がほぼ同じに

なる．是正を必要としない農家ほど，ばらつきをな

くすことよりも単価・品質を上げる割合が大きくな

る．ただし，是正する必要はないと考えつつも，そ

れでも半数近くはばらつきをなくすことを志向して

いる点では，やはり隔年結果を是正することの要不

要とは別に，一般的に品質のばらつきをなくす方を

優先しているのではないかと解釈できる．

最後に，収量・品質を安定させる栽培方向につい

ての質問は，「産地別」，「販売金額の中で温州ミカ

ンが占める順位別」，「隔年結果がめだつ園地の有無

別」，これら３つと有意差があった．その結果をま

とめたものが第54図である．図には最も回答率が高

い選択肢名とその回答率を示した．産地別では，坂

出と橘のみ，隔年交互結実が最も多い．他の産地，

瀬戸内海で橘と隣接する中島も連年安定結実が最も

多い．坂出と橘は，ＪＡや共同選果場が生産方針に

隔年交互結実法を掲げているので，農家意識もその

方針に照応している．ただし，どの産地も単一の生

産方向に回答が集中しているわけではない．温州ミ

カンの販売金額の順位が３位の農家は隔年交互結実

が多いが，他の選択肢は連年安定結実が最も多い．

慣行バランスへの選択が最も少ないことから，樹齢

や品種，樹種のバランスで隔年結果を是正する段階

から，是正そのものを主な目的とした栽培方法を組

み合わせていく段階になったといえる．

４）小括

本節は，隔年結果の是正にともない農家が期待す

る生産方向を複数の質問群の回答傾向から検討し

た．その結果，隔年結果によって収穫量，単価，出

荷量が上下動し，経営を不安定にしていると農家は

考えていた．一方，経営（収益）全般を改善するた

め，農家がしようとしていること，続けようとして

いることは果実の「糖度を上げること」「バランス

のとれた糖・酸比」という食味面の品質向上であっ

た．隔年結果の是正によって期待する販売金額を得

るため，販売単価の見通しをつけるためには，収穫

量や出荷量の上下動の縮小だけにとどまらず，食味

面の品質向上も伴う是正技術が必要となる．

次に，量と品質に限定した経営改善に関する質問

群の検討から，農家は収穫量・出荷量とともに，単

価・品質の面でもばらつきを是正すること，すなわ

ち，安定させることを期待していることが明らかと

なった．ただし，ばらつきを是正する栽培方向につ

いては，仮定として提示した３つの方法のうち，連

年安定結実が最も多かったものの，この方法に回答

が集中しているわけではなかった．

農家が期待する生産方向を説明する要因として，

いくつかの属性・グループを取り上げ，生産方向に

関する質問と属性・グループとのクロス集計によっ

て関係の強さを検討した．質問と属性・グループと

の全体関係をまとめてみたのが第55図である．

この図から以下の点がいえる．第一に「産地別」

が生産方向に関する４つの質問と有意差があった．

特に，質問「オモテ年とウラ年でばらつきがあるた

めに経営に影響が出るもの」，「経営改善のためにし

たいこと続けたいこと」で産地ごとの違いが出てい

た．そのような有意差がある背景として，産地ごと

の栽培品種や主力品種の違い，温州ミカンが占める

比重，生産方針など産地間の姿勢の違いがある．
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第54図　収量・品質を安定させる生産方向（複数選択）

注：選択肢「その他」を除いた集計結果



第二に「専業兼業別」といった農業への依存を示

す属性，「温州ミカン面積別」や「経営耕地面積に

占める温州ミカン面積の割合別」といった温州ミカ

ン作の規模，面積割合を示す属性はどの質問とも有

意差がみられなかった．隔年結果の問題は，個々の

農家の規模の大小や温州ミカン作への依存の度合い

とは関連性が弱く，第一で述べた，産地としての平

均規模の差がこの問題についての農家意識の差を生

みだしていると考えられる．

ただし，「温州ミカンの販売金額順位」は異なっ

ていた．温州ミカンの販売金額順位が１位，２位の

農家の場合，隔年結果によって収穫量や出荷量の上

下動が経営へ影響をおよぼしているとより強く意識

していた．そのため，販売金額の順位が１位，２位

の農家は収量・品質を安定させる栽培方向として連

年安定結実を有意に志向していた．

第三に，第55図の上から３番目から７番目までの

質問群は，量と品質との関係について問うたもので

あるが，これら一連の質問群と属性やグループとは，

有意差があるものが少なかった．これらの質問の回

答結果は，糖度を高く，しかも安定した品質のミカ

ンを生産するという，今日，温州ミカン産地全体が
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第55図　属性・グループと生産方向に関する質問との関係

注：図中の矢印は，独立性のχ二乗検定をおこない，１％確率で有意差があり，しかも全体

平均よりも10％以上差が見いだされたカテゴリーがある質問同士であることを示す．



推進している方向そのものであるために，特定の属

性・グループとの有意差があるものが少ないと考え

られる．

（室岡順一）

註および引用文献

註１）なお他の４産地は1.9人～2.3人の間で回答者

全体の平均は2.0人である．

２　温州ミカン作農家の経営目標設定－販売金額・

単価目標を中心に

１）はじめに

本アンケートでは，過去10年間における温州ミカ

ン作農家の隔年結果に対する技術的取り組みと経営

改善に向けた経営的な取り組みの実施状況をたずね

ている．対象期間としたこの10年間を端的に整理す

ると，長期的にみれば1960年代後半からの温州ミカ

ンの需要減少と担い手の減少・高齢化がいっそう進

展した時期といえる．また短期的には著しい隔年結

果が生じ，それにともない市場価格が毎年大きく上

下に変動した．さらに，光センサーが中小産地にも

普及し，かつては上位産地のみが志向していた糖度

など果実内容の向上が下位産地にまで浸透し，品質

向上を目的とした新たな技術導入の必要性が増した

こともこの時期の特徴としてあげられる．

このような近年の温州ミカン作経営環境の中にお

いては，どのような経営的な取り組みをおこなうの

か，また，取り組みの成果をどのように評価するの

か，さらに，取り組みの実施を動機づけ，取り組み

内容を規定すると思われる経営目標をどのレベルに

設定するのかといった点が温州ミカン作農家にとっ

て重要であると考えられる．

そこで，本節では，以下の三点について検討する．

一つ目が目標設定やそれにもとづく経営行動の規定

要因となる経営環境である．具体的には，出荷量・

販売金額の面から本アンケートが対象とした過去10

年間の温州ミカン作の経営環境がどのようなもので

あったのかを整理する．

二つ目が温州ミカン作農家の目標設定の背景と目

標の実態である．目標金額設定と経営概況を対比さ

せ，どのような農家が目標金額を設定しているのか

を明らかにする．また，目標金額の設定の際に指標

となるものを整理し，温州ミカン作農家の目標金額

設定方法を分析する．その上で，目標金額の設定状

況と目標金額の実態や目標金額と実績との差異を明

らかにする．

三つ目が目標と技術・経営対応との関連性であ

る．目標金額設定の有無と技術的あるいは経営的な

対応とはどのような関連性があるのかを明らかにす

る．

２）目標との関連でみた経営環境

（１）市場価格の変動

「Ⅱ－１隔年結果の実態－果樹生産出荷統計から

みた隔年結果の実態－」では反収変動を時系列に分

析した結果，1995年以降全国的に生じた隔年結果は

過去30年間の中で反収の変動幅が最大であることを

示した．最近10年間において，温州ミカン作農家は

品質向上対策とともに隔年結果対策を同時に迫られ

ていたといえる．

さらに，ここで市場価格の変動を確認しておく．

第56図に1975年以降における東京市場の市場価格の

推移を整理した．全体的な傾向を整理すると，1970

年代後半から1980年代まで100円台で推移してきた．

1987年以降上昇に転じたものの，92，93年と２年続

けて大幅に下落した註１）．その後持ち直したが，97

年に大きく下落して以降，毎年価格が上下動してい

る．

注目すべき点は最近10年で市場価格の変動幅が拡

大していることである．また，隔年結果による収穫

量や出荷量の変化に連動してオモテ年で低くウラ年

で高くなるといった価格変動を毎年繰り返してい

る．さらに最近の数年では明らかに価格が低位で安

定する傾向にある．このように過去30年間のうち直

近の10年間は，特に価格変動という点で販売環境が

これまでになくきびしいものであったといえる．

（２）出荷量・販売金額からみた隔年結果の状況

次に，アンケート結果から回答者の平均出荷量を

整理し，隔年結果の状況を確認する．第57図に2003
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年産と2002年産の出荷量さらに過去10年間のオモテ

年とウラ年の平均出荷量を示した．これによると，

各産地の出荷量には多少があるものの，オモテ年で

多くウラ年で少ないという隔年結果の傾向が明らか

である．過去10年間のオモテ年とウラ年の差は，出

荷量の多い三ヶ日や金屋で２割近くになることがわ

かる．三ヶ日は，隔年結果による年ごとの増減は少

ない．改植が進んで反収が落ちた時期とその後出荷

量が増えた時期の差が反映されていると思われる．

オモテ年とウラ年の差について過去と現在を比較

すると，過去10年に比べて2003年と02年の差が小さ

く，最近ではオモテ年，ウラ年の出荷量の差が縮小

傾向にある．またオモテ年の出荷量が過去10年の平

均より2003年産では減少しており，どちらかという

91室岡ら：ミカン農家の意識調査

第56図　温州ミカン卸売市場価格（東京都）の推移

資料：農林水産省統計情報部「青果物卸売市場調査報告」各年版．

注：日本銀行「物価指数年報」卸売物価指数（総平均　1995年＝100）をもとにデフレートしている．

第57図　出荷量の変動

資料：アンケート調査より作成

注：オモテ年，ウラ年は過去10年間のそれぞれの平均．

第58図　販売金額の変動

資料：第57図に同じ

注：第57図に同じ



と低位で安定している傾向にある．

さらに，販売金額についても出荷量と同様に整理

したのが第58図である註２）．直近２年のほうがオモ

テ年とウラ年の差が小さい．特に販売金額が大きい

三ヶ日で顕著に現れている．また，販売金額も過去

10年に比べて低位で安定する傾向にある．

３）目標の実態

（１）目標金額設定の背景

以上のような経営環境下での温州ミカン作農家の

目標設定についてみていく．本アンケートでは目標

金額（目標販売金額あるいは目標単価を含む）の有

無とその具体的な金額をたずねた註３）．

まず目標金額設定の実態をみる．第21表には目標

金額の有無の結果を示した．全体では約40％の農家

が目標金額を設定している．地域ごとに目標金額設

定率にばらつきがあり，中島（53.5％）では半数以

上の農家に目標があり，それに続いて三ヶ日

（43 .1％）が高くなっている．それに対し，橘

（37.6％），坂出（37.6％），砥部（38.3％）の農家の

目標金額設定率が低い．中島と砥部は，広域合併し

た同じＪＡ管内であるにもかかわらず，目標金額設

定状況に差異がみられることが明らかになった．

次に，目標金額の有無と経営規模などとの関連性

を検討する．ここでは目標金額設定率が高い三ヶ日，

中島と目標設定農家率が低い坂出，砥部を取り上げ

て分析する．

目標の有無と栽培面積や労働力，経営成果など経

営属性との関係を整理したのが第22表である．全体

傾向として明確であるのが，目標あり農家と目標な

し農家で栽培面積が異なる点である．目標あり農家

は78.7ａで目標なし農家を13.5ａ上回っている．ま

た，目標あり農家は経営主のカンキツ作業従事日数

が多く，60歳以上の経営主が比較的多い．経営成果

に関しては，目標あり農家が販売金額が約50万円，

単価が約17円／kgともに高くなっている．

さらに地域別にみると，三ヶ日では，栽培面積の

差が約45ａあり，他地域と比べて顕著である．経営

成果や経営主カンキツ作業従事日数に加え，カンキ

ツ作業従事者数も目標あり農家の方が多くなってい

る．同じく目標金額設定率の高かった中島では，目

標あり農家と目標なし農家の差が大きくはないが，

全体と同じような傾向がみられる．後継者の確保状

況の差が大きく，目標あり農家の方が約10％高くな

っている．

他方，目標金額設定率が低い地域は，坂出では全

体傾向でみられた特徴が確認でき，その中でも経営

主のカンキツ作業従事日数の差が明確に現れてお

り，目標なし農家が147.5日と他地域を大きく下回

っている．砥部では，栽培面積や販売金額について

それほど大きな差が認められないが，単価について

は約32円／kgと違いが出ている．また経営主年齢

は目標あり農家の60歳代以上の比率が70％を超えて

いる．

以上の結果から，目標金額の設定と経営概況との

関連性は，栽培面積が大きいほど，経営主のカンキ

ツ作業従事日数が多いほど，また，販売金額や単価

といった経営成果が高いほど目標金額の設定率が高

いといえる．すなわち，経営内における温州ミカン

への関わりの大きさに関連しているといってよい．

坂出や砥部は兼業機会も多く，カンキツ作が農家所

得に占める比率が低い．また，農業内においても坂

出や砥部は野菜や落葉果樹といったカンキツ以外の

作物が占める割合が大きく，この両地域では，経営

主の温州ミカンに関する作業や意識のウエイトが相

対的に低く，温州ミカンの目標金額設定率が低いの

ではないかと推察できる．また，目標あり農家は，

60歳代以上の経営主と後継者の就農見込みがある農

家の比率が高い．このように経営継承を含めある程
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第21表　目標販売金額の有無
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度中長期的な見通しが立てられる農家は目標金額設

定率が高いといえる．

（２）目標金額設定に際して参考にする指標

目標金額を設定する際に参考にするものを第23表

に示した．全体的に前年の実際の販売金額・単価を

参考にする農家が多く，全体では48.3％と半数近く

に達している．それ以外では，前々年の実際の販売

金額・単価を参考にするのが22.2％となっている．

温州ミカン作は，これまで隔年結果により出荷量，

単価，販売金額が毎年上下に変動してきた．しかし，

農家の目標設定に際して参考にするのは，たとえば

2003年産の目標を決めるときに同じオモテ年である

2001年産ではなく，ウラ年である前年産を参考にす

る農家が多いことが明らかなった．

当年の目標金額を検討する際には，過去の数年の

販売状況が考慮されると思われるが，その中でも前

年実績を強く意識し，前年比でいくらアップを目指

すといった目標設定が推察できる．このような目標

設定の考え方は，価格変動状況にも左右されると考

えられ，価格変動の大きかった1990年代に比べ，近

年は価格が低位であるが安定的に推移していること

を反映した回答であると考えられる．

（３）目標金額の実態

次に実際の目標金額をみてみる．目標金額は，目

標販売金額と目標単価を2002年，2003年と次年産で

ある2004年産についてたずねた（第24表）．これに

よると，目標金額には地域ごとに大きな差がみられ

る．アンケート実施年である2003年産を例にとると，

三ヶ日が目標販売金額，目標単価ともに高く目標販

売金額920万円，目標単価194円／kgであり，それ

に続いて金屋が目標販売金額462万円，目標単価194

円／kgとなっている．それに対して，目標金額が

低いのは坂出と砥部であり，坂出は目標販売金額86

万円で目標単価139円／kg，砥部は目標販売金額97

万円で目標単価103円／kgである．

目標金額の高低は，一つには各産地の実際の販売

金額・単価に影響され，特に目標単価にその傾向が

みられると考えられる．温州ミカン価格低迷下でも

青島温州で高単価を達成している三ヶ日で目標単価

が高く設定されていることからもわかる．また，坂

出は，目標販売金額が低いものの目標単価が高いの

は産地のブランド品種である小原紅早生の単価が比
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第22表　目標の有無と経営属性の関係

資料：第57図に同じ

注：カッコ内は構成比．構成比は目標あり，目標なし農家の中での値．



較的高く維持されていることに起因すると考えられ

る．

さらに各経営の部門構成が目標金額の高低にも影

響していると推察される．温州ミカン専作に近い三

ヶ日や金屋で比較的高い目標金額が設定されてお

り，坂出や砥部といった野菜作あるいは落葉果樹を

含め他の果樹との複合経営の多い地域では温州ミカ

ン作の目標金額が低い．

一方，時系列で目標金額の推移をみると，全体傾

向としてウラ年である2002年産の目標金額に比べ

2003年産の目標金額が低く，2004年産は2003年産に

比べ高く設定されていることが読み取れる．このこ

とから，温州ミカン作農家が最近の市場価格をその

目標設定に反映させていることがうかがえる．また，

各地ともに2004年産の目標が同じウラ年である2002

年産に比べ高めに設定されている．その傾向は特に

目標単価で顕著である．

以上の結果を産地の平均単価の推移と比較する

（第59，60図）．目標設定の参考指標として前年の実

績を参考にするという回答が多かったが，それぞれ

目標単価の前年の実績単価と比べると30～50円／

kg上回る目標単価が設定されている．また，農家

が回答した目標単価と産地の平均単価を比較する

と，概ね高値年の平均価格と安値年の平均価格の中

間程度となっており，産地の平均単価の変動幅に比

べ目標単価の上下が小さい．温州ミカン作農家が全

体傾向として出荷量や品質に対してばらつきよりも

安定を重視していることを併せて考えると，温州ミ

カン作農家が全体としてはオモテ年・ウラ年に左右

されずに一定程度の単価・販売金額を継続して達成

することを望んでいるといえる．

４）経営目標と技術・経営対応との関連性

目標設定によって今後の経営改善の方策が異なる
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第23表　目標金額設定にあたって参考にする指標

資料：第57図に同じ

第24表　目標販売金額，目標単価の実態

資料：第57図に同じ



のかどうかを第25表に整理した．これによると，目

標あり，目標なし農家ともに「糖度を上げる」「バ

ランスのとれた糖／酸比にする」といった点を重視

しており，目標の有無によって大きな差異が生じて

いないことが明らかとなった．経営改善に向けた大

まかな方策としては，目標の有無にかかわらず，農

家は収穫量よりも果実品質にウエイトを置き，品質

の中でも大きさや外観よりも糖酸度といった果実内

容の向上に取り組む意向である．

次に具体的な経営対応の実施状況をみてみる（第

26表）．対応の内容は，温州ミカン栽培規模・品種，

栽培方法，機械・施設の導入，販売方法，雇用・経

営費に関する対策が含まれており，それぞれの対策

について，「平成15年以前の過去10年間で実施した

もの」，「平成16年以降するもの」をたずねた．

全体的には規模拡大，品種更新・転換に関する項

目，特別摘果の実施率，実施予定率が高い．また，

目標の有無による差をみると実施予定率については

目標のある農家の方が高い傾向にある．

その中で，目標金額の有無で差が比較的大きい項

目（太字斜体部分）を抽出すると，規模・品種では

「温州以外のカンキツへ品種を転換する」，栽培に関

しては「マルチ栽培を始める・広げる」，機械・施

設では「モノレールを入れる」，販売では「出荷時

期を前進・出荷時期を延長する」が，目標がある農

家の指摘率が高い．
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第59図　目標単価と産地の年平均単価（三ヶ日）

資料：アンケート調査および共選資料より作成

第60図　目標単価と産地の年平均単価（中島）

資料：第59図に同じ

第25表　今後の経営改善の方向

資料：第57図に同じ



次に過去10年間に実施した項目と今後の実施予定

項目の指摘率に注目する．過去の実施率より今後の

実施予定率が高い項目（下線部分）をみると，目標

がある農家，目標がない農家ともに「変動費（肥料

代，農薬代など）を節約する」「固定費（機械代，

施設代など）を節約する」として経費節減を予定し

ている．これに加え目標のある農家は，「温州以外

のカンキツへ品種を転換する」，「休耕園を設ける」

といった温州ミカンの縮小を予定している．その一

方で，目標のある農家は「マルチ栽培を始める・広

げる」，「減農薬などの特別栽培を始める・広げる」，

「周年マルチ点滴潅水同時施肥法（マルドリ方式）

を導入する」といった技術的な対応と合わせ，「出

荷時期を前進・出荷時期を延長する」，「消費者に直

接販売を始める・量を増やす」，「個別で市場へ出荷

を始める・量を増やす」といった販売対応の実施を

予定している．また，「モノレールを入れる」の比

率が過去10年に比べ低下し，「作業道を入れる」の

比率が向上している．

以上から目標の有無と経営的な対応の関連性とし

て，目標がある農家のほうが経営的な取り組みの実

施率が高く，また，今後，費用節減や品種転換，休
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第26表　経営対応の実施状況，実施予定

資料：第57図に同じ
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の実施率に比べ平成16年以降の実施予定率が５％以上向上しているもの．



耕園の設定を実施する一方で，マルチ栽培や減農薬

栽培などの導入・拡大，作業道の導入といった新規

投資を並行しておこなう，いわば「選択と集中」と

いった経営行動がとられると推察される．また，販

売面は，共選の販売方針などによって規定される部

分が大きいと考えられるが，独自行動可能な領域の

拡大も含め販売面での活動を充実させようとする姿

勢がうかがえる．

５）小括

収穫量や市場単価がオモテ年，ウラ年で大きく変

動し，最近では低位安定で推移するという生産，販

売ともにきびしい経営環境下において，目標金額を

設定している農家率は40％程度である．半数以上の

農家は，価格変化が大きいため金額目標の設定がで

きないか，経営や家計における温州ミカンへの依存

度が低いなどの理由で金額目標を設定する必要がな

い農家であると考えられる．

温州ミカンのマーケティング活動は，多くが産地

（共選）単位でおこなわれる．そのため，産地内に

存在する多様な農家の一体性を確保する必要があ

り，産地戦略の一環として目標がない農家に対する

動機づけが求められる．他のカンキツ品種への更新

を予定する農家も多いことから，①経営内での樹種

編成を考慮したうえで，改植と条件優良園地への計

画的な生産集中の提案をおこなう，②利便性の高い

臨時雇用の提供システムや適期適量の施肥や防除を

実施して資材費のロスを抑えるとともに，省力的な

摘果やせん定技術の普及を図る，などの方法によっ

てコスト削減ニーズに応えながら小面積でも収益性

の高い経営へ誘導していく必要がある．

目標がある農家は，栽培面積や経営主のカンキツ

作業従事日数が多く，販売金額や単価といった経営

成果が高いといった特徴が明らかになった．これら

は，経営内における温州ミカンの依存度が高く，市

場価格変動の影響が大きいと思われる．したがって，

こういった農家のニーズを把握し，問題解決につな

がる技術の開発・導入がまず求められる．目標あり

農家への技術普及は，目標あり農家の問題解決につ

ながるとともに，産地全体でみればこのような農家

をオピニオンリーダーとして多数の農家に取り入れ

られるといった技術普及の２段階の流れに期待でき

る．

目標単価の状況は農家ニーズを反映し，技術開発

目標の一端となると考えられる．農家の意向として

単価の連年安定を求めていることが明らかになっ

た．また，今後の経営改善の方向として，糖度の向

上やバランスのとれた糖酸比の実現を多数の農家が

指摘していることから，技術開発の方向としては

「高品質果実の連年安定生産」が適切であろう．

ただし，高品質果実の連年安定生産が単価の連年安

定につながるためには，技術が産地の農家に広く取

り入れられ，隔年結果の是正によって産地のマーケ

ティングに合った量・質を確保し，価格交渉力を形

成する必要がある．したがって，開発する技術は産

地のマーケティング戦略の中に適切に位置づく技術

でなければならず，流通チャネルやプローモーショ

ンとのマッチングも求められる．

さらに，目標金額の設定状況と技術・経営対応と

の関連性をみると，目標がある農家の方が「マルチ

栽培を始める・広げる」，機械・施設では「モノレ

ールを入れる」，販売では「出荷時期を前進・出荷

時期を延長する」など経営対応の実施率が高いこと

が明らかになった．また，今後の経営対応では，全

体的に他のカンキツや果樹への転換，費用の節減を

予定する中で，目標のある農家はこれと合わせてマ

ルチ栽培や特別栽培の導入・拡張，作業道の導入，

出荷時期の調整や販売方法の変更を予定している．

この結果から，目標のある農家は園地条件に合わせ

品種を更新し，生産条件の良好な園地の集約や園地

整備を図り，高品質果実の生産をおこなうという経

営対応が予想される．

これに対しては，技術の新規導入による，栽培方

法や品種の転換，さらに販売対応の増加といった経

営の変革にともなう作業ピークの形成や労働時間の

増加への対応が課題となる．したがって技術導入の

後も継続的にアドバイスを実施するといったアフタ

ーケアをおこなうなど，ソフト面での支援をおこな

う配慮が必要である．

（島　義史）
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註および引用文献

註１）1980年代後半からの価格上昇傾向は国産品果

実全般に当てはまる．徳田博美「国際化時代

における果樹農業構造の変化」，「農業経営研

究」40巻１号，2002年６月，PP.116－121．

はバブル経済の影響や品種・出荷方法転換に

よる高付加価値化，弱小産地の脱落などが要

因ではないかと推察している．

註２）販売金額に関し，関野幸二「高品質果実連年

安定生産農家における経営実態」「平成14年

度近畿中国四国地域農林水産業研究成果発表

会要旨」，2002年10月，PP.34－39．は品目別

統計にもとづき1995年から2000年までの農業

粗収益を分析した結果，「農業粗収益は裏年

（収量は低いが，単価は比較的よい）で多く，

表年では少ない」と指摘している．本アンケ

ートの回答では，販売金額はウラ年の方が低

い結果となった．カンキツ作農家が「出荷量

にとってのオモテ年」，「販売金額にとっての

オモテ年」というように，出荷量，販売金額

を別に認識しており，それぞれが多い年をオ

モテ年，少ない年をウラ年と考えたため，統

計データの分析との間に異同が生じた可能性

がある．

註３）経営目標は販売金額や単価など金額に関連し

たもの以外にも様々な事項が考えられる．し

かしここでは，目標そのものや達成状況を定

量的に把握できるため，販売金額と単価に対

象を絞っている．

Ⅴ　結果のまとめ

１　調査の要約

１）本報告は，温州ミカンの隔年結果を農業経営

に関わる問題として捉え，温州ミカン栽培農家を対

象としたアンケート調査の結果をもとに，隔年結果

に対する農家意識や対応行動を明らかにした．アン

ケート調査の対象地は，静岡県三ヶ日町，和歌山県

金屋町，香川県坂出市，愛媛県砥部町，愛媛県中島

町，山口県橘町の６市町である．2004年６月から９

月までに対象産地の共同選果場やＪＡの窓口担当者

を経由して調査票を農家に配布し回収した．総配布

数は2,392人，回収数は1,480人で回収率は61.9％であ

った．

２）温州ミカンの収量変動は，統計データでみる

と最近では縮小傾向にある．しかし，農家では「隔

年結果の是正が必要である」という意識が，過去よ

りも現在，現在よりも将来に向けて強まっている．

栽培農家は，主に栽培管理の不足が隔年結果を助長

するものと考えている．そのため，これまで整枝・

せん定，施肥，改植，慣行摘果などを中心に隔年結

果是正対策に取り組んできた．対策技術のなかでは

近年開発された技術，たとえば「樹冠上部摘果」や

「後期重点摘果」に対する評価が高い．これまで取

り組んできた栽培管理対策に加えて，今後これらの

技術を新たに取り入れる農家が増加するものと考え

られる．

小規模・兼業農家は大規模・専業農家に比べて隔

年結果是正対策の実施率が低く，このことが隔年結

果発生の一つの要因となっている．是正対策の実施

率に差が生じているのは，小規模・兼業農家にとっ

て対策技術が難しいことや販売額の減少が対策を実

施する意欲を低下させていること，対策技術の情報

が得られないことなどが原因となっている．

また，隔年結果に関する農家意識や対応方向をみ

ると，大筋では隔年結果の実態，原因，是正対策と

もに各産地ともよく似た傾向を示すが，産地の栽培

品種や園地・気象条件などによりわずかではあるが

差がみられる．

３）これまで農家が取り組んできた経営を改善す

るための対策は，温州ミカン品種の更新，中晩柑類

への転換，省力化などが中心である．今後農家は品

種更新や面積拡大などといった「経費のかかるもの」

や「規模拡大に関わるもの」，スプリンクラー・モ

ノレール導入などの「既に取り組み済みのもの」な

どには消極的である．今後，農家ではこれまで取り

組まれた品目・品種の転換，省力化などに加えて，
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低コスト化，高品質化，販売対応の工夫などを目指

している．専業農家が多いとみられる大規模農家層

でこれらの取り組みに対する意向が強く積極的な対

応が多くみられ，特に収益性に関わる高品質化，品

種更新，販売方法などで小規模層との差が大きい．

４）隔年結果は，収穫量，単価，出荷量の上下動

によって経営を不安定にしていると農家は考えてい

る．しかし，経営（収益）全般を改善するために農

家がしようとすること，続けようとすることは，果

実の「糖度を上げること」「バランスのとれた糖・

酸比」という食味面の品質改善である．隔年結果是

正技術を導入するうえでの問題点が「期待する販売

金額が得られない」「販売単価の見通しがつかない」

点にあるので，収穫量や出荷量の上下動の縮小だけ

にとどまらず，経営全般を改善するうえで農家が注

目している食味面の品質改善をも伴う是正技術が求

められる．

また，経営改善のためには，農家は収穫量・出荷

量とともに，品質の面でも向上よりもばらつきの是

正を志向している．ただし，ばらつきを是正する栽

培方向は，仮定として提示した３つの方法のうち，

連年安定結実が最も多いものの，この方法に集中し

ているわけでもない．

このような農家意識の特徴を説明する要因とし

て，いくつかの属性・グループとのクロス集計と有

意差の検定をおこなった結果，「産地別」が最も多

く関連づいていた．

５）温州ミカンの市場価格の変動幅は以前に比べ

て拡大し，隔年結果による収穫量や出荷量の変化に

連動して価格上下を毎年繰り返している．最近の数

年では安定化傾向にあるものの，過去のオモテ年の

低い水準の価格で安定していることから，過去30年

間のうち直近の10年間は販売環境がこれまでになく

きびしいものであった．

このような経営環境下における温州ミカン作農家

の目標設定の背景と目標の実態として，目標金額と

経営概況，目標金額設定の際の指標を分析した．そ

の結果として次の点が指摘できる．①栽培面積が大

きいほど，経営主カンキツ作業従事日数が多いほど，

また，販売金額や単価といった経営成果が高いほど

目標金額の設定率が高い．②経営継承を含めある程

度中長期的な見通しが立てられる農家は目標金額設

定率が高い．③当年の目標金額を検討する際には過

去の数年における販売状況のなかでも前年実績を強

く意識しており，前年比でいくらアップを目指すと

いった目標設定が推察される．④温州ミカン作農家

が全体傾向としてばらつきよりも安定を重視し，な

おかつ目標金額がこれまでの産地平均単価の高値・

安値の中間程度に置かれ，産地の平均単価の変動幅

に比べ目標単価の上下動が小さい．このことから温

州ミカン作農家は，オモテ年・ウラ年に左右されず

に一定程度の単価・販売金額を継続して達成するこ

とを望んでいるといえる．

さらに，目標金額設定の有無と技術的，経営的な

対応をみると，目標がある農家の方が対応の実施予

定率が高い．今後，費用節減や品種転換や休耕園の

設定を実施する一方で，マルチ栽培や減農薬栽培な

どの導入，拡大，作業道の導入といった新規投資を

並行しておこなう，いわば「選択と集中」といった

経営行動がとられている．さらに販売面では，出荷

時期の変更や直販による独自行動を充実させようと

する姿勢がみられる．

２　今後の課題

１）本研究では「隔年結果」に関した個々の農家

の意識や対応行動を中心として分析してきた．その

ため，産地全体での取り組みについては検討できて

いない．特に，現在は産地全体が糖度が高く品質が

安定したミカン生産を推進している．光センサー選

果機の導入が当然視されつつあるなかで，全体の傾

向が同じであるのならば，糖度と品質に加え，他産

地とは異なる付加価値をどのように付与するのかが

産地存続のための課題となる．差別化のための付加

価値戦略は農家レベルの意向で把握できないため，

ＪＡや共同選果場などの指導組織レベル（産地レベ

ル）の意向を検討する必要がある．

２）これらに関わって，産地マーケティング研究

は，「量か品質あるいは量と品質の組合せ」に関し
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た議論から，現段階では「ニーズの多様化とそれに

対応する差別化品種，製品の導入・開発」が中心に

議論されている．しかし，製品戦略に関する検討が

中心であり，販売促進や販売チャネルに関する議論

が不足していると考えられる．「カンキツ連年生産」

研究プロジェクトで開発されているマルチドリップ

方式を導入し生産された果実の販売戦略に関した研

究を進めることを通じて，今後のミカン産地の販売

促進，販売チャネル戦略に関する研究，また販売促

進，販売チャネルと製品生産を組み合わせた研究の

蓄積が必要であると考えられる．

３）本アンケートでは，個別農家の経営要素や経

営組織に着目して隔年結果是正技術の導入条件を探

ってきた．このため，産地レベルで考えた場合の新

技術導入の条件を解明することが残されている．温

州ミカン作に関した新技術において，個々の農家レ

ベルとともに産地レベルでの導入条件を解明し，そ

の条件整備の方策提案をおこなうことが求められ

る．今後は，農家の高齢化（特に下位産地），定年

帰農の増加など，社会全体の環境変化が新技術導入

に大きな影響を与えるものと考えられる．

４）個々の経営管理問題について，本研究では隔

年結果に関わる生産管理を中心に検討しているが，

投資回収期間が長いなどの特徴を持つ温州ミカン作

農家において，品種更新やハウス，マルチ栽培導入

などの投資や生産管理に関する検討が残されてい

る．

以上，４点の検討は今後の課題としたい．

（辻　和良）
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Study on the Prevention of Alternate Bearing

in Satsuma Mandarins

Junichi MUROOKA, Kazuyoshi TSUJI*, Yoshihiro SHIMA** and Shohei KUMAMOTO*

Summary

The purpose of this study was to reveal the problems of alternate bearing in Satsuma mandarins from the
farmer's point of view. To discover any established trends in farmers' needs and behavior for prevent alternate
bearing,  the authors carried out questionnaires to 2,392 people in 6 municipalities, Mikkabi (Shizuoka Pref.),
Kanaya (Wakayama Pref.), Sakaide (Kagawa Pref.), Tobe (Ehime Pref.), Nakajima (Ehime Pref.), Tachibana
(Yamaguchi Pref.). Some remarkable facts were discovered from the study and have been listed below.
1) Most of the farmers felt more necessary to prevent alternate bearing. They thought that alternate bearing was
caused by a lack of cultivation management. Therefore, they tried to prevent alternate bearing, by pruning, fertil-
izing, and conventional fruit thinning. When they continue their techniques they have problems of labor short-
age, increased difficulty in the techniques, and poor motivation from a decrease of gross profit.
2) In order to increase income, farmers introduced more variety in their citrus products and tried to decrease
labor expenses. In addition, they will lower cost, improve quality production, and use the device of discount sales
in the future.
3) The farmers think the reason for the unstable agricultural income was movement of yield, unit price, and ship-
ping volume. The corrective measures they want to use are to produce higher sugar content and have a better
ratio between sugar content and acidity.  Finally, farmers hope for a stable product in both quantity and quality.
However, there are many farmers choosing alternate bearing and conventional balance.
4) Farmers had several goals: sales goals, having a larger growing area, more days of citrus cultivation a year,
higher sales, and higher unit price. When they decided upon a sales goal for a current year, they referenced the
sales of the previous year. They have a stability-oriented goals and decide upon a goal medium unit price
between high and low of average unit price of production area.

** Research Team on Social Effects of Farm and Rural Experiences
** Agricultural Experiment Station Wakayama Research Center of Agriculture ,Forestry, and Fisheries 
** Regional Farming and Distribution Research Team
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資料１　「温州ミカン隔年結果に関する調査」調査票
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質問１　露地の温州ミカン園で，隔年結果が目立つ園地がありますか？

［番号１つに○］

《注意》「隔年結果が目立つ園地」というのは，ウラ年の収穫量がオモテ年の

収穫量を２割以上下回る園地とします．

三ヶ日町

［隔年結果が目立つ園地の割合］

三ヶ日町

資料２　「温州ミカン隔年結果に関する調査」集計票（６地点別）
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質問２　隔年結果の原因は何だと思いますか？［あてはまる番号すべてに○］

《注意》質問１で「１ある」を選んだ方は，隔年結果が目立つ園の場合をお考え下さい．

質問１で「２ ない」「３ わからない」を選んだ方は，あなたが考える一般的な原因を

お答えください．

三ヶ日町
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質問３　あなたの経営にとって露地温州ミカンの隔年結果は，是正する必要がありまし

たか（ありますか）？

（１）平成15年以前の過去10年間

（２）平成15年

（３）平成16年以降
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質問４　露地の温州ミカンの隔年結果を是正する対策についてお聞きします．

［（１）～（17）それぞれの項目について，問１～４まで，あてはまる欄すべてに○］

問１　平成15年以前の過去10年間にしたものは？
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問２　平成15年にしたものは？
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問３　隔年結果の是正に効果があったものは？
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問４　平成16年以降にするものは？



115室岡ら：ミカン農家の意識調査

質問５　隔年結果を是正する対策をするときに問題となる点は何ですか？

［番号にいくつでも○］

質問６　もし，あなたが露地温州ミカンの収穫量や品質を安定させるなら，どのような方法を採用します

か？［あてはまる番号すべてに○］
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質問７　オモテ年とウラ年でバラツキがあるために，あなたの経営に影響があると思う

のはどれですか？［あてはまる番号すべてに○］

質問８　経営改善のために，あなたの考えに一番近いのはどれですか？

［（１）～（６）それぞれの項目について，番号に１つ○］

（１）収穫量・出荷量は，過去の年より増やしていきたいですか？



117室岡ら：ミカン農家の意識調査

（５）単価・品質は，オモテ年とウラ年のバラツキをなくしたいですか？

（２）収穫量・出荷量は，オモテ年とウラ年のバラツキをなくしたいですか？

（３）収穫量・出荷量は，過去の年より増やすこと，オモテ年とウラ年のバラツキをなく

すこと，どちらが重要ですか？

（４）単価・品質は，過去の年より上げていきたいですか？
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（６）単価・品質は，過去の年より上げること，オモテ年とウラ年のバラツキを

なくすこと，どちらが重要ですか？

質問９　経営改善のために，これからしたいこと，平成16年以降も続け
たいことは何ですか？［あてはまる番号すべてに○］
その中で特に重要だと思うものがあれば，１つだけ◎をつけて
ください．［あてはまる番号１つに◎］

［特に重要だと思うもの］



119室岡ら：ミカン農家の意識調査

質問10 温州ミカンを栽培している面積は，平成15年以前の過去10年の間に

変わりましたか？［番号に１つ○］

［露地温州ミカンの増えた面積］

　　　　 �
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［露地温州ミカンの減った面積］

［ハウスの増えた面積］



121室岡ら：ミカン農家の意識調査

［ハウスの減った面積］
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質問11 あなたが，経営改善のために行ったことについてお聞きします．

［（１）～（27）それぞれの項目について，問１～４まで，あてはまる欄にすべて○］

問１　平成15年以前の過去10年の間にしたものは？



123室岡ら：ミカン農家の意識調査

問２　平成15年にしたものは？
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問３　経営改善に効果があったものは？



125室岡ら：ミカン農家の意識調査

問４　平成16年以降にするものは？
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質問12 あなたの経営の専業別，経営耕地面積，急傾斜園地の割合を教え

てください．

［専兼別］

［経営耕地面積］



127室岡ら：ミカン農家の意識調査

［経営耕地面積借入地］

［経営耕地面積の内訳（平均値）］
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［露地の温州ミカンの園地のうち傾斜が15度以上ある急傾斜の園地］

質問13 平成15年はカンキツを何アール栽培しましたか？

［露地，ハウス，中晩柑別に面積を記入］

［露地温州ミカンの栽培面積］



129室岡ら：ミカン農家の意識調査

［露地温州ミカンの栽培面積のうち借入地の面積］

［露地温州ミカンの栽培面積の品種の内訳（平均値）］

［ハウスミカンの栽培面積］
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［中晩柑の栽培面積］

質問14 平成15年の露地の温州ミカンの樹齢についてお聞きします．露地温州
ミカン全体を10割として，「10年未満の樹」，「10年以上30年未満の樹」，
「30年以上の樹」がそれぞれ何割ありますか？

《注意》高接ぎの場合は高接ぎ後の年数でお考えください．



131室岡ら：ミカン農家の意識調査

質問16 あなたの経営の平成15年の農業労働力についてお聞きします．

［農業従事者数］

［専従者数］
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［年間の農作業日数］



133室岡ら：ミカン農家の意識調査

［年間の農作業日数のうちカンキツの作業をした日数］

質問17 今の経営主の後継者はいますか？［番号１つに○］
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質問18 あなたの経営の販売金額上位３位までの作物を教えてください．

［太枠の中から選び記号を記入］

［平成15年販売金額１位品目］

［平成15年販売金額２位品目］



135室岡ら：ミカン農家の意識調査

［平成15年販売金額３位品目］
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［平成14年産出荷量］

質問20 露地の温州ミカンの生食と加工を合わせた全出荷量は何トンですか？

［それぞれの出荷量を記入］

［平成15年産出荷量］



137室岡ら：ミカン農家の意識調査

質問21 平成13年以前の10年間では，露地の温州ミカンの出荷量は何トンですか？

［それぞれの出荷量を記入］

［平成13年以前の10年間のオモテ年の出荷量］

［平成13年以前の10年間のウラ年の出荷量］
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質問22 露地の温州ミカンの生食と加工を合わせた全販売金額（手取り金額）

は何万円ですか？［それぞれの金額を記入］

［平成15年の販売金額］

［平成14年の販売金額］



139室岡ら：ミカン農家の意識調査

質問23 平成13年以前の10年間では，露地の温州ミカンの販売金額（手取

り金額）は何万円ですか？［それぞれの金額を記入］

［平成13年以前の10年間のオモテ年の販売金額］

［平成13年以前の10年間のウラ年の販売金額］
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質問24 露地の温州ミカンの販売金額（手取り金額）の目標はありますか？

［番号に１つ○］

［平成16年産の目標販売金額］



141室岡ら：ミカン農家の意識調査

［平成16年産の目標平均単価］

［平成15年産の目標金額］
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［平成15年産の目標平均単価］

［平成14年産の目標販売金額］



143室岡ら：ミカン農家の意識調査

［平成14年産の目標平均単価］

あなたが販売金額の目標を立てるとき，参考にするのはどれですか？［番号に１つ○］
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［目標のない農家の生計を維持するための最低販売金額］

［目標のない農家の生計を維持するための最低平均単価］
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